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にࡵࡌࡣ

ᙜ㈈ᅋは、ࠕ୰㒊ᅪ⤒῭ⓑ᭩ࠖを、୰㒊ᅪの⤒῭ື向を年㛫として分ᯒしてࡑの≧ἣ

をᢕᥱ࣭⌮ゎいたࡔくとともに、ᙜᆅᇦのㄢ㢟である࣐࣮ࢸをしࡗり分ᯒをしてᚋ

のᆅᇦⓎᒎのためのྛ✀策にᙺ❧てていたࡔくため、年よりẖ年Ⓨหࡍることとい

たしࡲした。

����୰㒊ᅪ⤒῭ⓑ᭩ࠕࠖは、୰㒊ᅪの����年୰の⤒῭ື向をᅇ㢳ࡍるとともに、全国

る消費税率引上げと政府による増税対策についࡍᆅᇦ⤒῭のື向を大きくᕥྑࡧよ࠾

て、全国࠾よࡧ୰㒊ᅪの家計に࠼るᙳ㡪をヨ⟬しࡲした。

➨ �❶では、୰㒊ᅪの����年の⤒῭ື向について、分ᯒしࡲした。

�た����年ࡗた⌧ᅾのᬒẼᣑᙇᒁ㠃がᡓᚋ最㛗であࡗࡲが国では、����年��᭶にጞࢃ

᭶㹼 ����年�᭶の��᭶㛫を㉸࠼るྍ⬟性がᣦさࢀているとこࢁでࡍ。一方で、この

とこࢁ⡿୰㈠᫆ᡓதなを⫼ᬒに世⏺⤒῭のඛ⾜きᏳឤが増大し、୰国⤒῭のῶ㏿が

᫂ࡽとなࡗたことࡽ、国ෆに࠾いてもࡍでにᬒẼのࢡ࣮ࣆを㐣ࡂたのではないと

のኌも⪺ࢀるようになりࡲした。����年のࢃが国⤒῭は、ᬒẼが㧗Ỉ‽にありながࡽ

もࡸࡸῶ㏿ឤがぢ࠼ጞめた≧ែにあࡗたとゝࡍࡲ࠼。

⮬ື㌴⏘ᴗをはࡌめとࡍる〇造ᴗを୰ᚰとして、ࢃが国⤒῭のけࢇ引ᙺである୰㒊ᅪ

⤒῭に࠾いては、こࡲࢀで、ᾏእ⤒῭のዲㄪを⫼ᬒとして、㍺ฟの増加、ᴗの┈ᨵၿ、

タഛᢞ㈨のዲㄪながᆅᇦにඛ㥑けてあࢀࢃࡽてきࡲした。����年にධると、୰国、

㡑国なࢪ向け㍺ฟ割合が大きい㝣ᆅᇦでῶ㏿ឤがぢࢀࡽるようになり、一方、

⡿国⤒῭のዲㄪなに下ᨭ࠼さࢀたᮾᾏᆅᇦは引き⥆きዲㄪを⥔ᣢしࡲした。

➨ �❶では、世⏺⤒῭ື向ࡸ消費税増税のᙳ㡪を⪃៖したう࠼で、全国࠾よࡧ୰㒊ᅪ

の����年ᗘの⤒῭ぢ㏻しについて分ᯒしࡲした。

➨ �❶では、����年��᭶にணᐃさࢀている消費税率引上げと政府による増税対策が全

国࠾よࡧ୰㒊ᅪの家計に࠼るᙳ㡪について分ᯒしࡲした。

୰㒊ᅪは、ここᩘ年全国的にぢてもᴗᴗ⦼がዲㄪであり、ࡲたປാ㟂⤥のࡗࡦ㏕ᗘ

合いがᙉいᆅᇦとゝࡍࡲ࠼。こうしたことが㈤㔠の上᪼ࡽ家計消費の増加とつなが

り、ࢀࡑが᭦なるᴗᴗ⦼のᨵၿをもたࡍࡽという一㐃の࣓࣒ࢬࢽ࢝がⓎ⏕ࡤࢀࡍ、୰

㒊ᅪにᮏ᱁的なᬒẼのዲᚠ⎔が⏕ࢀࡲるྍ⬟性がありࡑ。ࡍࡲのពで、ᚋの家計の

消費ື向は㔜せであり、消費税率引上げと政府による増税対策のᙳ㡪にはὀ┠が㞟ࡲる

とこࢁでࡍ。

ᮏⓑ᭩を、⏘Ꮫᐁのྛ方㠃でࡈά⏝いたࡔき、ᆅᇦのⓎᒎに㈉⊩できࡤࢀᖾいでࡍ。

����年�᭶

බ┈㈈ᅋἲேࠉ୰㒊ᅪ♫⤒῭◊✲ᡤ
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はࡌめに

➨ ୰㒊ᅪの����年の⤒῭ື向�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐ࠉ❶�

➨ �⠇ࠉ୰㒊ᅪのᬒẼື向の᥎⛣�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� ᮾᾏ �県� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� 㝣 �県� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� ୰㒊 �県� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� ୰㒊 �県� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

ཧ⪃ྛࠉ県∧ᬒẼື向ᣦᩘの᥎⛣�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

➨ �⠇ࠉᾏእ⤒῭のື向と୰㒊ᅪ⤒῭�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� ᾏእ⤒῭� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� Ⅽ᭰と㍺ฟ� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

➨ �⠇ࠉ୰㒊ᅪのᴗື向�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� ⏕⏘� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� タഛᢞ㈨� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� 㔠⼥� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

➨ �⠇ࠉ୰㒊ᅪの家計ື向�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� 消費� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� ఫᏯ� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

➨ �⠇ࠉ୰㒊ᅪの㞠⏝ື向�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

�� ປാ� ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

➨ ୰㒊ᅪのࡧよ࠾全国ࠉ❶� ���� 年ᗘの⤒῭ぢ㏻し�͐ ͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

➨ �⠇ࠉ全国の⤒῭ぢ㏻しについて�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

➨ �⠇ࠉ୰㒊ᅪの⤒῭ぢ㏻しについて�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

➨ るᙳ㡪について�͐࠼୰㒊ᅪの家計にࡧよ࠾消費税率引上げと増税対策が全国ࠉ❶�

➨ � ⠇ࠉ����年��᭶の消費税率引上げをᕠる㆟ㄽ�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

➨ �⠇ࠉ全国の家計に࠼るᙳ㡪�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐

➨ �⠇ࠉ୰㒊ᅪの家計に࠼るᙳ㡪�͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐͐





ᆅᇦྡ 㒔㐨府県ྡ

ᮾᾏ 3県

㝣 3県

୰㒊 5県

୰㒊 9県
（୰㒊ᅪ）

ᒱ㜧県、ឡ▱県、୕㔜県

ᐩᒣ県、▼ᕝ県、⚟県

㛗㔝県、ᒱ㜧県、㟼ᒸ県、ឡ▱県、୕㔜県

ᐩᒣ県、▼ᕝ県、⚟県、㛗㔝県、ᒱ㜧県、㟼ᒸ県、ឡ▱県、୕㔜県、滋賀県

―�―

➨ �❶　୰㒊ᅪの����年の⤒῭ືྥ

ᮏ❶では、୰㒊ᅪの����年の⤒῭ື向について分ᯒࡍる。

➨ �⠇では、୰㒊ᅪのᬒẼື向について、୰㒊ᅪᬒẼື向ᣦᩘを⏝いてࡑの᥎⛣を☜

ㄆし、����年のᬒẼື向をᅇ㢳ࡍる。

➨ �⠇ではᾏእ⤒῭のື向と୰㒊ᅪ⤒῭、➨ �⠇では୰㒊ᅪのᴗື向、➨ �⠇では

୰㒊ᅪの家計ື向、➨ �⠇では୰㒊ᅪの㞠⏝ື向についてྲྀり上げる。

な࠾ここでは、下グのᆅᇦ༊分を᥇⏝している。



―�―

1   景気動向指数とは、様々な経済活動を代表し、かつ景気動向に敏感に反応するような複数の経済指標の動きを一つの指標として

統合したものである。公益財団法人中部圏社会経済研究所では、中部広域 9 県（富山、石川、福井、長野、岐阜、静岡、愛知、

三重、滋賀）は、全国の経済規模の 2 割弱を占め、かつ自動車産業をはじめとする製造業の集積地として全国の景気を引っ張る

エンジン役であり、その景気動向を的確かつ迅速にとらえる意義は非常に大きいとの認識の下、中部圏景気動向指数を開発し、

2017 年 1 月以降、毎月公表している。中部圏景気動向指数は、北陸 3 県、東海 3 県、中部 5 県、中部 9 県の 4 地域において作

成され、参考として、各県版景気動向指数も試算されている。
2   景気動向指数のうち、CI（コンポジット・インデックス）とは、構成指標の前月からの動きを合成することによって、景気変動

の大きさや勢いを測定する指標であり、先行指数、一致指数、遅行指数からなる。中部圏景気動向指数では、先行指数と一致指

数が作成されている。先行指数は景気に先行して動くため将来の景気の動きを予測する目的で利用され、一致指数は景気とほぼ

一致して動くため景気の現状把握に利用される。
3   DI（ディフュージョン・インデックス）とは、構成指標のうち、3か月前と比較して改善している指標の割合を算出することで、

景気の各経済部門への波及度を測定する指標である。月々の振れがあるものの、50を目安とし、景気拡張局面では50を上回り、

後退局面では下回る傾向がある。CIと同様、先行指数、一致指数、遅行指数からなり、中部圏景気動向指数では、先行指数と一

致指数が作成されている。

➨ �⠇　୰㒊ᅪのᬒẼືྥの推⛣

1．ᮾᾏ � 県

ᮾᾏ �県のᬒẼື向について、୰㒊ᅪ（ᮾᾏ �県）ᬒẼື向ᣦᩘ � を⏝いて☜ㄆࡍる。

�ると（ᅗ㸯ࡍ一⮴ᣦᩘの᥎⛣を☜ㄆ,&、ࡎࡲ 㸯� 㸯）�、����年は㧗Ỉ‽をಖࡕつつも

ᶓࡤいで᥎⛣したことがࢃる。≉に年のᚋ༙についてはఙࡧᝎࡔࢇ。����年 � ᭶の&,

一⮴ᣦᩘは�����、����年��᭶ࡽ�����大きく下ⴠした。ࡑのᚋは� ᭶ࡲでࡡࡴ࠾࠾上

᪼ᇶㄪで᥎⛣し、� ᭶には�����と����年୰のࢡ࣮ࣆをつけた。年ᚋ༙はఙࡧᝎࡳ、全

国的に⮬↛⅏ᐖがከⓎした �᭶ࡽ �᭶ࡲでは ࡸࡸた。��᭶にࡗ᭶㐃⥆の下ⴠとな�

ᣢࡕ┤したものの、��᭶と��᭶は下ⴠした。⤖ᯝ、��᭶は�����となり、�᭶と比較ࡍると、

ࢫࣛࣉ ��� ࢫࢼ࣐た、๓年��᭶との比較ではࡲ。たࡗࡲと小ᖜな上᪼にとࢺ࣏ࣥ

��� 。と下ⴠしているࢺ࣏ࣥ

&,ඛ⾜ᣦᩘについては、����年� ᭶は�����、一⮴ᣦᩘྠᵝ����年��᭶ࡽ�����大き

く下ⴠした。以㝆もఙࡧᝎࡔࢇが、� ᭶にࢫࣛࣉ���と�����にᛴ上᪼し����年୰の࣮ࣆ

�、しい上下ືを⧞り㏉し��᭶には�����となり⃭ࡸࡸ、のᚋはࡑ。をつけたࢡ ᭶と比

較ࡍると、ࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐と小ᖜながࡽ下ⴠࡍることとなࡗた。

ྠᵝに、',一⮴ᣦᩘ、',ඛ⾜ᣦᩘの᥎⛣を☜ㄆࡍると（ᅗ㸯� 㸯� 㸰）�、����年� ᭶

にはࢀࡒࢀࡑ����、����と一⮴ᣦᩘについては┠Ᏻになる��を上ᅇࡗていたものの、�

᭶と � ᭶には一⮴ᣦᩘ、ඛ⾜ᣦᩘともに��を下ᅇࡗた。� ᭶ࡽ � ᭶ࡲでは��を上ᅇる

ことがከくなり、≉に一⮴ᣦᩘについては � �。たࡗ᭶㐃⥆で��を上ᅇ ᭶以㝆はࡸࡸ

低ㄪとなり、≉にඛ⾜ᣦᩘは��᭶ࡲで � ��、しࡔて᥎⛣した。たࡗ᭶㐃⥆で��を下ᅇ

᭶には、一⮴ᣦᩘが����、ඛ⾜ᣦᩘが����となり、୧ᣦᩘとも��を上ᅇࡗた。



―�―
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(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

(2010=100)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 128.9 129.5 129.8 130.4 128.9 134.0 129.1 133.3 129.4 124.6 128.5 128.2
୍⮴ᣦᩘ 126.4 128.7 128.8 129.3 128.6 130.3 129.3 128.4 126.3 129.0 128.6 128.2

2018
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7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2017 2018

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 30.8 30.8 46.2 76.9 46.2 61.5 30.8 61.5 38.5 30.8 38.5 53.8
୍⮴ᣦᩘ 52.4 40.5 38.1 71.4 57.1 64.3 52.4 66.7 28.6 64.3 50.0 61.9

2018

ᅗ㸯－㸯－㸯�୰㒊ᅪ（ᮾᾏ3県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,

ᅗ㸯－㸯－㸰�୰㒊ᅪ（ᮾᾏ3県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸',
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4   中部圏景気動向指数では、景気の現状と先行きについて、それぞれ CI 一致指数と CI 先行指数の動きをあらかじめ決められた基

準にあてはめ、基調判断を定めている。基調判断には、①改善②足踏み③局面変化④悪化⑤下げ止まりがある。

以上のようなᬒẼື向ᣦᩘの᥎⛣ࡽᶵᲔ的にุ᩿さࢀるᇶㄪุ᩿（⾲㸯� 㸯� 㸯）

を☜ㄆࡍると�、ᬒẼの⌧≧については⥅⥆的な下ⴠᇶㄪがㄆめࢀࡽないことࡽ ����

年 � ᭶ࡽ��᭶ࡲでࠕᬒẼの⌧≧は、ᬒẼᣑᙇᒁ㠃に࠾いてᨵၿしているࠖのุ᩿を⥔

ᣢした。ྠุ᩿は����年 � ᭶以㝆��。ているࡗ᭶㐃⥆とな

ᬒẼのඛ⾜きについても、⌧≧とྠᵝ����年 � ᭶ࡽ��᭶ࡲでࠕᬒẼのඛ⾜きについ

ては、ᬒẼᣑᙇᒁ㠃に࠾いてᨵၿࡍることがぢ㎸ࢀࡲるࠖのุ᩿を⥔ᣢした。ྠุ᩿は

����年 � ᭶以㝆��᭶㐃⥆となࡗている。

最ᚋに、&,一⮴ᣦᩘのኚに対ࡍるྛ⤒῭分㔝のᐤᗘについて、����年の๓༙（���

᭶）とᚋ༙（� ᭶��� ᭶）に分けて☜ㄆࡍる（⾲㸯� 㸯� 㸰）。年๓༙は、&,一⮴ᣦᩘが

ࢫࢼ࣐消費㈈ฟⲴᣦᩘがஂ⪏、ࡕに下ⴠした。このうࡎࢃとࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐

ᐤࢫࢼ࣐た⏕⏘㠃、ᢞ㈨㠃もࡗた、����年ዲㄪであࡲ。たࡗのᐤとなࢺ࣏ࣥ����

となࡗた。⏕⏘ᣦ （ᩘ㖔ᕤᴗ）がࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐、ᢞ㈨㈈ฟⲴᣦᩘがࢫࢼ࣐����

、ている。一方ࡗᐤとなࢫࢼ࣐た。㞠⏝㠃では᭷ຠồேಸ率もࡗのᐤとなࢺ࣏ࣥ

ᡤᐃእປാ㛫（ㄪᰝ⏘ᴗ計）はࢺ࣏ࣥ����ࢫࣛࣉとࢫࣛࣉにᐤした。ⓒ㈌ᗑ࣭ ࣮ࢫ

。にᐤしているࢫࣛࣉ㈍㢠（᪤Ꮡᗑ）（๓年ྠ᭶比）も࣮ࣃ

����年ᚋ༙は、&,一⮴ᣦᩘはࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐と下ⴠした。㞠⏝㠃のࢫࢼ࣐ᐤ

が大きい。᭷ຠồேಸ率がࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐、ᡤᐃእປാ㛫（ㄪᰝ⏘ᴗ計）が

た。ᮾᾏࡗのᐤとなࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐ �県は全国的にもປാ㟂⤥の㐕㏕ᗘがᙉい

ᆅᇦであり、᭷ຠồேಸ率は㧗Ỉ‽にあるが、年ᚋ༙にࡸࡸఙࡧᝎࡔࢇことが、ࢼ࣐

つࡧ⤖しもṧᴗ㛫の増加にはࡎ㏕がᚲࡗࡦた、ປാ㟂⤥のࡲ。たࡗᐤのせᅉとなࢫ

一方、⏕⏘㠃、ᢞ㈨㠃は。ࡔࢇᝎࡧ年ᚋ༙のᡤᐃእປാ㛫（ㄪᰝ⏘ᴗ計）はఙ、ࡎ

年ᚋ༙ࡰᶓࡤいの᥎⛣となࡗた。全国的にኟሙከⓎした⮬↛⅏ᐖࡸ世⏺⤒῭のඛ⾜き

Ᏻឤは、ᮾᾏ �県の⏕⏘ࡸᢞ㈨の下ᢲしᅽຊとなࡗたと⪃ࢀࡽ࠼るが、࣮࢙ࢳࣛࣉࢧ

ࣥなもྵめた⡿国との⤖ࡧつきが全国的にぢてᙉいᮾᾏ �県の〇造ᴗは⡿国⤒῭のዲ

ㄪなに下ᨭ࠼さࢀたと⪃ࢀࡽ࠼る。消費㠃は年ᚋ༙に⦆ࡸながࡽもࡡࡴ࠾࠾ᅇഴ

向となり、ⓒ㈌ᗑ࣭࣮ࣃ࣮ࢫ㈍㢠（᪤Ꮡᗑ）（๓年ྠ᭶比）、⪏ஂ消費㈈ฟⲴᣦᩘとも

にࢫࣛࣉᐤとなࡗた。

たᮾᾏࢀさ࠼に下ᨭて、⡿国⤒῭のዲㄪなࡌ⥲ �県のᬒẼは����年ࡽ引き⥆き㧗

Ỉ‽を⥔ᣢし、ࡺるࡸにᨵၿしていたとゝ࠼る。
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2018年5᭶分
（2018年8᭶9᪥）

ุ᩿᭶
（බ⾲᪥）

2018年1᭶分
（2018年4᭶5᪥）

2018年2᭶分
（2018年5᭶11᪥）

2018年3᭶分
（2018年6᭶6᪥）

2018年4᭶分
（2018年7᭶5᪥）

2018年12᭶分
（2019年3᭶᪥）

2018年6᭶分
（2018年9᭶13᪥）

2018年7᭶分
（2018年10᭶12᪥）

2018年8᭶分
（2018年11᭶7᪥）

2018年9᭶分
（2018年12᭶5᪥）

2018年10᭶分
（2019年1᭶11᪥）

2018年11᭶分
（2019年2᭶6᪥）

年๓༙ 年ᚋ༙
-0.8 -2.1

ᐤᗘ ᐤᗘ

-0.83 0.10

0.23 0.58

-0.20 0.11

-0.33 -0.01

0.14 0.07

-0.22 -2.14

0.39 -0.82

（㞠⏝㠃）

　　有ຠồேಸ率

CI୍⮴ᣦᩘ ᕪ分
　（年๓༙䠖1-6᭶　年ᚋ༙7-12᭶）

ᣦᶆูのᐤᗘ

（消費㠃）

　　⪏ஂ消費㈈ฟⲴᣦᩘ

　　ⓒ㈌ᗑ・スー䝟ー㈍㢠(᪤Ꮡᗑ)(๓年ྠ᭶ẚ㻕

（ᢞ㈨㠃）

　　ᢞ㈨㈈ฟⲴᣦᩘ

（生⏘㠃）

　　生⏘ᣦᩘ(㖔ᕤᴗ㻕

　　生⏘㈈ฟⲴᣦᩘ

　　ᡤᐃእປാ㛫(ㄪᰝ⏘ᴗ計㻕

表㸯－㸯－㸯�ᇶ調ุ᩿（ᮾᾏ 3県）の推⛣

表㸯－㸯－㸰�&,୍⮴ᣦᩘ（ᮾᾏ 3県）のᐤᗘ分ゎ
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2.㝣 �県

㝣 �県のᬒẼື向について、୰㒊ᅪ（㝣 �県）のᬒẼື向ᣦᩘを⏝いて☜ㄆࡍる。

,&、ࡎࡲ 一⮴ᣦᩘの᥎⛣をぢると（ᅗ㸯� 㸯� 㸱）、����年๓༙は����年ᚋ༙ࡽのὶ

し、ᚋ༙はࡔる。たࢃを受けて下ⴠᇶㄪで᥎⛣したことがࢀ �᭶をᗏに上᪼ࡍるሙ㠃

もあࡗた。����年 � ᭶の&,一⮴ᣦᩘは�����、� ᭶にはࡲ�����で下ⴠしたが、�、��᭶に

はࡸࡸᣢࡕ┤し、��᭶には����年୰のࢡ࣮ࣆとなる�����をつけた。��᭶と��᭶は下ⴠし、

⤖ᯝ、��᭶は�����となり、� ᭶と比較ࡍると、ࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐と小ᖜながࡽ下ⴠ

している。

&,ඛ⾜ᣦᩘについては、����年 � ᭶は�����、以㝆は � ᭶にࢫࣛࣉ����とᛴ上᪼ࡍる

な⃭ࡸࡸしい上下ືもぢࢀࡽたが、なࡽしてぢࡰࡤࢀᶓࡤいの᥎⛣となࡗた。��᭶

には�����となり、�᭶と比較ࡍると、ࢺ࣏ࣥ���ࢫࣛࣉと小ᖜな上᪼にとࡗࡲた。

ྠᵝに、',一⮴ᣦᩘ、',ඛ⾜ᣦᩘの᥎⛣を☜ㄆࡍると（ᅗ㸯�㸯�㸲）、����年 � ᭶に

はࢀࡒࢀࡑ����、����とඛ⾜ᣦᩘは┠Ᏻになる��を上ᅇࡗたものの、一⮴ᣦᩘは �᭶ࡲ

で��を下ᅇࡗた。一⮴ᣦᩘについては � ᭶ࡽ � ᭶ࡲで��を上ᅇࡗたものの、� ᭶と �

᭶はࡧ下ᅇり、� ᭶ࡽ��᭶ࡲでࡲた上ᅇるというたࡕで上下ືを⧞り㏉ࡍᏳᐃ

なືきとなࡗた。ඛ⾜ᣦᩘも年๓༙は��を上ᅇることがከࡗたが、� ᭶以㝆は上下ື

を⧞り㏉した。��᭶には、一⮴ᣦᩘは����、ඛ⾜ᣦᩘは����となࡗた。
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(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

(2010=100)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 147.9 140.0 155.6 148.5 142.6 143.9 144.8 142.0 141.8 152.3 145.7 149.2
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2018
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2017 2018

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 58.3 25.0 58.3 58.3 58.3 20.8 41.7 75.0 41.7 62.5 50.0 83.3
୍⮴ᣦᩘ 38.1 42.9 35.7 71.4 81.0 57.1 38.1 38.1 57.1 59.5 59.5 50.0

2018

ᅗ㸯－㸯－３�୰㒊ᅪ（㝣 3県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,

ᅗ㸯－㸯－㸲�୰㒊ᅪ（㝣 3県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸',
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5  「景気拡張の動きが足踏み」という基調判断は、景気が拡張局面にある中でおおむね横ばいの動きとなっていることを意味する。
6  「下方へと局面変化」という基調判断は、景気のピークをすでに過ぎている可能性が高いこと意味する。

以上のようなᬒẼື向ᣦᩘの᥎⛣ࡽᶵᲔ的にุ᩿さࢀるᇶㄪุ᩿（⾲㸯� 㸯� 㸱）

を☜ㄆࡍると、ᬒẼの⌧≧については �᭶ࡽ �᭶ࡲでࠕᬒẼの⌧≧は、ᬒẼᣑᙇのື

きが㊊㋃ࡳしているࠖを⥔ᣢした �。ྠุ᩿は����年��᭶以㝆��᭶㐃⥆となࡗていた。

� ᭶には下ⴠᇶㄪがはࡗきりしたことุ᩿ࡽをࠕᬒẼの⌧≧は、下方とᒁ㠃ኚし

ているࠖと下方ᨵᐃした 6。以㝆、��᭶ࡲで � とᒁᬒẼの⌧≧は、下方ࠕ᭶㐃⥆で

㠃ኚしているࠖのุ᩿をᤣ࠼⨨いた。

な࠾、ᬒẼのඛ⾜きについては、⌧≧のุ᩿とྠࢢ࣑ࣥࢱࡌで �᭶にุ᩿をࠕᬒẼ

のඛ⾜きについては、引き⥆き下方のᒁ㠃ኚがぢ㎸ࢀࡲるࠖと下方ᨵᐃし、以㝆

��᭶ࡲで 。いた⨨࠼᭶㐃⥆でྠุ᩿をᤣ�

最ᚋに、&, 一⮴ᣦᩘのኚに対ࡍるྛ⤒῭分㔝のᐤᗘについて、����年の๓༙（���

� ᭶）とᚋ༙（�᭶���᭶）に分けて☜ㄆࡍる（⾲㸯�㸯�㸲）。年๓༙は、&,一⮴ᣦᩘが

けるᬒẼのㄪᩚᒁ㠃ධり࠾୰国に、ࡕと大きく下ⴠした。このうࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐

と㌶を一にして ����年ᚋ༙ࡽఙࡧᝎࢇでいた⏕⏘㠃、ᢞ㈨㠃はࢫࢼ࣐ᐤとなࡗ

た。この㛫、㟁Ꮚ㒊ရ࣭ࢫࣂࢹᕤᴗが低㏞していた。⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）、⏕⏘㈈ฟ

Ⲵᣦᩘがࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐、ࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐、ᢞ㈨㈈ฟⲴᣦᩘがࢫࢼ࣐����

大ࡸࡸとࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐た、⪏ஂ消費㈈ฟⲴᣦᩘがࡲ。たࡗのᐤとなࢺ࣏ࣥ

きなࢫࢼ࣐ᐤとなࡗた。᭷ຠồேಸ率もࢺ࣏ࣥ����とࢫࢼ࣐にᐤした。一方、

ⓒ㈌ᗑ࣭ にᐤした。ᡤᐃእປാ㛫（ㄪࢫࣛࣉ㈍㢠（᪤Ꮡᗑ）（๓年ྠ᭶比）は࣮ࣃ࣮ࢫ

ᰝ⏘ᴗ計）もࢫࣛࣉにᐤしている。

����年ᚋ༙も、&,一⮴ᣦᩘはࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐と引き⥆き下ⴠした。⏕⏘㠃はᅇ

したものの、⡿୰㈠᫆ᡓதを⫼ᬒに世⏺⤒῭のඛ⾜きᏳឤが増加し、୰国⤒῭のῶ

㏿が᫂ࡽとなࡗたこともあり、ᅇのໃいはᙅいものとなࡗた。⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）、

⏕⏘㈈ฟⲴᣦᩘがࢺ࣏ࣥ����ࢫࣛࣉ、ࢺ࣏ࣥ����ࢫࣛࣉのᐤとなࡗた。㞠⏝㠃は

引き⥆きࢫࢼ࣐ᐤとなり、᭷ຠồேಸ率がࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐、ᡤᐃእປാ㛫

（ㄪᰝ⏘ᴗ計）がࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐のᐤとなࡗた。㝣 � 県は全国的にもປാ㟂

⤥の㐕㏕ᗘがᙉいᆅᇦであり、᭷ຠồேಸ率は㧗Ỉ‽にあるが、年ᚋ༙にࡸࡸఙࡧᝎࢇ

しもṧᴗ㛫ࡎ㏕がᚲࡗࡦた、ປാ㟂⤥のࡲ。たࡗᐤのせᅉとなࢫࢼ࣐、ことがࡔ

の増加には⤖ࡧつࡎ、年ᚋ༙のᡤᐃእປാ㛫（ㄪᰝ⏘ᴗ計）はఙࡧᝎࡔࢇ。ᐩᒣ県、

▼ᕝ県でᡤᐃእປാ㛫がࢡ࣮ࣆを㐣ࡂているྍ⬟性がある。

向け㍺ฟ割合が大きい㝣ࢪて、୰国、㡑国なࡌ⥲ �県のᬒẼは����年ᚋ༙

。る࠼たとゝࢀࡽの୰国⤒῭のື向と㌶を一にして����年୰はῶ㏿ឤがぢࡽ
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3.୰㒊 �県

୰㒊 � 県のᬒẼື向について、୰㒊ᅪ（୰㒊 � 県）ᬒẼື向ᣦᩘを⏝いて☜ㄆࡍる。

�ると（ᅗ㸯ࡍ一⮴ᣦᩘの᥎⛣を☜ㄆ,&、ࡎࡲ 㸯� 㸳）、����年は㧗Ỉ‽をಖࡕつつも

ᶓࡤいで᥎⛣したことがࢃる。≉に年のᚋ༙についてはఙࡧᝎࡔࢇ。����年 � ᭶の

&,一⮴ᣦᩘは �����、����年��᭶ࡽ�����大きく下ⴠした。ࡑのᚋは � ᭶ࡲでࡴ࠾࠾

�、上᪼ᇶㄪで᥎⛣しࡡ ᭶には�����と����年୰のࢡ࣮ࣆをつけた。年ᚋ༙はఙࡧᝎࡳ、

全国的に⮬↛⅏ᐖがከⓎした �᭶ࡽ �᭶ࡲでは ࡸのᚋࡑ。たࡗ᭶㐃⥆の下ⴠとな�

�、ᯝ、��᭶は�����となり⤖、ࡎࡽしたものの、大ᖜなᨵၿとはな┤ࡕᣢࡸ ᭶と比較

た、๓年��᭶との比較ではࡲ。たࡗࡲと小ᖜな上᪼にとࢺ࣏ࣥ���ࢫࣛࣉ、るとࡍ

。と下ⴠしているࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐

&,ඛ⾜ᣦᩘについては、����年 � ᭶は�����、一⮴ᣦᩘྠᵝ����年��᭶ࡽ�����大

きく下ⴠした。以㝆、小ᖜながࡽ上᪼し �᭶には�����と����年୰のࢡ࣮ࣆをつけたが、

���ࢫࢼ࣐、るとࡍた。��᭶には�����となり、�᭶と比較ࡗのᚋは下ⴠᇶㄪとなࡑ ࣏

。たࡗることとなࡍと下ⴠࢺࣥ

ྠᵝに、',一⮴ᣦᩘ、',ඛ⾜ᣦᩘの᥎⛣を☜ㄆࡍると（ᅗ㸯�㸯�㸴）、����年 � ᭶に

はࢀࡒࢀࡑ����、����とともに┠Ᏻとなる��を下ᅇり、以㝆 �᭶と �᭶も��を下ᅇࡗて

᥎⛣した。ࡑのᚋ、一⮴ᣦᩘは � ᭶ࡽ � ᭶ࡲで � �、たもののࡗ᭶㐃⥆で��を上ᅇ

᭶以㝆はࡸࡸ低ㄪとなࡗた。ඛ⾜ᣦᩘは��を下ᅇることがከく、� ᭶ࡽ��᭶ࡲで � 

᭶㐃⥆で��を下ᅇࡗて᥎⛣した。��᭶には、一⮴ᣦᩘが����、ඛ⾜ᣦᩘが����となり、

୧ᣦᩘとも��を上ᅇࡗた。
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ᅗ㸯－㸯－㸳�୰㒊ᅪ（୰㒊 5県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,

ᅗ㸯－㸯－㸴�୰㒊ᅪ（୰㒊 5県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸',
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以上のようなᬒẼື向ᣦᩘの᥎⛣ࡽᶵᲔ的にุ᩿さࢀるᇶㄪุ᩿（⾲㸯� 㸯� 㸳）

を☜ㄆࡍると、ᬒẼの⌧≧については⥅⥆的な下ⴠᇶㄪがㄆめࢀࡽないことࡽ����

年 � ᭶ࡽ��᭶ࡲでࠕᬒẼの⌧≧は、ᬒẼᣑᙇᒁ㠃に࠾いてᨵၿしているࠖのุ᩿を⥔

ᣢした。ྠุ᩿は����年 � ᭶以㝆��。ているࡗ᭶㐃⥆とな

な࠾、ᬒẼのඛ⾜きについては、����年 � ᭶ࡽ �᭶ࡲでࠕᬒẼのඛ⾜きについては、

ᬒẼᣑᙇᒁ㠃に࠾いてᨵၿࡍることがぢ㎸ࢀࡲるࠖのุ᩿を⥔ᣢしたものの、� ᭶にඛ

⾜ᣦᩘの㊊㋃ࡳが☜ㄆさࢀたことࠕࡽᬒẼのඛ⾜きについては、ᬒẼᣑᙇのືきが㊊

㋃ࡍࡳることがぢ㎸ࢀࡲるࠖと下方ᨵᐃし、以㝆��᭶ࡲで ⨨࠼᭶㐃⥆でྠุ᩿をᤣ�

いた。

最ᚋに、&,一⮴ᣦᩘのኚに対ࡍるྛ⤒῭分㔝のᐤᗘについて、����年の๓༙（���

� ᭶）とᚋ༙（� ᭶���᭶）に分けて☜ㄆࡍる（⾲㸯� 㸯� 㸴）。年๓༙は、&,一⮴ᣦᩘ

がࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐と下ⴠした。このうࡕ、����年ዲㄪであࡗた⏕⏘㠃、ᢞ㈨㠃は

、ࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐た。⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）、⏕⏘㈈ฟⲴᣦᩘがࡗᐤとなࢫࢼ࣐

⏝た。㞠ࡗのᐤとなࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐ᢞ㈨㈈ฟⲴᣦᩘが、ࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐

㠃では᭷ຠồேಸ率もࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐とࢫࢼ࣐ᐤとなࡗている。一方、消費

㠃でⓒ㈌ᗑ࣭࣮ࣃ࣮ࢫ㈍㢠（᪤Ꮡᗑ）（๓年ྠ᭶比）はࢫࣛࣉ����ࢫࣛࣉとࢺ࣏ࣥ

にᐤしている。

����年ᚋ༙は、&, 一⮴ᣦᩘはࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐と下ⴠした。㞠⏝㠃のࢫࢼ࣐ᐤ

が大きい。᭷ຠồேಸ率がࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐、ᡤᐃእປാ㛫（ㄪᰝ⏘ᴗ計）が

た。୰㒊ࡗのᐤとなࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐ �県は全国的にもປാ㟂⤥の㐕㏕ᗘがᙉい

ᆅᇦであり、᭷ຠồேಸ率は㧗Ỉ‽にあるが、年ᚋ༙にࡸࡸఙࡧᝎࡔࢇことが、ࢼ࣐

つࡧ⤖しもṧᴗ㛫の増加にはࡎ㏕がᚲࡗࡦた、ປാ㟂⤥のࡲ。たࡗᐤのせᅉとなࢫ

一方、⏕⏘㠃、ᢞ㈨㠃は。ࡔࢇᝎࡧ年ᚋ༙のᡤᐃእປാ㛫（ㄪᰝ⏘ᴗ計）はఙ、ࡎ

年ᚋ༙ࡰᶓࡤいの᥎⛣となࡗた。全国的にኟሙከⓎした⮬↛⅏ᐖࡸ世⏺⤒῭のඛ⾜き

Ᏻឤは、୰㒊 �県の⏕⏘ࡸᢞ㈨の下ᢲしᅽຊとなࡗたと⪃ࢀࡽ࠼るが、࣮࢙ࢳࣛࣉࢧ

ࣥなもྵめた⡿国との⤖ࡧつきが全国的にぢてᙉい୰㒊 �県の〇造ᴗは⡿国⤒῭のዲ

ㄪなに下ᨭ࠼さࢀたと⪃ࢀࡽ࠼る。消費㠃は年ᚋ༙に⦆ࡸながࡽもࡡࡴ࠾࠾ᅇഴ

向となり、ⓒ㈌ᗑ࣭࣮ࣃ࣮ࢫ㈍㢠（᪤Ꮡᗑ）（๓年ྠ᭶比）はࢺ࣏ࣥ����ࢫࣛࣉと

。たࡗᐤとなࢫࣛࣉ

た୰㒊ࢀさ࠼に下ᨭて、⡿国⤒῭のዲㄪなࡌ⥲ �県のᬒẼは����年ࡽ引き⥆き㧗

Ỉ‽を⥔ᣢし、ࡺるࡸにᨵၿしていたとゝ࠼る。
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4.୰㒊 �県

୰㒊 � 県のᬒẼື向について、୰㒊ᅪ（୰㒊 � 県）ᬒẼື向ᣦᩘを⏝いて☜ㄆࡍる。

つつもᶓࡕると（ᅗ㸯�㸯�㸵）、����年は㧗Ỉ‽をಖࡍ一⮴ᣦᩘの᥎⛣を☜ㄆ,&、ࡎࡲ

����年。ࡔࢇᝎࡧる。≉に年のᚋ༙についてはఙࢃいで᥎⛣したことがࡤ � ᭶の &,

一⮴ᣦᩘは�����、����年��᭶���のᚋはࡑ。大きく下ⴠしたࡽ�� � �᭶㐃⥆で上᪼

し、� ᭶には�����と����年୰のࢡ࣮ࣆをつけた。年ᚋ༙はఙࡧᝎࡳ、全国的に⮬↛⅏

ᐖがከⓎした �᭶ࡽ �᭶ࡲでは したも┤ࡕᣢࡸࡸた。��᭶にࡗ᭶㐃⥆の下ⴠとな�

のの、��᭶と��᭶は下ⴠした。⤖ᯝ、��᭶は�����となり、� ᭶と比較ࡍると、ࢼ࣐

���ࢫ 。下ⴠしているࡽと小ᖜながࢺ࣏ࣥ

&, ඛ⾜ᣦᩘについては、����年 � ᭶は�����、一⮴ᣦᩘྠᵝ����年��᭶ࡽ�����大

きく下ⴠした。� ᭶以㝆も⃭ࡸࡸしい上下ືを⧞り㏉しながࡽ � ᭶ࡲで下ⴠᇶㄪで᥎⛣

した。��᭶以㝆ࡸࡸᣢࡕ┤したものの、大ᖜなᨵၿとはなࡎࡽ、��᭶には�����となり、

�᭶と比較ࡍると、ࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐と下ⴠࡍることとなࡗた。

ྠᵝに、',一⮴ᣦᩘ、',ඛ⾜ᣦᩘの᥎⛣を☜ㄆࡍると（ᅗ㸯�㸯�㸶）、����年 � ᭶に

はࢀࡒࢀࡑ����、����とともに┠Ᏻとなる��を下ᅇり、一⮴ᣦᩘについては �᭶と �᭶

も下ᅇࡗて᥎⛣した。ࡑのᚋ、一⮴ᣦᩘは �᭶ࡽ �᭶ࡲで たࡗ᭶㐃⥆で��を上ᅇ�

ものの、� ᭶以㝆は��を下ᅇることもከくなࡗた。ඛ⾜ᣦᩘも��を下ᅇることがከࡗ

たが、年ᚋ༙ࡽ上᪼ᇶㄪとなり��᭶には��を上ᅇࡗた。��᭶には、一⮴ᣦᩘが����、

ඛ⾜ᣦᩘが����となり、୧ᣦᩘとも��を上ᅇࡗた。
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ᅗ㸯－㸯－㸵�୰㒊ᅪ（୰㒊 9県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,

ᅗ㸯－㸯－㸶�୰㒊ᅪ（୰㒊 9県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸',
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以上のようなᬒẼື向ᣦᩘの᥎⛣ࡽᶵᲔ的にุ᩿さࢀるᇶㄪุ᩿（⾲㸯� 㸯� 㸵）

を☜ㄆࡍると、ᬒẼの⌧≧については⥅⥆的な下ⴠᇶㄪがㄆめࢀࡽないことࡽ����

年 � ᭶ࡽ��᭶ࡲでࠕᬒẼの⌧≧は、ᬒẼᣑᙇᒁ㠃に࠾いてᨵၿしているࠖのุ᩿を⥔

ᣢした。ྠุ᩿は����年 � ᭶以㝆��。ているࡗ᭶㐃⥆とな

な࠾、ᬒẼのඛ⾜きについては、����年 � ᭶ࡽ �᭶ࡲでࠕᬒẼのඛ⾜きについては、

ᬒẼᣑᙇᒁ㠃に࠾いてᨵၿࡍることがぢ㎸ࢀࡲるࠖのุ᩿を⥔ᣢしたものの、� ᭶にඛ

⾜ᣦᩘの㊊㋃ࡳが☜ㄆさࢀたことࠕࡽᬒẼのඛ⾜きについては、ᬒẼᣑᙇのືきが㊊

㋃ࡍࡳることがぢ㎸ࢀࡲるࠖと下方ᨵᐃし、以㝆��᭶ࡲで ⨨࠼᭶㐃⥆でྠุ᩿をᤣ�

いた。

最ᚋに、&,一⮴ᣦᩘのኚに対ࡍるྛ⤒῭分㔝のᐤᗘについて、����年の๓༙（���

᭶）とᚋ༙（� ᭶ ���᭶）に分けて☜ㄆࡍる（⾲㸯� 㸯� 㸶）。年๓༙は、&,一⮴ᣦᩘが

࣐た⏕⏘㠃、ᢞ㈨㠃はࡗ����年ዲㄪであ、ࡕと下ⴠした。このうࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐

、ࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐た。⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）、⏕⏘㈈ฟⲴᣦᩘがࡗᐤとなࢫࢼ

⏝た。㞠ࡗのᐤとなࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐ᢞ㈨㈈ฟⲴᣦᩘが、ࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐

㠃では᭷ຠồேಸ率もࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐とࢫࢼ࣐ᐤとなࡗている。一方、ᡤᐃ

እປാ㛫（ㄪᰝ⏘ᴗ計）はࢫࣛࣉにᐤした。ⓒ㈌ᗑ࣭ ㈍㢠（᪤Ꮡᗑ）（๓࣮ࣃ࣮ࢫ

年ྠ᭶比）もࢫࣛࣉにᐤしている。

����年ᚋ༙は、&,一⮴ᣦᩘはࢺ࣏ࣥ���ࢫࢼ࣐と下ⴠした。㞠⏝㠃のࢫࢼ࣐ᐤ

が大きい。᭷ຠồேಸ率がࢺ࣏ࣥ����ࢫࢼ࣐、ᡤᐃእປാ㛫（ㄪᰝ⏘ᴗ計）が

���ࢫࢼ࣐�た。୰㒊ᅪは全国的にもປാ㟂⤥の㐕㏕ᗘがᙉいᆅࡗのᐤとなࢺ࣏ࣥ

ᇦであり、᭷ຠồேಸ率は㧗Ỉ‽にあるが、年ᚋ༙にࡸࡸఙࡧᝎࡔࢇことが、ࢫࢼ࣐

ᐤのせᅉとなࡗた。ࡲた、ປാ㟂⤥のࡗࡦ㏕がᚲࡎしもṧᴗ㛫の増加には⤖ࡧつ

一方、⏕⏘㠃、ᢞ㈨㠃は年。ࡔࢇᝎࡧ年ᚋ༙のᡤᐃእປാ㛫（ㄪᰝ⏘ᴗ計）はఙ、ࡎ

ᚋ༙ࡰᶓࡤいの᥎⛣となࡗた。全国的にኟሙከⓎした⮬↛⅏ᐖࡸ世⏺⤒῭のඛ⾜き

Ᏻឤは、୰㒊ᅪの⏕⏘ࡸᢞ㈨の下ᢲしᅽຊとなࡗたと⪃ࢀࡽ࠼るが、࣮࢙ࣥࢳࣛࣉࢧ

なもྵめた⡿国との⤖ࡧつきが全国的にぢてᙉい୰㒊ᅪの〇造ᴗは⡿国⤒῭のዲㄪ

なに下ᨭ࠼さࢀたと⪃ࢀࡽ࠼る。消費㠃は年ᚋ༙に⦆ࡸながࡽもࡡࡴ࠾࠾ᅇഴ向

となり、⪏ஂ消費㈈ฟⲴᣦᩘ、ⓒ㈌ᗑ࣭࣮ࣃ࣮ࢫ㈍㢠（᪤Ꮡᗑ）（๓年ྠ᭶比）はࣉ

。たࡗᐤとなࢫࣛࣉとࢺ࣏ࣥ����ࢫࣛࣉ、ࢺ࣏ࣥ����ࢫࣛ

た୰㒊ࢀさ࠼に下ᨭて、⡿国⤒῭のዲㄪなࡌ⥲ �県のᬒẼは����年ࡽ引き⥆き㧗

Ỉ‽を⥔ᣢし、ࡺるࡸにᨵၿしていたとゝ࠼る。
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（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 

表㸯－㸯－㸶�&,୍⮴ᣦᩘ（୰㒊 9県）のᐤᗘ分ゎ

 

（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 

 

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

ඛ行 （ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

-1.7 -2.2

-0.17 0.29

0.14 0.19

-0.13 -0.01

-0.61 0.23

-0.48 0.17

-0.67 -2.07

0.15 -0.99

（ ）

୍⮴ᣦᩘ
（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

表㸯－㸯－㸵�ᇶ調ุ᩿（୰㒊 9県）の推⛣
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（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 

 

 
（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 

100
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115

120

125

110

115

120

125

130

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2017 2018

(2010=100)(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 109.3 104.2 116.1 110.0 103.7 106.3 107.6 105.4 108.0 114.2 110.5 111.4
୍⮴ᣦᩘ 116.8 121.9 119.7 121.6 120.1 120.2 118.8 116.8 117.4 117.0 113.0 112.8

2018

115

125

135

145

155

125

135

145

155

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2017 2018

(2010=100)(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 140.1 134.6 136.4 134.5 133.0 131.2 131.9 130.1 132.0 139.5 136.8 136.7
୍⮴ᣦᩘ 135.0 130.9 134.9 133.4 130.2 131.3 129.9 125.8 135.4 140.1 142.8 139.4

2018

ཧ⪃　ྛ県∧ᬒẼືྥᣦᩘの推⛣

ᅗ㸯－㸯－９�୰㒊ᅪ（ᐩᒣ県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,

ᅗ㸯－㸯－㸯㸮�୰㒊ᅪ（▼ᕝ県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,
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（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 

 

 
（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 

 

120
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160

120

125

130

135

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2017 2018

(2010=100)(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 140.8 132.5 148.1 140.0 138.7 136.9 136.9 135.0 142.1 147.7 146.8 143.4
୍⮴ᣦᩘ 127.8 123.7 125.5 128.5 128.9 127.8 129.1 127.3 124.7 128.4 123.8 123.0

2018

105

115

125

135

120

125

130

135

140

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2017 2018

(2010=100)(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 120.9 121.0 126.7 125.7 121.7 124.3 121.7 125.7 116.3 118.7 123.9 120.7
୍⮴ᣦᩘ 132.9 132.1 133.3 136.0 133.6 132.2 128.6 129.7 128.3 127.5 125.0 129.3

2018

ᅗ㸯－㸯－㸯㸯�୰㒊ᅪ（⚟県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,

ᅗ㸯－㸯－㸯㸰�୰㒊ᅪ（㛗㔝県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,
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（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 

 

 
（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 
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140
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130

135

140

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2017 2018

(2010=100)(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 126.1 126.2 128.4 127.2 125.3 130.1 125.8 128.2 123.2 119.8 124.3 120.4
୍⮴ᣦᩘ 126.4 127.5 128.5 129.2 129.6 131.7 130.5 129.2 127.0 128.9 127.3 128.8

2018

105

115

125

135

110

115

120

125

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2017 2018

(2010=100)(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 119.4 119.2 115.9 119.1 116.2 114.5 115.2 112.7 107.0 108.0 111.6 106.1
୍⮴ᣦᩘ 115.2 116.7 117.1 116.9 116.6 118.9 117.2 117.0 116.2 116.0 115.5 115.1

2018

ᅗ㸯－㸯－㸯３�୰㒊ᅪ（ᒱ㜧県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,

ᅗ㸯－㸯－㸯㸲�୰㒊ᅪ（㟼ᒸ県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,
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（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 

 

 
（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 
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2017 2018

(2010=100)(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 121.6 122.3 122.4 124.4 122.0 125.1 123.2 127.4 121.6 121.1 125.2 123.8
୍⮴ᣦᩘ 128.5 131.8 131.5 132.6 130.2 131.1 128.7 131.0 128.6 130.2 128.2 129.3

2018
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150

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2017 2018

(2010=100)(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 137.1 136.8 136.4 138.1 134.8 141.0 137.6 139.9 133.8 130.2 136.1 132.7
୍⮴ᣦᩘ 136.3 139.0 138.5 137.8 137.3 140.0 141.1 134.9 133.0 138.7 142.6 136.5

2018

ᅗ㸯－㸯－㸯㸳�୰㒊ᅪ（ឡ▱県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,

ᅗ㸯－㸯－㸯㸴�୰㒊ᅪ（୕㔜県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,
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（ฟᡤ）ᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊ᅪのᬒẼື向࣭ᬒẼື向ᣦᩘࠖ 
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(2010=100)(2010=100)

୍⮴ᣦᩘ

ඛ行ᣦᩘ（ྑ㍈）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
ඛ行ᣦᩘ 138.0 137.0 140.6 133.7 133.6 136.6 132.8 134.5 128.7 133.2 135.7 130.9
୍⮴ᣦᩘ 116.8 118.2 122.2 118.5 116.0 117.2 116.0 117.7 118.1 121.9 116.3 113.9

2018

ᅗ㸯－㸯－㸯㸵�୰㒊ᅪ（滋賀県）ᬒẼືྥᣦᩘ㸸&,
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7   米中貿易戦争の中期的な経済的帰結に関する試算は当財団「中部社研 経済レポート No.19」（http://www.criser.jp/bunnseki/

documents/19_report_beichuboueki_2018.10.18.pdf）を参照。
8  中国の PMI には、国家統計局の公表以外に、財新 /マークイットが共同調査により独自に公表しているものがある。

➨ �⠇　ᾏእ⤒῭のືྥと୰㒊ᅪ⤒῭

1. 海外経済
ここでは、����年のᾏእ⤒῭のື向について、≉に୰㒊ᅪ⤒῭と㛵ಀ性の῝い⡿国と

୰国の⤒῭ᡂ㛗率、ᬒẼື向により☜ㄆࡍる。����年のᾏእ⤒῭は大ᆺῶ税、歳ฟ増に

ᨭࢀࡽ࠼た⡿国がዲㄪを⥔ᣢࡍる一方で、⡿୰㈠᫆ᡓதなを⫼ᬒに世⏺⤒῭のඛ⾜き

Ᏻឤが増大し、୰国⤒῭のῶ㏿が᫂ࡽとなࡗた。୰国は����年୰にはᬒẼᚠ⎔のㄪ

ᩚᒁ㠃にධりつつあࡗたとぢࢀࡽるが、����年以㝆、⡿୰㈠᫆ᡓதࡽ相に㏣加㛵税

の引き上げがᐇさࢀると、ᚎࠎにῶ㏿のᗘ合いを大きくしていࡗた �。ᮾᾏᆅᇦを୰

ᚰに୰㒊ᅪのᬒẼが㧗Ỉ‽を⥔ᣢした⫼ᬒには⡿国⤒῭のዲㄪがあࡗたと⪃ࢀࡽ࠼る。

一方、୰国⤒῭のῶ㏿は୰国、㡑国なࢪ向け㍺ฟ割合が大きい㝣ᆅᇦの⤒῭を

下ᢲしし、ᬒẼの方向性を下向きに㌿さࡏたྍ⬟性がある。

ᅗ㸯� 㸰� 㸯は⡿国と୰国の⤒῭ᡂ㛗率を♧している。����年 ��� ᭶ᮇは、ࢀࡒࢀࡑ

���㸣、���㸣とࡸࡸ低めのᡂ㛗率であࡗたが、��� ᭶ᮇには���㸣、���㸣とᅇした。

㏿る一方、୰国は����年と比較してῶࡍのᚋは⡿国が���㸣๓ᚋの㧗いᡂ㛗率を⥔ᣢࡑ

した。����年����� ᭶ᮇのᡂ㛗率は、ࢀࡒࢀࡑ���㸣、���㸣であࡗた。

ᅗ㸯� 㸰� 㸰は⡿国と୰国のᬒἣឤをあࡍࢃࡽ௦⾲的なᣦᶆである⡿౪⤥⟶⌮༠

（,60）〇造ᴗᬒἣᣦᩘと୰国国家⤫計ᒁ〇造ᴗ㉎㈙担ᙜ⪅ᣦᩘ（30,）� の᥎⛣を♧して
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➨ 2 ⠇ ᾏእ⤒῭のືྥと୰㒊ᅪ⤒῭  
1 .  ᾏእ⤒῭  

ここでは、 2 0 1 8 年のᾏእ⤒῭のື向について、≉に୰㒊ᅪ⤒῭と㛵ಀ性の῝い⡿国

と୰国の⤒῭ᡂ㛗率、ᬒẼື向により☜ㄆࡍる。 2 0 1 8 年のᾏእ⤒῭は大ᆺῶ税、歳ฟ

増にᨭࢀࡽ࠼た⡿国がዲㄪを⥔ᣢࡍる一方で、⡿୰㈠᫆ᡓதなを⫼ᬒに世⏺⤒῭のඛ

⾜きᏳឤが増大し、୰国⤒῭のῶ㏿が᫂ࡽとなࡗた。୰国は 2 0 1 7 年୰にはᬒẼᚠ

⎔のㄪᩚᒁ㠃にධりつつあࡗたとぢࢀࡽるが、 2 0 1 8 年以㝆、⡿୰㈠᫆ᡓதࡽ相に

㏣加㛵税の引き上げがᐇさࢀると、ᚎࠎにῶ㏿のᗘ合いを大きくしていࡗた 7 。ᮾᾏ

ᆅᇦを୰ᚰに୰㒊ᅪのᬒẼが㧗Ỉ‽を⥔ᣢした⫼ᬒには⡿国⤒῭のዲㄪがあࡗたと⪃

向け㍺ฟ割合が大きい㝣ᆅࢪる。一方、୰国⤒῭のῶ㏿は୰国、㡑国なࢀࡽ࠼

ᇦの⤒῭を下ᢲしし、ᬒẼの方向性を下向きに㌿さࡏたྍ⬟性がある。 
ᅗ㸯㸫㸰㸫㸯は⡿国と୰国の⤒῭ᡂ㛗率を♧している。 2 0 1 8 年㸯㸫㸱᭶ᮇは、ࢀࡑ

ࢀࡒ 2 . 2 % 、6 . 1 % とࡸࡸ低めのᡂ㛗率であࡗたが、㸲㸫㸴᭶ᮇには 4. 2 % 、7 . 0 % とᅇし

た。ࡑのᚋは⡿国が 3. 0 % ๓ᚋの㧗いᡂ㛗率を⥔ᣢࡍる一方、୰国は 2 0 1 7 年と比較して

ῶ㏿した。 2 0 1 8 年 1 0 㸫1 2 ᭶ᮇのᡂ㛗率は、ࢀࡒࢀࡑ 2 . 6 % % 、 6 . 1 % であࡗた。 
ᅗ㸯㸫㸰㸫㸰は⡿国と୰国のᬒἣឤをあࡍࢃࡽ௦⾲的なᣦᶆである⡿౪⤥⟶⌮༠

（ I S M ）〇造ᴗᬒἣᣦᩘと୰国国家⤫計ᒁ〇造ᴗ㉎㈙担ᙜ⪅ᣦᩘ（ P M I ）8の᥎⛣を♧し 
 

 

（ฟᡤ）࣓࢝ࣜ合⾗国ၟົ┬⤒῭分ᯒᒁ 
୰国国家⤫計ᒁ（たࡔし、๓ᮇ比（Ꮨ⠇ㄪᩚ῭）の年率⟬はෆ㛶府ࠕ᭶⤒῭ሗ࿌ࠖによる） 

                                                      
7  ⡿୰㈠᫆ᡓதの୰ᮇ的な⤒῭的ᖐ⤖に㛵ࡍるヨ⟬はᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊♫◊ ⤒῭ࣞࢺ࣮࣏ N o . 1 9ࠖ
（ h t t p : / / w w w . c r i s e r . j p / b u n n s e k i / d o c u m e n t s / 1 9_ r e p o r t _ b e i c h u b o u e k i _ 2 0 1 8. 1 0 . 1 8. p d f ）をཧ↷。 
8 ୰国の P M I には、国家⤫計ᒁのබ⾲以እに、㈈᪂㸭ࢺࢵࢡ࣮࣐がඹྠㄪᰝにより⊂⮬にබ⾲しているものがある。 
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9   2019年 1 月分においてさらに「足踏み」から「下方への局面変化」に基調判断が下方改定された。詳細は内閣府ホームページ

（https://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/di/di.html）を参照。

いる。����年は⡿国が┠Ᏻとなる��を大きく上ᅇるỈ‽を⥔ᣢした一方、୰国は年ᚋ༙

��な下ⴠᇶㄪとなり、��᭶にはࡽ᫂ࡽ��と��を下ᅇࡗた。

ෆ㛶府がබ⾲している全国のᬒẼື向ᣦᩘによるᇶㄪุ᩿が����年 � ᭶分に࠾いて

た一方でࡗに下方ᨵᐃとなࠖࡳ㊊㋃ࠕࡽᨵၿࠖࠕ �、上㏙のと࠾りᙜ㈈ᅋがබ⾲して

いるᮾᾏ �県、୰㒊 �県、୰㒊 �県のᬒẼື向ᣦᩘによるᇶㄪุ᩿（⌧≧）は����年୰

にࠕᨵၿࠖを⥔ᣢした。㏆年୰国なࢪᕷሙとの⤖ࡧつきがᛴ㏿にᙉࡗࡲていると

はゝ࠼、ᮾᾏᆅᇦは国㝿的な࣮࢙ࣥࢳࣛࣉࢧなもྵめた⡿国との⤖ࡧつきが全国的

にぢてᙉいᆅᇦとゝ࠼る。����年୰は⡿国⤒῭がዲㄪを⥔ᣢしたことが୰㒊ᅪのᬒẼを

下ᨭ࠼し、㧗Ỉ‽が⥔ᣢさࢀたと⪃ࢀࡽ࠼る。㝣 �県も����年୰のᬒẼのỈ‽は低い

ものではなࡗたが、上㏙のと࠾りᙜ㈈ᅋがබ⾲しているᬒẼື向ᣦᩘによるᇶㄪุ᩿

（⌧≧）は����年��᭶以㝆��᭶㐃⥆でࠕ㊊㋃ࡳ 、ࠖ� ᭶にはࠕ下方のᒁ㠃ኚࠖに下

方ᨵᐃした。こうしたືきは����年ࡽ����年の୰国⤒῭のື向と㌶を一にして࠾り、

୰国、㡑国なࢪ向け㍺ฟ割合が大きい㝣ᆅᇦのᬒẼに୰国⤒῭のῶ㏿のᙳ㡪が

ཬࡔࢇと⪃ࢀࡽ࠼る。

�� Ⅽ᭰と㍺出

ḟに、����年に࠾けるⅭ᭰相ሙと୰㒊ᅪの㍺ฟ㢠の᥎⛣を☜ㄆࡍる。Ⅽ᭰相ሙは、

����年ึࡽᛴ㏿に㧗ഴ向がᙉࡲり、対ࣝࢻで � ᅗ）ࡔࢇ���を大きく割り㎸ࣝࢻ
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（ฟᡤ）⡿౪⤥⟶⌮༠（ I S M ） ୰国国家⤫計ᒁ 

 
ている。2 0 1 8 年は⡿国が┠Ᏻとなる 5 0 を大きく上ᅇるỈ‽を⥔ᣢした一方、୰国は年

ᚋ༙ࡽ᫂ࡽな下ⴠᇶㄪとなり、 1 2 ᭶には 49. 4 と 5 0 を下ᅇࡗた。 
ෆ㛶府がබ⾲している全国のᬒẼື向ᣦᩘによるᇶㄪุ᩿が 2 0 1 8 年㸷᭶分に࠾いて

た一方でࡗに下方ᨵᐃとなࠖࡳ㊊㋃ࠕࡽᨵၿࠖࠕ 9、上㏙のと࠾りᙜ㈈ᅋがබ⾲して

いるᮾᾏ㸱県、୰㒊㸳県、୰㒊㸷県のᬒẼື向ᣦᩘによるᇶㄪุ᩿（⌧≧）は 2 0 1 8 年

୰にࠕᨵၿࠖを⥔ᣢした。㏆年୰国なࢪᕷሙとの⤖ࡧつきがᛴ㏿にᙉࡗࡲている

とはゝ࠼、ᮾᾏᆅᇦは国㝿的な࣮࢙ࣥࢳࣛࣉࢧなもྵめた⡿国との⤖ࡧつきが全国

的にぢてᙉいᆅᇦとゝ࠼る。 2 0 1 8 年୰は⡿国⤒῭がዲㄪを⥔ᣢしたことが୰㒊ᅪのᬒ

Ẽを下ᨭ࠼し、㧗Ỉ‽が⥔ᣢさࢀたと⪃ࢀࡽ࠼る。㝣㸱県も 2 0 1 8 年୰のᬒẼのỈ‽

は低いものではなࡗたが、上㏙のと࠾りᙜ㈈ᅋがබ⾲しているᬒẼື向ᣦᩘによるᇶ

ㄪุ᩿（⌧≧）は 2 0 1 7 年 1 0 ᭶以㝆 1 0 ࡳ㊊㋃ࠕ᭶㐃⥆で 、ࠖ㸶᭶にはࠕ下方のᒁ㠃

ኚ にࠖ下方ᨵᐃした。こうしたືきは 2 0 1 7 年ࡽ 2 0 1 8 年の୰国⤒῭のື向と㌶を一

にして࠾り、୰国、㡑国なࢪ向け㍺ฟ割合が大きい㝣ᆅᇦのᬒẼに୰国⤒῭の

ῶ㏿のᙳ㡪がཬࡔࢇと⪃ࢀࡽ࠼る。 
 
2 .  Ⅽ᭰と㍺出 

 ḟに、 2 0 1 8 年に࠾けるⅭ᭰相ሙと୰㒊ᅪの㍺ฟ㢠の᥎⛣を☜ㄆࡍる。Ⅽ᭰相ሙは、

2 0 1 8 年ึࡽᛴ㏿に㧗ഴ向がᙉࡲり、対ࣝࢻで㸯ࣝࢻ 1 1 0 を大きく割り㎸ࡔࢇ（ᅗ

                                                      
9 2 0 1 9 年㸯᭶分に࠾いてさࡽにࠕ㊊㋃ࠕࡽࠖࡳ下方のᒁ㠃ኚࠖにᇶㄪุ᩿が下方ᨵᐃさࢀた。ヲ⣽はෆ㛶府࣮࣍

）ࢪ࣮࣒࣌ h t t p s : / / w w w . e s r i . c a o . g o . j p / j p / s t a t / d i / d i . h t m l ）をཧ↷。 
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㸯�㸰�㸱）。年ኸ以㝆は、対ࢺ࣮ࣞࣝࢻと、相対的なのᐇຊを るための⥲合的なᣦ

ᶆであるᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࢺで対↷的な᥎⛣を♧した。ࡍなࡕࢃ、対ࢺ࣮ࣞࣝࢻではዲ

ㄪな⡿国⤒῭を⫼ᬒにᏳࣝࢻ㧗のഴ向となる一方、ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࢺでは世⏺⤒῭

のඛ⾜き㏱᫂ឤࡸ୰国⤒῭のῶ㏿を反映して㧗ഴ向となࡗた。

以上のようなᾏእ⤒῭࠾よࡧⅭ᭰相ሙを⫼ᬒに、����年の㝣 �県の㍺ฟはࡸࡸఙࡧ

ᝎࡴこととなり、一方、୰㒊 �県の㍺ฟはዲㄪを⥔ᣢしたものの年⤊┙にໃいをḞくこ

ととなࡗた。ᅗ㸯�㸰�㸲は、����年の大㜰税㛵⟶ෆ㝣 �県࠾よྂྡࡧᒇ税㛵⟶ෆ（㛗

㔝県、ᒱ㜧県、㟼ᒸ県、ឡ▱県、୕㔜県）の㍺ฟ㢠（๓年ྠ᭶比）の᥎⛣を♧している。

� ᭶は、ࢀࡒࢀࡑ����㸣、����㸣と๓年ྠ᭶比で大きなࢫࣛࣉであࡗたが、以㝆は、

㝣 �県についてはࢫࢼ࣐となるሙ㠃も┠❧ࡕ、�᭶（ࢫࢼ࣐����㸣）、�᭶（ࢼ࣐

ࢫ ���㸣）、� ᭶（ࢫࢼ࣐���㸣）がࢫࢼ࣐となࡗた。⤖ᯝ、����年の㝣 � 県の㍺

ฟのఙࡧ率は๓年の大ᖜなఙࡧ率ࡽ㕌した。ྡྂᒇ税㛵⟶ෆの୰㒊 �県の㍺ฟは࠾

㌴ື⮬ࠕዲㄪを⥔ᣢしたものの、年ᚋ༙にࡡࡴ࠾ 率ࡧを୰ᚰにఙ㌴㒊ရࠖなື⮬ࠕࠖ

が⦰小し、��᭶には๓年ྠ᭶比ࢫࢼ࣐���㸣となࡗた。
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㸯㸫㸰㸫㸱）。年ኸ以㝆は、対ࢺ࣮ࣞࣝࢻと、相対的なのᐇຊを るための⥲合的な

ᣦᶆであるᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࢺで対↷的な᥎⛣を♧した。ࡍなࡕࢃ、対ࢺ࣮ࣞࣝࢻでは

ዲㄪな⡿国⤒῭を⫼ᬒにᏳࣝࢻ㧗のഴ向となる一方、ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࢺでは世⏺⤒

῭のඛ⾜き㏱᫂ឤࡸ୰国⤒῭のῶ㏿を反映して㧗ഴ向となࡗた。 
 

 

（ฟᡤ）᪥ᮏ㖟⾜ 

 
以上のようなᾏእ⤒῭࠾よࡧⅭ᭰相ሙを⫼ᬒに、 2 0 1 8 年の㝣㸱県の㍺ฟはࡸࡸఙ

こととなり、一方、୰㒊㸳県の㍺ฟはዲㄪを⥔ᣢしたものの年⤊┙にໃいをḞくࡴᝎࡧ

こととなࡗた。ᅗ㸯㸫㸰㸫㸲は、 2 0 1 8 年の大㜰税㛵⟶ෆ㝣㸱県࠾よྂྡࡧᒇ税㛵⟶

ෆ（㛗㔝県、ᒱ㜧県、㟼ᒸ県、ឡ▱県、୕㔜県）の㍺ฟ㢠（๓年ྠ᭶比）の᥎⛣を♧し

ている。㸯᭶は、ࢀࡒࢀࡑ 1 3. 8% 、 1 3. 7 % と๓年ྠ᭶比で大きなࢫࣛࣉであࡗたが、以

㝆は、㝣㸱県についてはࢫࢼ࣐となるሙ㠃も┠❧ࡕ、㸰᭶（ࢫࢼ࣐ 1 1 . 3% ）、㸳

᭶（ࢫࢼ࣐ 6 . 1 % ）、㸵᭶（ࢫࢼ࣐ 4. 9% ）がࢫࢼ࣐となࡗた。⤖ᯝ、 2 0 1 8 年の

㝣㸱県の㍺ฟのఙࡧ率は๓年の大ᖜなఙࡧ率ࡽ㕌した。ྡ ྂᒇ税㛵⟶ෆの୰㒊㸳県

の㍺ฟはࡡࡴ࠾࠾ዲㄪを⥔ᣢしたものの、年ᚋ༙にࠕ⮬ື㌴ を୰㌴㒊ရࠖなື⮬ࠕࠖ

ᚰにఙࡧ率が⦰小し、 1 2 ᭶には๓年ྠ᭶比ࢫࢼ࣐ 2 . 3% となࡗた。 
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（ฟᡤ）㈈ົ┬ࠕ㈠᫆⤫計ࠖ 
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➨ �⠇　୰㒊ᅪのᴗືྥ

1.⏕⏘

ここでは、୰㒊ᅪのᴗື向について☜ㄆࡍる。ᅗ㸯� 㸱� 㸯は、����年の㝣 � 県

の⏕⏘ᣦᩘを主せᴗ✀ูに♧している。㝣 �県の⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）のືきは、主と

してᏛᕤᴗ、はࢇ⏝࣭⏕⏘⏝࣭ᴗົ⏝ᶵᲔᕤᴗ࠾よࡧ㟁Ꮚ㒊ရ࣭ࢫࣂࢹᕤᴗのືき

にᙉいᙳ㡪を受けている。����年ࡽ����年୰㡭にけて、㝣 �県では世⏺的な࣐ࢫ

⏕ᕤᴗが下ⴠᇶㄪで᥎⛣しࢫࣂࢹ୰国⤒῭のῶ㏿を⫼ᬒに㟁Ꮚ㒊ရ࣭ࡸ㏿ᕷሙのኻ࣍

⏘は全యとして㊊㋃ࡳした。一方、Ꮫᕤᴗはࡡࡴ࠾࠾ሀㄪで⏕⏘を下ᨭ࠼したとゝ࠼

る。��᭶には㟁Ꮚ㒊ရ࣭ 。した┤ࡕᣢࡸࡸ全యも⏘⏕、ࡏをぢࡧᕤᴗがᴟ➃なఙࢫࣂࢹ

⤖ᯝ、㝣 � 県の⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）の����年๓年比ఙࡧ率はࢫࢼ࣐���㸣となり、

全国がࢫࣛࣉ���㸣とࢫࣛࣉを⥔ᣢしたのと比較ࡍると、๓༙の㊊㋃ࡳがᙳ㡪しఙࡧᝎ

し、����年の㝣ࡔる。た࠼とゝࡔࢇ �県の๓年比がࢫࣛࣉ���㸣と全国のࢫࣛࣉ���㸣

を大きく上ᅇࡗてఙࡧていたため、⏕⏘のỈ‽⮬యは低いものではなࡗた。

ᅗ㸯� 㸱� 㸰は、����年のᮾᾏ � 県の⏕⏘ᣦᩘを主せᴗ✀ูに♧している。ᮾᾏ � 県

の⏕⏘ᣦ （ᩘ㖔ᕤᴗ）のືきは、主として㍺㏦ᶵᲔᕤᴗのືきにᙉいᙳ㡪を受けているこ

とがࢃる。����年 � ᭶にはከくのᴗ✀で ����年��᭶ࡽ大きく下ⴠした。� ᭶ࡽ �

᭶ࡲで㍺㏦ᶵᲔᕤᴗを୰ᚰに上᪼したが、以㝆はࡸࡸఙࡧᝎࡴこととなࡗた。≉に全国
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➨ 3 ⠇ ୰㒊ᅪのᴗືྥ  
1 .  ⏕⏘  
 ここでは、୰㒊ᅪのᴗື向について☜ㄆࡍる。ᅗ㸯㸫㸱㸫㸯は、 2 0 1 8 年の㝣㸱

県の⏕⏘ᣦᩘを主せᴗ✀ูに♧している。㝣㸱県の⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）のືきは、主

としてᏛᕤᴗ、はࢇ⏝࣭⏕⏘⏝࣭ᴗົ⏝ᶵᲔᕤᴗ࠾よࡧ㟁Ꮚ㒊ရ࣭ࢫࣂࢹᕤᴗのື

きにᙉいᙳ㡪を受けている。2 0 1 7 年ࡽ 2 0 1 8 年୰㡭にけて、㝣㸱県では世⏺的な

୰国⤒῭のῶ㏿を⫼ᬒに㟁Ꮚ㒊ရ࣭ࡸ㏿ᕷሙのኻ࣐࣍ࢫ ⛣ᕤᴗが下ⴠᇶㄪで᥎ࢫࣂࢹ

し⏕⏘は全యとして㊊㋃ࡳした。一方、Ꮫᕤᴗはࡡࡴ࠾࠾ሀㄪで⏕⏘を下ᨭ࠼したと

ゝ࠼る。 1 0 ᭶には㟁Ꮚ㒊ရ࣭ࢫࣂࢹᕤᴗがᴟ➃なఙࡧをぢࡏ、⏕⏘全యもࡸࡸᣢࡕ

┤した。⤖ᯝ、㝣㸱県の⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）の 2 0 1 8 年๓年比ఙࡧ率はࢫࢼ࣐ 1 . 0 %
となり、全国がࢫࣛࣉ 1 . 0 % とࢫࣛࣉを⥔ᣢしたのと比較ࡍると、๓༙の㊊㋃ࡳがᙳ㡪

しఙࡧᝎࡔࢇとゝ࠼る。たࡔし、 2 0 1 7 年の㝣㸱県の๓年比がࢫࣛࣉ 5 . 9% と全国のࣉ

ࢫࣛ 3. 1 % を大きく上ᅇࡗてఙࡧていたため、⏕⏘のỈ‽⮬యは低いものではなࡗた。 
 

 

（ฟᡤ）୰㒊⤒῭⏘ᴗᒁ㟁ຊ࣭ࢫ࢞ᴗ㝣ᨭᒁࠕ㝣ᆅᇦの㖔ᕤᴗ⏕⏘ᣦᩘࠖ 

 
ᅗ㸯㸫㸱㸫㸰は、 2 0 1 8 年のᮾᾏ㸱県の⏕⏘ᣦᩘを主せᴗ✀ูに♧している。ᮾᾏ㸱

県の⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）のືきは、主として㍺㏦ᶵᲔᕤᴗのືきにᙉいᙳ㡪を受けてい

ることがࢃる。 2 0 1 8 年㸯᭶にはከくのᴗ✀で 2 0 1 7 年 1 2 ᭶ࡽ大きく下ⴠした。㸰

᭶ࡽ㸲᭶ࡲで㍺㏦ᶵᲔᕤᴗを୰ᚰに上᪼したが、以㝆はࡸࡸఙࡧᝎࡴこととなࡗた。
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生⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）（10000.0） 䛿䜣⏝・生⏘⏝・ᴗົ⏝ᶵᲔᕤᴗ（1645.0）

㟁Ꮚ㒊品・䝕䝞イスᕤᴗ（1527.3） 化Ꮫᕤᴗ（1401.9）

⧄⥔ᕤᴗ（693.4）(2015=100) ※㻌（ ）ෆ䛿䜴䜶イト

ᅗ㸯－３－㸯�㝣 3県の⏕⏘ᣦᩘ（せᴗ✀ู）のືྥ
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的に⮬↛⅏ᐖがከⓎしたኟሙには⏕⏘が低㏞した ��。⤖ᯝ、ᮾᾏ � 県の⏕⏘ᣦ （ᩘ㖔ᕤ

ᴗ）の����年๓年比ఙࡧ率はࢫࣛࣉ���㸣となり、全国（ࢫࣛࣉ���㸣）とࡌྠࡰఙࡧ率

となࡗた。����年のᮾᾏ �県の๓年比ఙࡧ率はࢫࣛࣉ���㸣と全国のࢫࣛࣉ���㸣を大き

く上ᅇࡗて࠾り、ࡑもࡑも⏕⏘が㧗Ỉ‽にあࡗたが、����年はこࢀを⥔ᣢしたとゝ࠼る。

ᅗ㸯� 㸱� 㸱は、����年の県ูの⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）である。ᐩᒣ県は � ᭶ࡲで上᪼

したᚋఙࡧᝎࡔࢇ。� ᭶�����、��᭶�����となࡗた。▼ᕝ県は � ᭶ࡲで下ⴠᇶㄪで᥎⛣�

したᚋ、ᛴᅇした。�᭶�����、��᭶�����となࡗた。⚟県はࡰᶓࡤいで᥎⛣した。

� ᭶�����、��᭶�����となࡗた。㛗㔝県は � ᭶ࡲで上᪼したᚋఙࡧᝎࡔࢇ。� ᭶ �����、

��᭶�����となࡗた。ᒱ㜧県は�᭶に����年��᭶ࡽ大きく下ⴠしたᚋ、�᭶ࡲで上᪼し、�

以㝆はఙࡧᝎࡔࢇ。� ᭶����、��᭶�����となࡗた。㟼ᒸ県は � ᭶に����年��᭶ࡽ�

大きく下ⴠしたᚋは年をと࠾してሀㄪであࡗた。� ᭶����、��᭶����となࡗた。ឡ▱県

は � ᭶に����年��᭶ࡽ大きく下ⴠしたᚋ、� ᭶ࡲで上᪼し、以㝆はఙࡧᝎࡔࢇ。� ᭶�

�����、��᭶�����となࡗた。୕㔜県は大きなࢀをకいつつ年をと࠾して上᪼ࡍるሙ㠃�

がከࡗた。� ᭶�����、��᭶�����となࡗた。滋賀県は � ᭶に����年��᭶ࡽ大きく

下ⴠしたᚋ、� ᭶ࡲで上᪼し、以㝆はఙࡧᝎࡔࢇが��᭶以㝆ᅇした。� ᭶�����、��᭶

�����となࡗた。

10   中部圏以外の各地で発生した自然災害の影響も国内のサプライチェーンをつうじて中部圏経済に影響を与えると考えられる。

例えば、関西以西を中心に直接的な被害が甚大であった「平成 30 年 7 月豪雨」が中部圏経済に与えた影響に関する試算は当財

団「中部社研 経済レポート No.16」（http://www.criser.jp/bunnseki/documents/16_report_2018.07gouu_2018.08.09.pdf）を参照。
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≉に全国的に⮬↛⅏ᐖがከⓎしたኟሙには⏕⏘が低㏞した 1 0 。⤖ᯝ、ᮾᾏ㸱県の⏕⏘ᣦ

ᩘ（㖔ᕤᴗ）の 2 0 1 8 年๓年比ఙࡧ率はࢫࣛࣉ 1 . 1 % となり、全国（ࢫࣛࣉ 1 . 0 % ）と

。たࡗ率となࡧఙࡌྠࡰ 2 0 1 7 年のᮾᾏ㸱県の๓年比ఙࡧ率はࢫࣛࣉ 5 . 5 % と全国のࣛࣉ

ࢫ 3. 1 % を大きく上ᅇࡗて࠾り、ࡑもࡑも⏕⏘が㧗Ỉ‽にあࡗたが、 2 0 1 8 年はこࢀを⥔

ᣢしたとゝ࠼る。 
 

 

（ฟᡤ）୰㒊⤒῭⏘ᴗᒁࠕ⟶ෆ㖔ᕤᴗのື向（㖔ᕤᴗᣦᩘ）ࠖ  

 
ᅗ㸯㸫㸱㸫㸱は、 2 0 1 8 年の県ูの⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）である。ᐩᒣ県は㸳᭶ࡲで上

᪼したᚋఙࡧᝎࡔࢇ。㸯᭶ 1 0 4. 3、1 2 ᭶ 1 0 9. 2 となࡗた。▼ᕝ県は㸶᭶ࡲで下ⴠᇶㄪで

᥎⛣したᚋ、ᛴᅇした。㸯᭶ 1 37 . 3、 1 2 ᭶ 1 45 . 5 となࡗた。⚟県はࡰᶓࡤいで᥎

⛣した。㸯᭶ 1 41 . 2 、 1 2 ᭶ 1 31 . 1 となࡗた。㛗㔝県は㸳᭶ࡲで上᪼したᚋఙࡧᝎࡔࢇ。

㸯᭶ 1 0 1 . 1 、1 2 ᭶ 1 0 2 . 9 となࡗた。ᒱ㜧県は㸯᭶に 2 0 1 7 年 1 2 ᭶ࡽ大きく下ⴠしたᚋ、

㸲᭶ࡲで上᪼し、以㝆はఙࡧᝎࡔࢇ。㸯᭶ 94. 7 、1 2 ᭶ 1 0 1 . 4 となࡗた。㟼ᒸ県は㸯᭶に

2 0 1 7 年 1 2 ᭶ࡽ大きく下ⴠしたᚋは年をと࠾してሀㄪであࡗた。㸯᭶ 90 . 6 、1 2 ᭶ 96 . 2
となࡗた。ឡ▱県は㸯᭶に 2 0 1 7 年 1 2 ᭶ࡽ大きく下ⴠしたᚋ、㸲᭶ࡲで上᪼し、以㝆

はఙࡧᝎࡔࢇ。㸯᭶ 1 0 5 . 1 、 1 2 ᭶ 1 0 9. 8 となࡗた。୕㔜県は大きなࢀをకいつつ年を

と࠾して上᪼ࡍるሙ㠃がከࡗた。㸯᭶ 1 37 . 4、 1 2 ᭶ 1 43. 3 となࡗた。滋賀県は㸯᭶に

2 0 1 7 年 1 2 ᭶ࡽ大きく下ⴠしたᚋ、㸱᭶ࡲで上᪼し、以㝆はఙࡧᝎࡔࢇが 1 0 ᭶以㝆

                                                      
1 0  ୰㒊ᅪ以እのྛᆅでⓎ⏕した⮬↛⅏ᐖのᙳ㡪も国ෆの࣮࢙ࣥࢳࣛࣉࢧをつうࡌて୰㒊ᅪ⤒῭にᙳ㡪を࠼ると⪃

平ᡂࠕたࡗ㛵す以すを୰ᚰに┤᥋的な⿕ᐖが⏒大であ、ࡤ࠼る。ࢀࡽ࠼ 30 年㸵᭶㞵ࠖが୰㒊ᅪ⤒῭に࠼たᙳ㡪に

㛵ࡍるヨ⟬はᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊♫◊ ⤒῭ࣞࢺ࣮࣏ N o . 1 6 ࠖ
（ h t t p : / / w w w . c r i s e r . j p / b u n n s e k i / d o c u m e n t s / 1 6 _ r e p o r t _ 2 0 1 8. 0 7 g o u u _ 2 0 1 8. 0 8. 0 9. p d f ）をཧ↷。 
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2017 2018

生⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）（10000.0） 䛿䜣⏝・生⏘⏝・ᴗົ⏝ᶵᲔᕤᴗ（1164.3）

㟁Ꮚ㒊品・䝕䝞イスᕤᴗ（505.7） ㍺㏦ᶵᲔᕤᴗ（4579.8）

⏝車（1273.9） 自動車㒊品（2896.3）

化Ꮫᕤᴗ（588.7）
(2015=100)

※㻌（ ）ෆ䛿䜴䜶イト

ᅗ㸯－３－㸰�ᮾᾏ 3県の⏕⏘ᣦᩘ（せᴗ✀ู）のືྥ
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�� タഛᢞ㈨

ḟに、୰㒊ᅪに࠾けるタഛᢞ㈨のື向を☜ㄆࡍる。����年に࠾ける୰㒊ᅪのタഛᢞ㈨

は、㧗Ỉ‽をಖࡕながࡽも、年ᚋ༙は୰国なᾏእ⤒῭のඛ⾜き㏱᫂ឤを⫼ᬒに下ᢲ

しさࢀఙࡧᝎࡔࢇとゝ࠼る。

⾲㸯� 㸱� 㸯は᪥ᮏ㖟⾜ྛᨭᗑがබ⾲しているᴗ▷ᮇ⤒῭ほ ㄪᰝ（▷ほ）のタഛ

ᢞ㈨計⏬をࡲとめたものである。ᐩᒣ県以እの全ての県に࠾いて ��、����年ᗘ計⏬は全

11  岐阜県、愛知県、三重県については県別に公表されていない。
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ᅇした。㸯᭶ 1 0 2 . 9、1 2 ᭶ 1 0 9. 5 となࡗた。 
 

 

 

 

（ฟᡤ）ᐩᒣ県⤒Ⴀ⟶⌮㒊 ▼ᕝ県県Ẹᩥᒁ ⚟県⥲合政策㒊 㛗㔝県⏬⯆㒊 ᒱ㜧県⎔ቃ⏕ά㒊 
㟼ᒸ県政策⏬㒊 ឡ▱県県Ẹ⏕ά㒊 ୕㔜県ᡓ␎⏬㒊 滋賀県県Ẹ⏕ά㒊 
 

 
2 .  タഛᢞ㈨ 

 ḟに、୰㒊ᅪに࠾けるタഛᢞ㈨のື向を☜ㄆࡍる。 2 0 1 8 年に࠾ける୰㒊ᅪのタഛᢞ

㈨は、㧗Ỉ‽をಖࡕながࡽも、年ᚋ༙は୰国なᾏእ⤒῭のඛ⾜き㏱᫂ឤを⫼ᬒに下

ᢲしさࢀఙࡧᝎࡔࢇとゝ࠼る。 
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ᅗ㸯－３－３�県ูの⏕⏘ᣦᩘ（㖔ᕤᴗ）のືྥ
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⏘ᴗで๓年ᗘ比ࢫࣛࣉであࡗた。����年ᗘࡽのሀㄪなὶࢀを受けて、年をと࠾してぢ

タഛᢞ㈨が㧗Ỉ‽で᥎⛣したことは㛫㐪いない。≉に、㝣᪂ᖿ⥺の㔠ἑ࣭ᩔ賀㛫ࡤࢀ

のᘓタが㐍ᤖࡍる୰で、▼ᕝ県と⚟県がάⓎとなࡗている。
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⾲㸯㸫㸱㸫㸯は᪥ᮏ㖟⾜ྛᨭᗑがබ⾲しているᴗ▷ᮇ⤒῭ほ ㄪᰝ（▷ほ）のタഛ

ᢞ㈨計⏬をࡲとめたものである。ᐩᒣ県以እの全ての県に࠾いて 1 1 、2 0 1 8 年ᗘ計⏬は

全⏘ᴗで๓年ᗘ比ࢫࣛࣉであࡗた。 2 0 1 7 年ᗘࡽのሀㄪなὶࢀを受けて、年をと࠾し

てぢࡤࢀタഛᢞ㈨が㧗Ỉ‽で᥎⛣したことは㛫㐪いない。≉に、㝣᪂ᖿ⥺の㔠ἑ࣭ᩔ

賀㛫のᘓタが㐍ᤖࡍる୰で、▼ᕝ県と⚟県がάⓎとなࡗている。 
 

 
（ฟᡤ）᪥ᮏ㖟⾜㔠ἑᨭᗑࠕ㝣▷ほࠖ 

᪥ᮏ㖟⾜ᯇᮏᨭᗑࠕᴗ▷ᮇ⤒῭ほ ㄪᰝ（㛗㔝県）ࠖ  
   ᪥ᮏ㖟⾜㟼ᒸᨭᗑࠕ㟼ᒸ県のᴗ▷ᮇ⤒῭ほ ㄪᰝ⤖ᯝࠖ 

᪥ᮏ㖟⾜ྡྂᒇᨭᗑࠕᮾᾏ㸱県のᴗ▷ᮇ⤒῭ほ ㄪᰝ⤖ᯝࠖ 
᪥ᮏ㖟⾜ி㒔ᨭᗑࠕ⟶ෆᴗ▷ᮇ⤒῭ほ ㄪᰝ⤖ᯝ㸫ி㒔府࣭滋賀県㸫ࠖ 

 

                                                      
1 1  ᒱ㜧県、ឡ▱県、୕㔜県については県ูにබ⾲さࢀていない。 

全  ⏘  ᴗ
〇  㐀  ᴗ 㠀 〇 㐀 ᴗ

2017年ᗘ ᐇ⦼ 28.0
53.3 7.3

2018年ᗘ 2018/12᭶計⏬ 䕦14.9
䕦29.6 2.1

2017年ᗘ ᐇ⦼ 䕦23.5
䕦31.1 䕦7.3

2018年ᗘ 2018/12᭶計⏬ 97.4
128.6 47.6

2017年ᗘ ᐇ⦼ 64.2
75.5 10.3

2018年ᗘ 2018/12᭶計⏬ 19.0
12.8 65.6

2017年ᗘ ᐇ⦼ 8.8
8.4 10.9

2018年ᗘ 2018/12᭶計⏬ 11.1
14.3 䕦3.6

2017年ᗘ ᐇ⦼ 2.8
3.2 2.3

2018年ᗘ 2018/12᭶計⏬ 8.5
9.6 7.2

2017年ᗘ ᐇ⦼ 3.4
4.2 1.5

2018年ᗘ 2018/12᭶計⏬ 9.8
7.7 15.3

2017年ᗘ ᐇ⦼ 23.2
26.0 13.9

2018年ᗘ 2018/12᭶計⏬ 23.4
24.7 18.7

㟼ᒸ県（᪥ᮏ㖟行㟼ᒸ支ᗑ）

ᒱ㜧県䚸ឡ▱県䚸୕㔜県（᪥ᮏ㖟行ྡྂᒇ支ᗑ）

滋賀県䚸ி㒔ᗓ（᪥ᮏ㖟行ி㒔支ᗑ）

ᐩᒣ県（᪥ᮏ㖟行金ἑ支ᗑ）

▼ᕝ県（᪥ᮏ㖟行金ἑ支ᗑ）

⚟県（᪥ᮏ㖟行金ἑ支ᗑ）

長㔝県（᪥ᮏ㖟行ᯇᮏ支ᗑ）

表㸯－３－㸯�ᴗ▷ᮇ⤒῭ほ 調査（▷ほ）のタഛᢞ㈨計⏬（๓年ᗘẚ）
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12  富山県と三重県については投資財出荷指数の公表がないため、投資財生産指数を用いている。石川県は財別の数値について毎

ḟに、⾲㸯� 㸱� 㸰は㝣㈈ົᒁとᮾᾏ㈈ົᒁがබ⾲しているᅄ༙ᮇูἲேᴗ⤫計

ㄪᰝのタഛᢞ㈨（㝖࢙࢘ࢺࣇࢯ）の⤖ᯝをࡲとめたものである。㝣㈈ົᒁ⟶ෆに࠾

いては、����年 ��� ᭶ᮇはࢫࣛࣉ ���㸣と๓年ྠᮇ比でࡎࢃにࢫࣛࣉとなࡗたものの、

��� ᭶ᮇはࢫࢼ࣐ ���㸣、��� ᭶ᮇはࢫࢼ࣐����㸣とࢫࢼ࣐ᖜをᣑ大さࡏること

となࡗた。����� ᭶ᮇには〇造ᴗでࢫࢼ࣐ ����㸣、㠀〇造ᴗでࢫࣛࣉ ���㸣、全⏘ᴗ

でࢫࢼ࣐����㸣となࡗた。▷ほのタഛᢞ㈨計⏬とは㏫に๓年ྠᮇ比でࢫࢼ࣐がከく、

しも年ᚋ༙にࢫࢼ࣐ᖜがᣑ大している。

ᮾᾏ㈈ົᒁ⟶ෆも、��� ᭶ᮇこࢫࣛࣉࡑ����㸣と๓年ྠᮇ比で大きなࢫࣛࣉとなࡗた

ものの、年ᚋ༙は㠀〇造ᴗでࡸࡸఙࡧᝎࡳ、��� ᭶ᮇはࢫࣛࣉ���㸣、�����᭶ᮇには

〇造ᴗで๓年ྠᮇ比ࢫࣛࣉ����㸣、㠀〇造ᴗで๓年ྠᮇ比ࢫࢼ࣐���㸣、全⏘ᴗで๓

年ྠᮇ比ࢫࣛࣉ���㸣となࡗた。

ᅗ㸯� 㸱� 㸲は����年の୰㒊⤒῭⏘ᴗᒁ⟶ෆ㔠ᒓᕤసᶵᲔ受ὀと県ูのᢞ㈨㈈ฟⲴᣦ

ᩘの᥎⛣を♧している ��。㔠ᒓᕤసᶵᲔ受ὀは、����年୰に大きく増加し����年は㧗Ỉ
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ḟに、⾲㸯㸫㸱㸫㸰は㝣㈈ົᒁとᮾᾏ㈈ົᒁがබ⾲しているᅄ༙ᮇูἲேᴗ⤫計

ㄪᰝのタഛᢞ㈨（㝖࢙࢘ࢺࣇࢯ）の⤖ᯝをࡲとめたものである。㝣㈈ົᒁ⟶ෆに࠾

いては、 2 0 1 8 年㸯㸫㸱᭶ᮇはࢫࣛࣉ 2 . 1 % と๓年ྠᮇ比でࡎࢃにࢫࣛࣉとなࡗたもの

の、㸲㸫㸴᭶ᮇはࢫࢼ࣐ 9. 7 % 、㸵㸫㸷᭶ᮇはࢫࢼ࣐ 1 1 . 6 % とࢫࢼ࣐ᖜをᣑ大さࡏ

ることとなࡗた。 1 0 㸫1 2 ᭶ᮇには〇造ᴗでࢫࢼ࣐ 2 8. 3% 、㠀〇造ᴗでࢫࣛࣉ 5 . 2 % 、

全⏘ᴗでࢫࢼ࣐ 1 3. 1 % となࡗた。▷ほのタഛᢞ㈨計⏬とは㏫に๓年ྠᮇ比でࢫࢼ࣐

がከく、しも年ᚋ༙にࢫࢼ࣐ᖜがᣑ大している。 
ᮾᾏ㈈ົᒁ⟶ෆも、㸲㸫㸴᭶ᮇこࢫࣛࣉࡑ 2 9. 2 % と๓年ྠᮇ比で大きなࢫࣛࣉとなࡗ

たものの、年ᚋ༙は㠀〇造ᴗでࡸࡸఙࡧᝎࡳ、㸵㸫㸷᭶ᮇはࢫࣛࣉ 1 . 0 % 、 1 0 㸫1 2 ᭶ᮇ

には〇造ᴗで๓年ྠᮇ比ࢫࣛࣉ 2 1 . 2 % 、㠀〇造ᴗで๓年ྠᮇ比ࢫࢼ࣐ 5 . 9% 、全⏘ᴗ

で๓年ྠᮇ比ࢫࣛࣉ 8. 3% となࡗた。 
 

表㸯－３－㸰�ᅄ༙ᮇูἲேᴗ統計調査のタഛᢞ㈨（㝖࢙࢘ࢺࣇࢯ）（๓年ྠᮇẚ）

 

（ฟᡤ）㝣㈈ົᒁࠕᅄ༙ᮇูἲேᴗ⤫計ㄪᰝ （ࠖ㝣㈈ົᒁ⟶ෆ分） 

ᮾᾏ㈈ົᒁࠕᅄ༙ᮇูἲேᴗ⤫計ㄪᰝ （ࠖᮾᾏ㈈ົᒁ⟶ෆ分） 

 
ᅗ㸯㸫㸱㸫㸲は 2 0 1 8 年の୰㒊⤒῭⏘ᴗᒁ⟶ෆ㔠ᒓᕤసᶵᲔ受ὀと県ูのᢞ㈨㈈ฟⲴ

ᣦᩘの᥎⛣を♧している 1 2 。㔠ᒓᕤసᶵᲔ受ὀは、2 0 1 7 年୰に大きく増加し 2 0 1 8 年は

                                                      
1 2  ᐩᒣ県と୕㔜県についてはᢞ㈨㈈ฟⲴᣦᩘのබ⾲がないため、ᢞ㈨㈈⏕⏘ᣦᩘを⏝いている。▼ᕝ県は㈈ูのᩘ್に

全  ⏘  ᴗ
〇  㐀  ᴗ 㠀 〇 㐀 ᴗ

2017年10-12᭶ᮇ 10.1
44.4 䕦14.3

2018年1-3᭶ᮇ 2.1
24.1 䕦8.9

2018年4-6᭶ᮇ 䕦9.7
䕦18.8 䕦0.1

2018年7-9᭶ᮇ 䕦11.6
9.0 䕦24.2

2018年10-12᭶ᮇ 䕦13.1
䕦28.3 5.2

2017年10-12᭶ᮇ 0.2
0.9 䕦0.6

2018年1-3᭶ᮇ 䕦0.5
14.8 䕦15.1

2018年4-6᭶ᮇ 29.2
44.2 10.2

2018年7-9᭶ᮇ 1.0
10.3 䕦10.2

2018年10-12᭶ᮇ 8.3
21.2 䕦5.9

ᐩᒣ県䚸▼ᕝ県䚸⚟県（㝣㈈ົᒁ⟶ෆ）

ᒱ㜧県䚸㟼ᒸ県䚸ឡ▱県䚸୕㔜県（ᮾᾏ㈈ົᒁ⟶ෆ）
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月の公表がない。

‽で᥎⛣したものの、����年の � ᭶をࢡ࣮ࣆに以㝆は下ⴠᇶㄪとなࡗた。୰国なᾏ

እ⤒῭のඛ⾜き㏱᫂ឤを⫼ᬒにᙜึはᾏእ受ὀ㧗がῶりጞめ、ࡑのᚋ国ෆ受ὀ㧗もఙ

�。ࡔࢇᝎࡧ ᭶に⥲受ὀ㧗が⣙���൨、� ᭶には⣙���൨であࡗたが、��᭶には、⣙

���൨ࡲでῶ少した。県ูのᢞ㈨㈈ฟⲴᣦᩘもẖ᭶のࢀが大きいものの、ᒱ㜧県ࡸ

୕㔜県といࡗたእを㝖いて⥲ࡌて年ᚋ༙はఙࡧᝎࡔࢇことが☜ㄆできる。
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㧗Ỉ‽で᥎⛣したものの、 2 0 1 8 年の㸱᭶をࢡ࣮ࣆに以㝆は下ⴠᇶㄪとなࡗた。୰国な

のᚋ国ෆ受ὀ㧗ࡑ、ᾏእ⤒῭のඛ⾜き㏱᫂ឤを⫼ᬒにᙜึはᾏእ受ὀ㧗がῶりጞめ

もఙࡧᝎࡔࢇ。㸯᭶に⥲受ὀ㧗が⣙ 442 ൨、㸱᭶には⣙ 5 1 7 ൨であࡗたが、 1 2 ᭶ 
 

 

 

 

（ฟᡤ）୰㒊⤒῭⏘ᴗᒁࠕ㔠ᒓᕤసᶵᲔ受ὀ≧ἣࠖ 
   ᐩᒣ県⤒Ⴀ⟶⌮㒊 ⚟県⥲合政策㒊 㛗㔝県⏬⯆㒊 ᒱ㜧県⎔ቃ⏕ά㒊 

㟼ᒸ県政策⏬㒊 ឡ▱県県Ẹ⏕ά㒊 ୕㔜県ᡓ␎⏬㒊 滋賀県県Ẹ⏕ά㒊 

                                                                                                                                                            
ついてẖ᭶のබ⾲がない。 
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�� 㔠⼥

����年の୰㒊ᅪに࠾いては、タഛᢞ㈨が年ᚋ༙ఙࡧᝎࡳ、ᚋ㏙ࡍる家計のఫᏯᢞ㈨も

低ㄪとなるなで、㔠⼥㠃では㟼ᒸ県以እで㖟⾜㈚ฟ㔠ṧ㧗が๓年ྠ᭶比ࢫࣛࣉを⥔ᣢ

した。ᅗ㸯� 㸱� 㸳は県ูの㖟⾜㈚ฟṧ㧗（๓年ྠ᭶比）の᥎⛣を♧している。ከくの

県で大きなኚືはぢࡎࢀࡽ、๓年ྠ᭶比がࢫࣛࣉを⥔ᣢࡍる୰、㟼ᒸ県では �᭶に๓年

ྠ᭶比ࢫࢼ࣐���をつけると、以㝆もࢫࢼ࣐ᖜをᣑ大し、��᭶にはࢫࢼ࣐���となࡗ

た。県ෆのᆅ方㖟⾜に㔠⼥ᗇࡽ一㒊ᴗົṆ௧がฟるなΰが⫼ᬒにあࡗたと⪃

。るࢀࡽ࠼
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（ฟᡤ）᪥ᮏ㖟⾜ 
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➨ �⠇　୰㒊ᅪの家計ືྥ

1.消費

ここでは、୰㒊ᅪの家計ື向について☜ㄆࡍる。����年に࠾ける୰㒊ᅪの家計消費は、

≉に年ᚋ༙に⦆ࡸながࡽもࡡࡴ࠾࠾ᅇഴ向にあࡗたとゝ࠼る。

ᅗ㸯� 㸲� 㸯は、����年の୰㒊 � 県の県ูのⓒ㈌ᗑ࣭࣮ࣃ࣮ࢫ㈍㢠（๓年ྠ᭶比）

である。ᐩᒣ県を㝖き年๓༙は๓年ྠ᭶比でࢫࢼ࣐となる県がከࡗたが、年ᚋ༙は

ᣢࡕ┤し、▼ᕝ県、ឡ▱県、୕㔜県な๓年ྠ᭶比でࢫࣛࣉがከくなる県が┠❧ࡗた。

ᐩᒣ県は年๓༙には๓年ྠ᭶比ࢫࣛࣉが⥆いたが、��᭶以㝆は とࢫࢼ࣐᭶㐃⥆で�

なࡗた。� ᭶ࢫࣛࣉ���㸣、��᭶ࢫࢼ࣐���㸣となࡗた。▼ᕝ県は年ᚋ༙にᣢࡕ┤して

�。たࡗとなることがከくなࢫࣛࣉ ᭶ࢫࢼ࣐���㸣、��᭶ࢫࣛࣉ���㸣となࡗた。⚟

県は๓年ྠ᭶比でࢫࣛࣉとࢫࢼ࣐と⾜き᮶した。�᭶ࢫࢼ࣐���㸣、��᭶ࢫࣛࣉ���㸣

となࡗた。㛗㔝県は年๓༙にはࢫࢼ࣐が⥆いたが、年ᚋ༙はࡸࡸᣢࡕ┤した。� ᭶࣐

が⥆いたが、年ࢫࢼ࣐た。ᒱ㜧県も年๓༙にはࡗ���㸣となࢫࣛࣉ���㸣、��᭶ࢫࢼ

ᚋ༙ࡸࡸᣢࡕ┤してࢫࣛࣉになることもあࡗた。� ᭶ࢫࢼ࣐���㸣、��᭶ࢫࣛࣉ���㸣

となࡗた。㟼ᒸ県も年๓༙にはࢫࢼ࣐が⥆いたが、年ᚋ༙ᣢࡕ┤してࢫࣛࣉになるこ

ともあࡗた。� ᭶ࢫࢼ࣐���㸣、��᭶ࢫࣛࣉ���㸣となࡗた。ឡ▱県は年をと࠾して比

較的ዲㄪに᥎⛣した。≉に年ᚋ༙は��᭶を㝖いて๓年ྠ᭶比ࢫࣛࣉを⥔ᣢした。� ᭶࣐

となるこࢫࣛࣉして┤ࡕた。୕㔜県は年ᚋ༙にᣢࡗ���㸣となࢫࣛࣉ���㸣、��᭶ࢫࢼ

とがከくなࡗた。� ᭶ࢫࢼ࣐���㸣、��᭶ࢫࣛࣉ���㸣となࡗた。滋賀県は年をと࠾し

て低㏞し、�᭶と��᭶を㝖いてࢫࢼ࣐で᥎⛣した。�᭶ࢫࢼ࣐���㸣、��᭶ࢫࢼ࣐

���㸣となࡗた。

以上のⓒ㈌ᗑ࣭࣮ࣃ࣮ࢫ㈍㢠は家計の消費ື向をᢕᥱࡍるう࠼で௦⾲的なᣦᶆであ

るが、消費を౪⤥㠃ࡽᢕᥱࡍるものとゝ࠼る。こࢀに対して、ෆ㛶府がබ⾲している

消費⥲合ᣦᩘはࢫࣅ࣮ࢧをྵめた㟂せ、౪⤥の୧㠃ࡽ消費ື向をᤊ࠼る⥲合的なᣦᶆ

である。ᅗ㸯� 㸲� 㸰は ����年のᆅᇦู消費⥲合ᣦᩘの᥎⛣を♧している ��。୰㒊 � 県

では、ከくの県でኟሙにけて若ᖸ低㏞ࡍるな �� ከ少のࢀをకいながࡡࡴ࠾࠾ࡽ

ᶓࡤいࡸࡸࡽ上向きで᥎⛣したことが☜ㄆできる。

一⯡に、ᴗᴗ⦼のᨵၿが㞠⏝の増加と㈤㔠上᪼に⤖ࡧき家計消費が増加ࡍるࡲで

にはࢢ࣒ࣛࢱがあると⪃ࢀࡽ࠼るが、ここᩘ年全国的にぢても୰㒊ᅪのᴗᴗ⦼は

ዲㄪでປാ㟂⤥のࡗࡦ㏕ᗘ合いが⃭しࡗた。���� 年の୰㒊ᅪに࠾いてᚎࠎにではあ

るが家計消費の増加にいたるዲᚠ⎔がⓎ⌧しつつあるྍ⬟性はྰᐃできない。一方で、

13  ただし、都道府県別は参考値である。
14   2018年の 7 月と 8 月は記録的な猛暑となったため、飲料やエアコン、冷蔵庫といった家電の販売が好調となり、消費全体を押し上

げることを期待する声があったが、当財団の試算によれば、猛暑の消費支出全体への影響は大きいとは言えない。詳細は当財

団「中部社研 経済レポート No.18」（http://criser.jp/bunnseki/documents/18_report_2018.07and08mousho_2018.09.13.pdf）を参照。



―��―

15 第 3 章では2019年10月の消費税率引上げによる全国および中部圏の家計の増加負担分と、政府の増税対策による家計への還元

分を試算した当財団「中部社研 経済レポート No.21」（http://www.criser.jp/bunnseki/documents/21_report_shohizeihikiage_

zenkoku.pdf（全国））を掲載した。

����年⤊┙ࡽᾏእ⤒῭のඛ⾜き㏱᫂ឤを⫼ᬒに国ෆ࠾よࡧ୰㒊ᅪでもᬒẼῶ㏿ᠱᛕ

が㧗ࡲりつつあることに加࠼、����年��᭶には消費税率の引き上げがணᐃさࢀて࠾り
��、୰㒊ᅪのᬒẼື向を⪃࠼る上では、家計の消費ື向には一ᒙὀ┠が㞟ࡲる。
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ᛕが㧗ࡲりつつあることに加2、࠼ 0 1 9 年 1 0 ᭶には消費税率の引き上げがணᐃさࢀて࠾

り 1 5 、୰㒊ᅪのᬒẼື向を⪃࠼る上では、家計の消費ື向には一ᒙὀ┠が㞟ࡲる。 
 

 

 

 

（ฟᡤ）⤒῭⏘ᴗ┬ၟࠕᴗືែ⤫計ࠖ 

 

                                                      
1 5  ➨ 3 ❶では 2 0 1 9 年 1 0 ᭶の消費税率引上げによる全国࠾よࡧ୰㒊ᅪの家計の増加負担分と、政府の増税対策による家

計の還元分をヨ⟬したᙜ㈈ᅋࠕ୰㒊♫◊ ⤒῭ࣞࢺ࣮࣏ N o . 2 1 ࠖ
（ h t t p : / / w w w . c r i s e r . j p / b u n n s e k i / d o c u m e n t s / 2 1 _ r e p o r t _ s h o h i z e i h i k i a g e _ z e n k o k u . p d f （全国））をᥖ㍕した。 
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�� ఫᏯ

ḟに、୰㒊ᅪのఫᏯ╔ᕤの᥎⛣を☜ㄆࡍる。ఫᏯ╔ᕤについては、全国的に、࣮ࣃ

したが、����年には୰㒊ࢺ࢘ࢡ࣮ࣆ㈚家を୰ᚰに⥆いてきた増ໃが����年୰になࢺ

ᅪのከくの県に࠾いて低ㄪながࡽも下げṆࡗࡲたと⪃ࢀࡽ࠼る。

ᅗ㸯� 㸲� 㸱は県ูの᪂タఫᏯ╔ᕤ⤫計（⥲ᩘ）（๓年ྠ᭶比）の᥎⛣を♧している。

��� ᭶は୰㒊ᅪに࠾いて๓年ྠ᭶比ࢫࢼ࣐となる県がඃໃであࡗたが、� ᭶以㝆は⚟
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（ฟᡤ）ෆ㛶府ࠕᆅᇦูᨭฟ⥲合ᣦᩘ（ R D E I ）ࠖ  

 
2 .  ఫᏯ  
ḟに、୰㒊ᅪのఫᏯ╔ᕤの᥎⛣を☜ㄆࡍる。ఫᏯ╔ᕤについては、全国的に、࣮ࣃ

㈚家を୰ᚰに⥆いてきた増ໃがなࢺ 2 0 1 7 年୰にࢺ࢘ࢡ࣮ࣆしたが、2 0 1 8 年には୰

㒊ᅪのከくの県に࠾いて低ㄪながࡽも下げṆࡗࡲたと⪃ࢀࡽ࠼る。 
ᅗ㸯㸫㸲㸫㸱は県ูの᪂タఫᏯ╔ᕤ⤫計（⥲ᩘ）（๓年ྠ᭶比）の᥎⛣を♧している。

㸯㸫㸱᭶は୰㒊ᅪに࠾いて๓年ྠ᭶比ࢫࢼ࣐となる県がඃໃであࡗたが、㸲᭶以㝆は
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県ࡸឡ▱県なが᫂ࡽな下げṆࡲりをぢࡏた。ᐩᒣ県と▼ᕝ県は �᭶がࢀࡒࢀࡑ๓

年ྠ᭶比でࢫࣛࣉ���㸣、ࢫࢼ࣐����㸣、以㝆も��᭶ࡲで低ㄪな᥎⛣となࡗた。たࡔ

し、��᭶にはࢫࣛࣉࢀࡒࢀࡑ���㸣、ࢫࣛࣉ����㸣となࡗた。⚟県は � ᭶がࢫࢼ࣐

����㸣、以㝆も �᭶ࡲでࢫࢼ࣐が⥆いたが �᭶以㝆はࢫࣛࣉᇶㄪとなり᫂ࡽな下げ

Ṇࡲりをぢࡏた。たࡔし、��᭶にはࢫࢼ࣐���㸣となࡗた。㛗㔝県は๓年ྠ᭶比でࣉ

ࢫࣛࣉる。�᭶ࢀࡽ࠼⪄たとࡗࡲも下げṆࡽと⾜き᮶し低ㄪながࢫࢼ࣐とࢫࣛ ���㸣、

��᭶ࢫࢼ࣐����㸣となࡗた。ᒱ㜧県は �᭶がࢫࢼ࣐����㸣、以㝆も��᭶ࡲで低ㄪな

᥎⛣となࡗた。たࡔし、��᭶にはࢫࣛࣉ����㸣となࡗた。㟼ᒸ県は � ᭶ࢫࣛࣉ ����㸣

であࡗたが、� ᭶と � ᭶はࢫࢼ࣐となࡗた。以㝆は低ㄪながࡽも下げṆࡗࡲたと⪃࠼

た。ឡ▱県はࡗ����㸣となࢫࢼ࣐る。��᭶はࢀࡽ � ᭶がࢫࣛࣉ���㸣、� ᭶と � ᭶は

��。たࡏりをぢࡲな下げṆࡽᇶㄪとなり᫂ࢫࣛࣉたが、以㝆はࡗとなࢫࢼ࣐ ᭶には

た。୕㔜県もࡗ����㸣となࢫࣛࣉ � ᭶以㝆に低ㄪながࡽも下げṆࡗࡲたと⪃ࢀࡽ࠼る。

� ᭶ࢫࢼ࣐����㸣、��᭶ࢫࣛࣉ����㸣となࡗた。滋賀県もྠᵝである。� ᭶ࢫࢼ࣐

���㸣、��᭶ࢫࣛࣉ����㸣となࡗた。

ᅗ㸯� 㸲� 㸲で᪂タఫᏯ╔ᕤᗋ㠃✚（㈚家）のᏘ⠇ㄪᩚ್を☜ㄆࡍると、᭶ࠎのࢀ

はあるものの、㈚家について ����年はࡡࡴ࠾࠾ᶓࡤいで᥎⛣したことが☜ㄆできる。
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（ฟᡤ）国ᅵ㏻┬ࠕᘓ⠏╔ᕤ⤫計ㄪᰝࠖ 
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（ฟᡤ）国ᅵ㏻┬ࠕᘓ⠏╔ᕤ⤫計ㄪᰝࠖ ͤᏘ⠇ㄪᩚ್はᙜ㈈ᅋసᡂ 
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16  労働力調査の都道府県別結果はモデル推計による参考値である。また、季節調整値ではない。

➨ �⠇　୰㒊ᅪの㞠⏝ືྥ

1. 労働
ここでは、୰㒊ᅪの㞠⏝ື向について☜ㄆࡍる。����年の୰㒊ᅪは引き⥆き全国的に

ぢてもປാ㟂⤥のࡗࡦ㏕ᗘ合いがᙉいᆅᇦであࡗた。

ᅗ㸯� 㸳� 㸯は ����年の県ูの᭷ຠồேಸ率の᥎⛣を♧している。ከくの県で㧗Ỉ‽

を⥔ᣢし全国（����年��᭶⌧ᅾ����ಸ）を上ᅇるỈ‽で᥎⛣していたことが☜ㄆできるが、

年ᚋ༙にࡸࡸఙࡧᝎࡔࢇ県もከい。県ูでは、ᐩᒣ県は �᭶����ಸ、��᭶����ಸ、▼ᕝ

県は �᭶����ಸ、��᭶����ಸ、⚟県は �᭶����ಸ、��᭶����ಸ、㛗㔝県は �᭶���� ಸ、

��᭶����ಸ、ᒱ㜧県は �᭶����ಸ、��᭶����ಸ、㟼ᒸ県は �᭶����ಸ、��᭶����ಸ、ឡ

▱県は �᭶����ಸ、��᭶����ಸ、୕ 㔜県は �᭶����ಸ、��᭶����ಸ、滋賀県は �᭶����ಸ、�

��᭶����ಸであり、滋賀県を㝖く୰㒊ᅪྛ県で��᭶の᭷ຠồேಸ率は全国を㉸࠼ていた。

ᅗ㸯� 㸳�㸰は����年の県ูの᪂つồேᩘの᥎⛣を♧している。年をと࠾してとࢇ

いて㧗Ỉ‽を⥔ᣢしたことが☜ㄆ࠾増加した。ここでも、㞠⏝にࡸࡸいࡤの県でᶓ

できる。

�た、ᅗ㸯ࡲ 㸳� 㸱の県ูの全ኻᴗ率に࠾いても ��、全ての県が全国の����年平均

である���㸣を下ᅇるỈ‽で᥎⛣していたことがࢃる。㟼ᒸ県と滋賀県を㝖く県では、

年をと࠾して ���㸣ྎで᥎⛣した。

ປാ㛫というഃ㠃ࡽぢると、年の༙ࡽࡤᚋ༙にけてఙࡧᝎࡴ県がከࡗた。

ᅗ㸯� 㸳� 㸲は県ูのᡤᐃእປാ㛫の᥎⛣を♧している。ᐩᒣ県は � ᭶����㛫、��

᭶����㛫、▼ᕝ県は � ᭶���� 㛫、��᭶���� 㛫、⚟県は � ᭶���� 㛫、��᭶

���� 㛫、㛗㔝県は �᭶���� 㛫、��᭶���� 㛫、ᒱ㜧県は �᭶���� 㛫、��᭶����

㛫、㟼ᒸ県は �᭶���� 㛫、��᭶���� 㛫、ឡ▱県は �᭶���� 㛫、��᭶���� 㛫、

୕㔜県は �᭶���� 㛫、��᭶���� 㛫、滋賀県は �᭶���� 㛫、��᭶���� 㛫であࡗた。

୰㒊ᅪに࠾いては、ປാ㟂⤥のࡗࡦ㏕がᚲࡎしもṧᴗ㛫の大ᖜな増加には⤖ࡧつな

࣮ࣆ一㒊の県でᡤᐃእປാ㛫がᕝ県な▼ࡸた、ᐩᒣ県ࡲ。たことが☜ㄆできるࡗ

。ているྍ⬟性があるࡂを㐣ࢡ
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（ฟᡤ）ཌ⏕ປാ┬ࠕ一⯡⫋ᴗ⤂≧ἣ（⫋ᴗᏳᐃᴗົ⤫計）ࠖ  
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➨ �❶　全国࠾よࡧ୰㒊ᅪの����年ᗘの⤒῭ぢ㏻ࡋ

➨ �❶でぢた世⏺⤒῭ῶ㏿ᠱᛕは����年も引き⥆き୰㒊ᅪ⤒῭に大きなᙳ㡪を࠼る

と⪃ࢀࡽ࠼る。ࡲた、����年に࠾いては➨ �❶でぢる消費税率引上げと政府による増税

対策のᙳ㡪にもὀ┠が㞟ࡲるとこࢁである。

ᮏ❶では、こうした世⏺⤒῭ື向ࡸ消費税増税のᙳ㡪を⪃៖したう࠼で、全国࠾よࡧ

୰㒊ᅪの����年ᗘの⤒῭ぢ㏻しについて分ᯒした ��。����年ᗘの୰㒊ᅪ⤒῭は⡿୰㈠᫆

ၥ㢟な㏻ၟၥ㢟のື向が世⏺⤒῭に࠼るᙳ㡪࠾よࡧ消費税増税のᙳ㡪がᠱᛕさࢀ

るものの、負担㍍ῶ策によるᢲし上げຠᯝもあり⦆ࡸなᅇが⥆くとぢ㎸ࢀࡲる ��。

➨ �⠇では、����年ᗘ（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ）࠾よࡧ����年ᗘ（ぢ㏻し）の全国の⤒῭ぢ㏻し

について、➨ �⠇ではྠࡌく୰㒊ᅪྛ県の⤒῭ぢ㏻しについて分ᯒしている。

17  本章は当財団「中部社研　経済見通し」（http://www.criser.jp/bunnseki/keizai_mitoshi.html）を掲載したものである。
18   本章の見通しは2018年12月時点の経済情勢を織り込んで分析したものであり、例えば、英国の欧州連合（EU）離脱をめぐる「合

意なき離脱」の可能性の一段の高まりといった、以降の情勢変化を織り込んでいない点に注意されたい。
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➨ 1 ⠇ 全国の⤒῭ぢ㏻ࡋに࡚࠸ࡘ 

最新の経済情勢（2018年 12月 14日時点）を織り込み、マクロ計量モデル等を用いて、2018年度、2019
年度の全国の経済見通しについて分析を行ったので報告する。 

2018年度 

ম経済は、消費の着実な拡大と設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復が続き、前年度
比+1.0％ 

前回経済見通し（2018年 10月 4日公表 年央改定）との比較では、2018年度ਸ਼ڮ次ଓ正算੧પが前
回୳定以上のૠெとなることを受けて公需を上方修正した一方、四半期別 GDP速報（内閣府、2018年 12
月 10日公表、2018年 7-9月期 2次速報値）の結果、民間企業設備、ୟ出が前回୳定以上に減したこと
などを受けて、成長率を-0.2ポイント下方修正した。 

企業部門では、世界経済が堅調に推移する中で企業業績が改善することを受けて、また、人手不足に伴う
自動化や省力化などもあり、設備投資が着実に増加する。 

家計部門では、雇用・所得環境が緩やかに改善し、個人消費も着実に増加する。一方で、2017年中に減
にૡगた住宅投資は引き続き低迷する。 

その結果、全国の実質経済成長率は、前年度比+1.0％と４年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の寄
与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.5%ポイント、+0.4%ポイント、+0.2%
ポイントと、民間需要、公需ともに成長に寄与する。 

2019年度 

ম経済は、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済に与える影響および 2019 年 10 月の
消費税増税の影響が懸念されるものの、負担軽減策による押し上げ効果もあり緩やかな回復は続
き、前年度比+0.9％ 

前回経済見通し（2018年 10月 4日公表 年央試算）との比較では、以降に発表された消費税増税の負担
軽減策による押し上げ効果などを反映して、成長率を＋0.3ポイント上方修正した。 

企業部門では、引き続き人手不足に伴う自動化や省力化等の設備投資に対する需要は大きいものの、世界
経済の成長率が 2018 年度より減速すること、消費税増税の影響により国内経済の回復の勢いも鈍ること
などを背景に、設備投資の増加の勢いは鈍ることが見込まれる。 

家計部門では、2019 年 10 月の消費税増税の影響により、民間消費は減速するものの、負担軽減策により
押し上げ効果もあり緩やかに増加することが見込まれる。住宅投資は下げ止まることが見込まれる。 

その結果、全国の実質経済成長率は、前年度比+0.9％と５年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の寄
与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.4%ポイント、+0.2%ポイント、+0.3%
ポイントと、2018年度と比べると減速するものの、引き続き民間需要、公需ともに成長に寄与する。 

 

なお、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済に与える影響および 2019年 10月の消費税増税の影響
が懸念材料として挙げられる。 
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計ᩘ表                ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 4᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

 

（ὀ㸯）ᮏぢ㏻ࠊࡣࡋ୰㒊ᅪの⤒῭ぢ㏻ࡋసᡂのࡵࡓにࡓࢀࡉ࡞もので࠶るࠋ 

（ὀ㸰）බ㟂ࠊࡣᨻᗓ消費ࠊබⓗᅛᐃ㈨ᮏᙧᡂのᐤᗘࠋ 

（ὀ３）እ㟂➼ࠊࡣ⛣㍺出ࡽ⛣㍺ධを᥍㝖ࡓࡋ⛣㍺出（⣧）➼のᐤᗘࠋ 

（ὀ㸲）➃ᩘฎ⌮の㛵ಀでྜ計ࡇ࠸࡞ࡋ⮴୍ࡀと࠶ࡀるࠋ 

 

࠙๓ᥦࠚ 

㸯㸬ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）ࠊ┦ሙࠊཎἜ㍺ධ౯᱁にࠊࡣ࡚࠸ࡘ௨ୗの๓ᥦを⨨࠸࡚࠸るࠋ 

 2018年ᗘ 

 

2019年ᗘ 

 ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）のᐇ

㉁ᡂ㛗率（㸣） 
3.6 3.5 3.5 3.4 

ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞ75.6 76.3 75.4 75.8 ࢺ 

 /113.4 111.1 111.8 110.6 ࣝࢻ 

/ேẸ元 16.5 16.5 16.2 16.4 

ཎἜ㍺ධ౯᱁（ࣝࣞࣂ/ࣝࢻ）

 

75.3 72.0 76.7 65.2 

（ὀ㸯）ୡ⏺ GDP（᪥ᮏを㝖ࡃ）のᐇ㉁ᡂ㛗率ࠊࡣ国㝿ᶵ㛵の⤒῭ぢ㏻ࡋをཧ⪃に⟬出ࠋ 

（ὀ㸰）ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࠊࡣࢺ⡿ࠊ࣮ࣟࣘࠊࣝࢻேẸ元➼ࠊ対㇟と࡞る全࡚の㏻㈌とのⅭ࣮᭰ࣞࢺをࠊ㈠᫆㢠➼でࢺ࢚࢘ࡓࡋࡅも

のࠋඛ⾜ࡁにࠊࡣ࡚࠸ࡘ㊊元の࣮ࣞࢺで୍ᐃとᐃࠋ 

（ὀ３）ཎἜ㍺ධ౯᱁ࠊࡣ㊊元の౯᱁と国㝿ᶵ㛵のぢ㏻ࡋをもとに⟬出ࠋ 

 

㸰㸬国ෆの㔠⼥ᨻ策ࠊࡣ࡚࠸ࡘ⌧ᅾの⦆ⓗ࡞㔠⼥ᨻ策ࢀࡉ⥆⥅ࡀるものと࠸࡚ࡋるࠋ 

 全国（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 1.9 1.2 1.0 0.6 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

1.0 

(0.6) 

1.0 

(0.6) 

1.0 

(0.5) 

0.6 

(0.4) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
-0.7 

(0.0) 

-5.4 

(-0.2) 

-5.3 

(-0.2) 

0.2 

(0.0) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
4.6 

(0.7) 

4.5 

(0.7) 

2.4 

(0.4) 

1.3 

(0.2) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (0.1) (0.1) (0.2) (0.1) (0.3) 

እ㟂➼ (0.5) (0.1) (0.0) (0.0) (0.0) 
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➨ 2 ⠇ ୰㒊ᅪの⤒῭ぢ㏻ࡋに࡚࠸ࡘ 

（ᐩᒣ県） 

最新の経済情勢（2018年 12月 14日時点）を織り込み、マクロ計量モデル等を用いて、2018年度、2019
年度の୕県の経済見通しについて分析を行ったので報告する。 

2018年度 

୕県経済は、消費の着実な拡大と設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復が続き、前年
度比+1.0％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央改定）との比較では、相次ぐ自然災害などを背景に全国の
四半期別 GDP 速報（内閣府、2018 年 12 月 10 日公表、2018 年 7-9 月期 2 次速報値）が大幅に落ち込ん
だことを受けて、୕県の民間企業設備を大幅に下方修正し、成長率を-0.4ポイント下方修正した。 

企業部門では、世界経済が堅調に推移する中で企業業績が改善することを受けて、また、人手不足に伴う
自動化や省力化などもあり、設備投資が着実に増加する。 

家計部門では、雇用・所得環境が緩やかに改善し、個人消費も着実に増加する。一方で、2017年中に減
にૡगた住宅投資は引き続き低迷する。 

その結果、୕県の実質経済成長率は、前年度比+1.0％と４年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備がそれぞれ+0.5%ポイント、+0.3%ポイント、ਗ需等が
+0.3％ポイントと、民間需要、ਗ需が成長に寄与する。 

2019年度 

୕県経済は、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響およ
び 2019 年 10 月の消費税増税の影響が懸念されるものの、政府による負担軽減策による押し上
げ効果もあり緩やかな回復は続き、前年度比+0.6％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央試算）との比較では、以降に発表された政府の消費税増税
負担軽減策による押し上げ効果などを反映して、成長率を＋0.2ポイント上方修正した。 

企業部門では、引き続き人手不足に伴う自動化や省力化等の設備投資に対する需要は大きいものの、世界
経済の成長率が 2018 年度より減速すること、消費税増税の影響により国内経済の回復の勢いも鈍ること
などを背景に、設備投資は減速しほぼ横ばいとなることが見込まれる。 

家計部門では、2019 年 10 月の消費税増税の影響により、民間消費は減速するものの、負担軽減策により
押し上げ効果もあり緩やかに増加することが見込まれる。住宅投資は下げ止まることが見込まれる。 

その結果、୕県の実質経済成長率は、前年度比+0.6％と５年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、公需がそれぞれ+0.3%ポイント、+0.2ポイントと、2018年度と比べ
ると減速するものの、民間需要、公需が成長に寄与する。 

 

なお、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響および 2019年 10月の
消費税増税の影響が懸念材料として挙げられる。 
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計ᩘ表                ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 5᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

 

（ὀ㸯）බ㟂ࠊࡣᨻᗓ消費ࠊබⓗᅛᐃ㈨ᮏᙧᡂのᐤᗘࠋ 

（ὀ㸰）እ㟂➼ࠊࡣ⛣㍺出ࡽ⛣㍺ධを᥍㝖ࡓࡋ⛣㍺出（⣧）➼のᐤᗘࠋ 

（ὀ３）➃ᩘฎ⌮の㛵ಀでྜ計ࡇ࠸࡞ࡋ⮴୍ࡀと࠶ࡀるࠋ 

 

࠙๓ᥦࠚ 

㸯㸬ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）ࠊ┦ሙࠊཎἜ㍺ධ౯᱁にࠊࡣ࡚࠸ࡘ௨ୗの๓ᥦを⨨࠸࡚࠸るࠋ 

 2018年ᗘ 

 

2019年ᗘ 

 ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）のᐇ

㉁ᡂ㛗率（㸣） 
3.6 3.5 3.5 3.4 

ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞ75.6 76.3 75.4 75.8 ࢺ 

 /113.4 111.1 111.8 110.6 ࣝࢻ 

/ேẸ元 16.5 16.5 16.2 16.4 

ཎἜ㍺ධ౯᱁（ࣝࣞࣂ/ࣝࢻ）

 

75.3 72.0 76.7 65.2 

（ὀ㸯）ୡ⏺ GDP（᪥ᮏを㝖ࡃ）のᐇ㉁ᡂ㛗率ࠊࡣ国㝿ᶵ㛵の⤒῭ぢ㏻ࡋをཧ⪃に⟬出ࠋ 

（ὀ㸰）ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࠊࡣࢺ⡿ࠊ࣮ࣟࣘࠊࣝࢻேẸ元➼ࠊ対㇟と࡞る全࡚の㏻㈌とのⅭ࣮᭰ࣞࢺをࠊ㈠᫆㢠➼でࢺ࢚࢘ࡓࡋࡅも

のࠋඛ⾜ࡁにࠊࡣ࡚࠸ࡘ㊊元の࣮ࣞࢺで୍ᐃとᐃࠋ 

（ὀ３）ཎἜ㍺ධ౯᱁ࠊࡣ㊊元の౯᱁と国㝿ᶵ㛵のぢ㏻ࡋをもとに⟬出ࠋ 

 

㸰㸬国ෆの㔠⼥ᨻ策ࠊࡣ࡚࠸ࡘ⌧ᅾの⦆ⓗ࡞㔠⼥ᨻ策ࢀࡉ⥆⥅ࡀるものと࠸࡚ࡋるࠋ 

 

 ᐩᒣ県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 1.6 1.4 1.0 0.4 0.6 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

0.9 

(0.5) 

1.0 

(0.5) 

1.0 

(0.5) 

0.5 

(0.3) 

0.5 

(0.3) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
-1.6 

(0.0) 

-6.4 

(-0.2) 

-6.3 

(-0.2) 

0.1 

(0.0) 

1.0 

(0.0) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
3.5 

(0.6) 

3.8 

(0.6) 

1.8 

(0.3) 

0.1 

(0.0) 

0.1 

(0.0) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (0.1) (0.0) (0.0) (0.0) (0.2) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (0.5) (0.4) (0.3) (0.1) (0.1) (0.0) (0.0) 
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（▼ᕝ県） 

最新の経済情勢（2018年 12月 14日時点）を織り込み、マクロ計量モデル等を用いて、2018年度、2019
年度のલਆ県の経済見通しについて分析を行ったので報告する。 

2018年度 

લਆ県経済は、消費の着実な拡大と設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復が続き、前年
度比+1.3％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央改定）との比較では、相次ぐ自然災害などを背景に全国の
四半期別 GDP 速報（内閣府、2018 年 12 月 10 日公表、2018 年 7-9 月期 2 次速報値）が大幅に落ち込ん
だことを受けて、લਆ県の民間企業設備を大幅に下方修正し、成長率を-0.5ポイント下方修正した。 

企業部門では、世界経済が堅調に推移する中で企業業績が改善することを受けて、また、人手不足に伴う
自動化や省力化などもあり、設備投資が着実に増加する。 

家計部門では、雇用・所得環境が緩やかに改善し、個人消費も着実に増加する。一方で、2017年中に減速
した住宅投資は引き続き低迷する。 

ਨಮ新ୌのস・ྯ賀間の૦設がਤ⎃する中で、公ુ投資が増加する。 

その結果、લਆ県の実質経済成長率は、前年度比+1.3％とڵ年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.4%ポイント、+0.2%ポイント、
+0.6%ポイント、ਗ需等が+0.2％ポイントと、民間需要、公需、ਗ需が成長に寄与する。 

2019年度 

લਆ県経済は、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響およ
び 2019 年 10 月の消費税増税の影響が懸念されるものの、政府による負担軽減策による押し上
げ効果もあり緩やかな回復は続き、前年度比+0.9％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央試算）との比較では、以降に発表された政府の消費税増税
負担軽減策による押し上げ効果などを反映して、成長率を＋0.4ポイント上方修正した。 

企業部門では、引き続き人手不足に伴う自動化や省力化等の設備投資に対する需要は大きいものの、世界
経済の成長率が 2018 年度より減速すること、消費税増税の影響により国内経済の回復の勢いも鈍ること
などを背景に、設備投資は減速しほぼ横ばいとなることが見込まれる。 

家計部門では、2019 年 10 月の消費税増税の影響により、民間消費は減速するものの、負担軽減策により
押し上げ効果もあり緩やかに増加することが見込まれる。住宅投資は下げ止まることが見込まれる。 

引き続き、ਨಮ新ୌのস・ྯ賀間の૦設がਤ⎃する中で、公ુ投資が増加する。 

その結果、લਆ県の実質経済成長率は、前年度比+0.9％と 10年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、公需がそれぞれ+0.2%ポイント、+0.6%ポイントと、2018 年度と比
べると減速するものの、民間需要、公需が成長に寄与する。 

なお、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響および 2019年 10月の
消費税増税の影響が懸念材料として挙げられる。 
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計ᩘ表                ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 5᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

 

（ὀ㸯）බ㟂ࠊࡣᨻᗓ消費ࠊබⓗᅛᐃ㈨ᮏᙧᡂのᐤᗘࠋ 

（ὀ㸰）እ㟂➼ࠊࡣ⛣㍺出ࡽ⛣㍺ධを᥍㝖ࡓࡋ⛣㍺出（⣧）➼のᐤᗘࠋ 

（ὀ３）➃ᩘฎ⌮の㛵ಀでྜ計ࡇ࠸࡞ࡋ⮴୍ࡀと࠶ࡀるࠋ 

 

࠙๓ᥦࠚ 

㸯㸬ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）ࠊ┦ሙࠊཎἜ㍺ධ౯᱁にࠊࡣ࡚࠸ࡘ௨ୗの๓ᥦを⨨࠸࡚࠸るࠋ 

 2018年ᗘ 

 

2019年ᗘ 

 ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）のᐇ

㉁ᡂ㛗率（㸣） 
3.6 3.5 3.5 3.4 

ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞ75.6 76.3 75.4 75.8 ࢺ 

 /113.4 111.1 111.8 110.6 ࣝࢻ 

/ேẸ元 16.5 16.5 16.2 16.4 

ཎἜ㍺ධ౯᱁（ࣝࣞࣂ/ࣝࢻ）

 

75.3 72.0 76.7 65.2 

（ὀ㸯）ୡ⏺ GDP（᪥ᮏを㝖ࡃ）のᐇ㉁ᡂ㛗率ࠊࡣ国㝿ᶵ㛵の⤒῭ぢ㏻ࡋをཧ⪃に⟬出ࠋ 

（ὀ㸰）ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࠊࡣࢺ⡿ࠊ࣮ࣟࣘࠊࣝࢻேẸ元➼ࠊ対㇟と࡞る全࡚の㏻㈌とのⅭ࣮᭰ࣞࢺをࠊ㈠᫆㢠➼でࢺ࢚࢘ࡓࡋࡅも

のࠋඛ⾜ࡁにࠊࡣ࡚࠸ࡘ㊊元の࣮ࣞࢺで୍ᐃとᐃࠋ 

（ὀ３）ཎἜ㍺ධ౯᱁ࠊࡣ㊊元の౯᱁と国㝿ᶵ㛵のぢ㏻ࡋをもとに⟬出ࠋ 

 

㸰㸬国ෆの㔠⼥ᨻ策ࠊࡣ࡚࠸ࡘ⌧ᅾの⦆ⓗ࡞㔠⼥ᨻ策ࢀࡉ⥆⥅ࡀるものと࠸࡚ࡋるࠋ 

 

 ▼ᕝ県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 2.0 1.8 1.3 0.5 0.9 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

0.7 

(0.4) 

0.7 

(0.4) 

0.7 

(0.4) 

0.4 

(0.2) 

0.4 

(0.2) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
0.1 

(0.0) 

-4.2 

(-0.1) 

-4.1 

(-0.1) 

0.2 

(0.0) 

1.0 

(0.0) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
2.9 

(0.5) 

4.5 

(0.7) 

1.3 

(0.2) 

0.1 

(0.0) 

0.0 

(0.0) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (0.6) (0.6) (0.6) (0.3) (0.6) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (0.5) (0.3) (0.2) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 
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（⚟県） 

最新の経済情勢（2018年 12月 14日時点）を織り込み、マクロ計量モデル等を用いて、2018年度、2019
年度のૣ੩県の経済見通しについて分析を行ったので報告する。 

2018年度 

ૣ੩県経済は、消費の着実な拡大と設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復が続き、前年
度比+2.2％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央改定）との比較では、相次ぐ自然災害などを背景に全国の
四半期別 GDP 速報（内閣府、2018 年 12 月 10 日公表、2018 年 7-9 月期 2 次速報値）が大幅に落ち込ん
だことを受けて、ૣ੩県の民間企業設備を下方修正し、成長率を-0.2ポイント下方修正した。 

企業部門では、世界経済が堅調に推移する中で企業業績が改善することを受けて、また、人手不足に伴う
自動化や省力化などもあり、設備投資が着実に増加する。 

家計部門では、雇用・所得環境が緩やかに改善し、個人消費も着実に増加する。一方で、2017年中に減
にૡगた住宅投資は引き続き低迷する。 

ਨಮ新ୌのস・ྯ賀間の૦設がਤ⎃する中で、公ુ投資が増加する。 

その結果、ૣ੩県の実質経済成長率は、前年度比+2.2％と４年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.6%ポイント、+0.6%ポイント、
+1.1%ポイントと、民間需要、公需が成長に寄与する。 

2019年度 

ૣ੩県経済は、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響およ
び 2019 年 10 月の消費税増税の影響が懸念されるものの、政府による負担軽減策による押し上
げ効果もあり緩やかな回復は続き、前年度比+1.9％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央試算）との比較では、以降に発表された政府の消費税増税
負担軽減策による押し上げ効果などを反映して、成長率を＋0.4ポイント上方修正した。 

企業部門では、引き続き人手不足に伴う自動化や省力化等の設備投資に対する需要は大きいものの、世界
経済の成長率が 2018 年度より減速すること、消費税増税の影響により国内経済の回復の勢いも鈍ること
などを背景に、設備投資の増加の勢いはॎङかに鈍ることが見込まれる。 

家計部門では、2019 年 10 月の消費税増税の影響により、民間消費は減速するものの、負担軽減策により
押し上げ効果もあり緩やかに増加することが見込まれる。住宅投資は下げ止まることが見込まれる。 

引き続き、ਨಮ新ୌのস・ྯ賀間の૦設がਤ⎃する中で、公ુ投資が増加する。 

その結果、ૣ੩県の実質経済成長率は、前年度比+1.9％と５年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.3%ポイント、+0.5%ポイント、
+1.0%ポイントと、2018年度と比べると減速するものの、民間需要、公需が成長に寄与する。 

なお、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響および 2019年 10月の
消費税増税の影響が懸念材料として挙げられる。 



―��―
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計ᩘ表                ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 5᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

 

（ὀ㸯）බ㟂ࠊࡣᨻᗓ消費ࠊබⓗᅛᐃ㈨ᮏᙧᡂのᐤᗘࠋ 

（ὀ㸰）እ㟂➼ࠊࡣ⛣㍺出ࡽ⛣㍺ධを᥍㝖ࡓࡋ⛣㍺出（⣧）➼のᐤᗘࠋ 

（ὀ３）➃ᩘฎ⌮の㛵ಀでྜ計ࡇ࠸࡞ࡋ⮴୍ࡀと࠶ࡀるࠋ 

 

࠙๓ᥦࠚ 

㸯㸬ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）ࠊ┦ሙࠊཎἜ㍺ධ౯᱁にࠊࡣ࡚࠸ࡘ௨ୗの๓ᥦを⨨࠸࡚࠸るࠋ 

 2018年ᗘ 

 

2019年ᗘ 

 ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）のᐇ

㉁ᡂ㛗率（㸣） 
3.6 3.5 3.5 3.4 

ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞ75.6 76.3 75.4 75.8 ࢺ 

 /113.4 111.1 111.8 110.6 ࣝࢻ 

/ேẸ元 16.5 16.5 16.2 16.4 

ཎἜ㍺ධ౯᱁（ࣝࣞࣂ/ࣝࢻ）

 

75.3 72.0 76.7 65.2 

（ὀ㸯）ୡ⏺ GDP（᪥ᮏを㝖ࡃ）のᐇ㉁ᡂ㛗率ࠊࡣ国㝿ᶵ㛵の⤒῭ぢ㏻ࡋをཧ⪃に⟬出ࠋ 

（ὀ㸰）ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࠊࡣࢺ⡿ࠊ࣮ࣟࣘࠊࣝࢻேẸ元➼ࠊ対㇟と࡞る全࡚の㏻㈌とのⅭ࣮᭰ࣞࢺをࠊ㈠᫆㢠➼でࢺ࢚࢘ࡓࡋࡅも

のࠋඛ⾜ࡁにࠊࡣ࡚࠸ࡘ㊊元の࣮ࣞࢺで୍ᐃとᐃࠋ 

（ὀ３）ཎἜ㍺ධ౯᱁ࠊࡣ㊊元の౯᱁と国㝿ᶵ㛵のぢ㏻ࡋをもとに⟬出ࠋ 

 

㸰㸬国ෆの㔠⼥ᨻ策ࠊࡣ࡚࠸ࡘ⌧ᅾの⦆ⓗ࡞㔠⼥ᨻ策ࢀࡉ⥆⥅ࡀるものと࠸࡚ࡋるࠋ 

 

 ⚟県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 1.9 2.4 2.2 1.5 1.9 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

0.5 

(0.3) 

1.0 

(0.6) 

1.0 

(0.6) 

0.5 

(0.3) 

0.6 

(0.3) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
-0.9 

(0.0) 

-2.6 

(-0.1) 

-2.6 

(-0.1) 

1.1 

(0.0) 

3.4 

(0.1) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
5.6 

(0.8) 

5.3 

(0.8) 

3.6 

(0.6) 

2.9 

(0.5) 

2.9 

(0.5) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (1.0) (1.1) (1.1) (0.7) (1.0) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (-0.2) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 
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（㛗㔝県） 

最新の経済情勢（2018年 12月 14日時点）を織り込み、マクロ計量モデル等を用いて、2018年度、2019
年度の長県の経済見通しについて分析を行ったので報告する。 

2018年度 

শ県経済は、消費の着実な拡大と設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復が続き、前年
度比+0.6％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央改定）との比較では、相次ぐ自然災害などを背景に全国の
四半期別 GDP 速報（内閣府、2018 年 12 月 10 日公表、2018 年 7-9 月期 2 次速報値）が大幅に落ち込ん
だことを受けて、長県の民間企業設備などを下方修正し、成長率を-0.5ポイント下方修正した。 

企業部門では、世界経済および国内経済が堅調に推移する中で企業業績が改善することを受けて、また、
人手不足に伴う自動化や省力化などもあり、設備投資が着実に増加する。 

家計部門では、雇用・所得環境が緩やかに改善し、個人消費も着実に増加する。一方で、2017年中に減速
した住宅投資は引き続き低迷する。 

その結果、長県の実質経済成長率は、前年度比+0.6％とڲ年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備がそれぞれ+0.6%ポイント、+0.3%ポイントと、民間需
要が成長に寄与する。 

2019年度 

শ県経済は、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響およ
び 2019 年 10 月の消費税増税の影響が懸念されるものの、政府による負担軽減策による押し上
げ効果もあり緩やかな回復は続き、前年度比+0.7％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央試算）との比較では、以降に発表された政府の消費税増税
負担軽減策による押し上げ効果などを反映して、成長率を＋0.3ポイント上方修正した。 

企業部門では、引き続き人手不足に伴う自動化や省力化等の設備投資に対する需要は大きいものの、世界
経済の成長率が 2018 年度より減速すること、消費税増税の影響により国内経済の回復の勢いも鈍ること
などを背景に、設備投資の増加の勢いは鈍ることが見込まれる。 

家計部門では、2019 年 10 月の消費税増税の影響により、民間消費は減速するものの、負担軽減策により
押し上げ効果もあり緩やかに増加することが見込まれる。住宅投資は下げ止まることが見込まれる。 

その結果、長県の実質経済成長率は、前年度比+0.7％とڳ年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.3%ポイント、+0.1%ポイント、
+0.1%ポイントと、民間需要、公需が成長に寄与する。 

 

なお、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響および 2019年 10月の
消費税増税の影響が懸念材料として挙げられる。 
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計ᩘ表                ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 5᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

 

（ὀ㸯）බ㟂ࠊࡣᨻᗓ消費ࠊබⓗᅛᐃ㈨ᮏᙧᡂのᐤᗘࠋ 

（ὀ㸰）እ㟂➼ࠊࡣ⛣㍺出ࡽ⛣㍺ධを᥍㝖ࡓࡋ⛣㍺出（⣧）➼のᐤᗘࠋ 

（ὀ３）➃ᩘฎ⌮の㛵ಀでྜ計ࡇ࠸࡞ࡋ⮴୍ࡀと࠶ࡀるࠋ 

 

࠙๓ᥦࠚ 

㸯㸬ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）ࠊ┦ሙࠊཎἜ㍺ධ౯᱁にࠊࡣ࡚࠸ࡘ௨ୗの๓ᥦを⨨࠸࡚࠸るࠋ 

 2018年ᗘ 

 

2019年ᗘ 

 ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）のᐇ

㉁ᡂ㛗率（㸣） 
3.6 3.5 3.5 3.4 

ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞ75.6 76.3 75.4 75.8 ࢺ 

 /113.4 111.1 111.8 110.6 ࣝࢻ 

/ேẸ元 16.5 16.5 16.2 16.4 

ཎἜ㍺ධ౯᱁（ࣝࣞࣂ/ࣝࢻ）

 

75.3 72.0 76.7 65.2 

（ὀ㸯）ୡ⏺ GDP（᪥ᮏを㝖ࡃ）のᐇ㉁ᡂ㛗率ࠊࡣ国㝿ᶵ㛵の⤒῭ぢ㏻ࡋをཧ⪃に⟬出ࠋ 

（ὀ㸰）ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࠊࡣࢺ⡿ࠊ࣮ࣟࣘࠊࣝࢻேẸ元➼ࠊ対㇟と࡞る全࡚の㏻㈌とのⅭ࣮᭰ࣞࢺをࠊ㈠᫆㢠➼でࢺ࢚࢘ࡓࡋࡅも

のࠋඛ⾜ࡁにࠊࡣ࡚࠸ࡘ㊊元の࣮ࣞࢺで୍ᐃとᐃࠋ 

（ὀ３）ཎἜ㍺ධ౯᱁ࠊࡣ㊊元の౯᱁と国㝿ᶵ㛵のぢ㏻ࡋをもとに⟬出ࠋ 

 

㸰㸬国ෆの㔠⼥ᨻ策ࠊࡣ࡚࠸ࡘ⌧ᅾの⦆ⓗ࡞㔠⼥ᨻ策ࢀࡉ⥆⥅ࡀるものと࠸࡚ࡋるࠋ 

 

 㛗㔝県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 1.3 1.1 0.6 0.4 0.7 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

1.1 

(0.6) 

1.0 

(0.6) 

1.0 

(0.6) 

0.6 

(0.3) 

0.6 

(0.3) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
0.1 

(0.0) 

-4.1 

(-0.1) 

-4.0 

(-0.1) 

0.2 

(0.0) 

1.8 

(0.1) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
3.9 

(0.5) 

4.9 

(0.6) 

2.1 

(0.3) 

0.8 

(0.1) 

0.7 

(0.1) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (-0.3) (-0.2) (-0.2) (-0.1) (0.1) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (0.5) (0.3) (0.1) (0.1) (0.1) (0.0) (0.0) 
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（ᒱ㜧県） 

最新の経済情勢（2018年 12月 14日時点）を織り込み、マクロ計量モデル等を用いて、2018年度、2019
年度のว県の経済見通しについて分析を行ったので報告する。 

2018年度 

ว県経済は、消費の着実な拡大と設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復が続き、前年
度比+1.0％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央改定）との比較では、相次ぐ自然災害などを背景に全国の
四半期別 GDP 速報（内閣府、2018 年 12 月 10 日公表、2018 年 7-9 月期 2 次速報値）が大幅に落ち込ん
だことを受けて、ว県の民間企業設備を下方修正し、成長率を-0.1ポイント下方修正した。 

企業部門では、世界経済および国内経済が堅調に推移する中で企業業績が改善することを受けて、また、
人手不足に伴う自動化や省力化などもあり、設備投資が着実に増加する。 

家計部門では、雇用・所得環境が緩やかに改善し、個人消費も着実に増加する。一方で、2017年中に減速
した住宅投資は引き続き低迷する。 

その結果、ว県の実質経済成長率は、前年度比+1.0％と５年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.5%ポイント、+0.1%ポイント、
+0.3％ポイントと、民間需要、公需が成長に寄与する。 

2019年度 

ว県経済は、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響およ
び 2019 年 10 月の消費税増税の影響が懸念されるものの、政府による負担軽減策による押し上
げ効果もあり緩やかな回復は続き、前年度比+0.5％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央試算）との比較では、以降に発表された政府の消費税増税
負担軽減策による押し上げ効果などを反映して、成長率を＋0.3ポイント上方修正した。 

企業部門では、引き続き人手不足に伴う自動化や省力化等の設備投資に対する需要は大きいものの、世界
経済の成長率が 2018 年度より減速すること、消費税増税の影響により国内経済の回復の勢いも鈍ること
などを背景に、設備投資は減速しほぼ横ばいとなることが見込まれる。 

家計部門では、2019 年 10 月の消費税増税の影響により、民間消費は減速するものの、負担軽減策により
押し上げ効果もあり緩やかに増加することが見込まれる。住宅投資は下げ止まることが見込まれる。 

その結果、ว県の実質経済成長率は、前年度比+0.5％とڲ年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、公需がそれぞれ+0.3%ポイント、+0.4%ポイントと、2018 年度と比
べると減速するものの、民間需要、公需が成長に寄与する。 

 

なお、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響および 2019年 10月の
消費税増税の影響が懸念材料として挙げられる。 
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計ᩘ表               ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 5᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

 

（ὀ㸯）බ㟂ࠊࡣᨻᗓ消費ࠊබⓗᅛᐃ㈨ᮏᙧᡂのᐤᗘࠋ 

（ὀ㸰）እ㟂➼ࠊࡣ⛣㍺出ࡽ⛣㍺ධを᥍㝖ࡓࡋ⛣㍺出（⣧）➼のᐤᗘࠋ 

（ὀ３）➃ᩘฎ⌮の㛵ಀでྜ計ࡇ࠸࡞ࡋ⮴୍ࡀと࠶ࡀるࠋ 

 

࠙๓ᥦࠚ 

㸯㸬ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）ࠊ┦ሙࠊཎἜ㍺ධ౯᱁にࠊࡣ࡚࠸ࡘ௨ୗの๓ᥦを⨨࠸࡚࠸るࠋ 

 2018年ᗘ 

 

2019年ᗘ 

 ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）のᐇ

㉁ᡂ㛗率（㸣） 
3.6 3.5 3.5 3.4 

ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞ75.6 76.3 75.4 75.8 ࢺ 

 /113.4 111.1 111.8 110.6 ࣝࢻ 

/ேẸ元 16.5 16.5 16.2 16.4 

ཎἜ㍺ධ౯᱁（ࣝࣞࣂ/ࣝࢻ）

 

75.3 72.0 76.7 65.2 

（ὀ㸯）ୡ⏺ GDP（᪥ᮏを㝖ࡃ）のᐇ㉁ᡂ㛗率ࠊࡣ国㝿ᶵ㛵の⤒῭ぢ㏻ࡋをཧ⪃に⟬出ࠋ 

（ὀ㸰）ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࠊࡣࢺ⡿ࠊ࣮ࣟࣘࠊࣝࢻேẸ元➼ࠊ対㇟と࡞る全࡚の㏻㈌とのⅭ࣮᭰ࣞࢺをࠊ㈠᫆㢠➼でࢺ࢚࢘ࡓࡋࡅも

のࠋඛ⾜ࡁにࠊࡣ࡚࠸ࡘ㊊元の࣮ࣞࢺで୍ᐃとᐃࠋ 

（ὀ３）ཎἜ㍺ධ౯᱁ࠊࡣ㊊元の౯᱁と国㝿ᶵ㛵のぢ㏻ࡋをもとに⟬出ࠋ 

 

㸰㸬国ෆの㔠⼥ᨻ策ࠊࡣ࡚࠸ࡘ⌧ᅾの⦆ⓗ࡞㔠⼥ᨻ策ࢀࡉ⥆⥅ࡀるものと࠸࡚ࡋるࠋ 

 

 ᒱ㜧県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 1.6 1.1 1.0 0.2 0.5 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

1.2 

(0.7) 

0.9 

(0.5) 

0.9 

(0.5) 

0.4 

(0.3) 

0.5 

(0.3) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
0.1 

(0.0) 

-4.2 

(-0.1) 

-4.1 

(-0.1) 

-0.2 

(0.0) 

0.1 

(0.0) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
3.4 

(0.4) 

1.3 

(0.2) 

0.8 

(0.1) 

0.0 

(0.0) 

0.0 

(0.0) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (0.2) (0.3) (0.3) (0.1) (0.4) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (0.2) (0.2) (0.2) (-0.2) (-0.2) (0.0) (0.0) 



―��―
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（㟼ᒸ県） 

最新の経済情勢（2018年 12月 14日時点）を織り込み、マクロ計量モデル等を用いて、2018年度、2019
年度のಯળ県の経済見通しについて分析を行ったので報告する。 

2018年度 

ಯળ県経済は、消費の着実な拡大と設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復が続き、前年
度比+1.0％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央改定）との比較では、相次ぐ自然災害などを背景に全国の
四半期別 GDP 速報（内閣府、2018 年 12 月 10 日公表、2018 年 7-9 月期 2 次速報値）が大幅に落ち込ん
だことを受けて、ಯળ県の民間企業設備などを下方修正し、成長率を-0.3ポイント下方修正した。 

企業部門では、世界経済が堅調に推移する中で企業業績が改善することを受けて、また、人手不足に伴う
自動化や省力化などもあり、設備投資が着実に増加する。 

家計部門では、雇用・所得環境が緩やかに改善し、個人消費も着実に増加する。一方で、2017年中に減
にૡगた住宅投資は引き続き低迷する。 

その結果、ಯળ県の実質経済成長率は、前年度比+1.0％と４年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備がそれぞれ+0.7%ポイント、+0.3%ポイント、ਗ需等が
+0.2％ポイントと、民間需要、ਗ需が成長に寄与する。 

2019年度 

ಯળ県経済は、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響およ
び 2019 年 10 月の消費税増税の影響が懸念されるものの、政府による負担軽減策による押し上
げ効果もあり緩やかな回復は続き、前年度比+1.0％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央試算）との比較では、以降に発表された政府の消費税増税
負担軽減策による押し上げ効果などを反映して、成長率を＋0.3ポイント上方修正した。 

企業部門では、引き続き人手不足に伴う自動化や省力化等の設備投資に対する需要は大きいものの、世界
経済の成長率が 2018 年度より減速すること、消費税増税の影響により国内経済の回復の勢いも鈍ること
などを背景に、設備投資の増加の勢いは鈍ることが見込まれる。 

家計部門では、2019 年 10 月の消費税増税の影響により、民間消費は減速するものの、負担軽減策により
押し上げ効果もあり緩やかに増加することが見込まれる。住宅投資は下げ止まることが見込まれる。 

その結果、ಯળ県の実質経済成長率は、前年度比+1.0％と５年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.5%ポイント、+0.1%ポイント、
+0.1%ポイント、ਗ需等が+0.2％ポイントと、民間需要、公需、ਗ需が成長に寄与する。 

 

なお、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響および 2019年 10月の
消費税増税の影響が懸念材料として挙げられる。 

 

 



―��―

 

 6 0   
 

計ᩘ表                ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 5᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

 

（ὀ㸯）බ㟂ࠊࡣᨻᗓ消費ࠊබⓗᅛᐃ㈨ᮏᙧᡂのᐤᗘࠋ 

（ὀ㸰）እ㟂➼ࠊࡣ⛣㍺出ࡽ⛣㍺ධを᥍㝖ࡓࡋ⛣㍺出（⣧）➼のᐤᗘࠋ 

（ὀ３）➃ᩘฎ⌮の㛵ಀでྜ計ࡇ࠸࡞ࡋ⮴୍ࡀと࠶ࡀるࠋ 

 

࠙๓ᥦࠚ 

㸯㸬ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）ࠊ┦ሙࠊཎἜ㍺ධ౯᱁にࠊࡣ࡚࠸ࡘ௨ୗの๓ᥦを⨨࠸࡚࠸るࠋ 

 2018年ᗘ 

 

2019年ᗘ 

 ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）のᐇ

㉁ᡂ㛗率（㸣） 
3.6 3.5 3.5 3.4 

ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞ75.6 76.3 75.4 75.8 ࢺ 

 /113.4 111.1 111.8 110.6 ࣝࢻ 

/ேẸ元 16.5 16.5 16.2 16.4 

ཎἜ㍺ධ౯᱁（ࣝࣞࣂ/ࣝࢻ）

 

75.3 72.0 76.7 65.2 

（ὀ㸯）ୡ⏺ GDP（᪥ᮏを㝖ࡃ）のᐇ㉁ᡂ㛗率ࠊࡣ国㝿ᶵ㛵の⤒῭ぢ㏻ࡋをཧ⪃に⟬出ࠋ 

（ὀ㸰）ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࠊࡣࢺ⡿ࠊ࣮ࣟࣘࠊࣝࢻேẸ元➼ࠊ対㇟と࡞る全࡚の㏻㈌とのⅭ࣮᭰ࣞࢺをࠊ㈠᫆㢠➼でࢺ࢚࢘ࡓࡋࡅも

のࠋඛ⾜ࡁにࠊࡣ࡚࠸ࡘ㊊元の࣮ࣞࢺで୍ᐃとᐃࠋ 

（ὀ３）ཎἜ㍺ධ౯᱁ࠊࡣ㊊元の౯᱁と国㝿ᶵ㛵のぢ㏻ࡋをもとに⟬出ࠋ 

 

㸰㸬国ෆの㔠⼥ᨻ策ࠊࡣ࡚࠸ࡘ⌧ᅾの⦆ⓗ࡞㔠⼥ᨻ策ࢀࡉ⥆⥅ࡀるものと࠸࡚ࡋるࠋ 

 

 㟼ᒸ県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 1.9 1.3 1.0 0.7 1.0 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

1.5 

(0.8) 

1.4 

(0.7) 

1.4 

(0.7) 

0.9 

(0.5) 

1.1 

(0.5) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
-0.6 

(0.0) 

-3.2 

(-0.1) 

-3.2 

(-0.1) 

0.0 

(0.0) 

0.3 

(0.0) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
2.3 

(0.3) 

3.0 

(0.4) 

2.2 

(0.3) 

0.6 

(0.1) 

0.7 

(0.1) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (-0.1) (-0.1) (-0.1) (0.0) (0.1) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (0.9) (0.4) (0.2) (0.2) (0.2) (0.0) (0.0) 
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（ឡ▱県） 

最新の経済情勢（2018年 12月 14日時点）を織り込み、マクロ計量モデル等を用いて、2018年度、2019
年度のఎੴ県の経済見通しについて分析を行ったので報告する。 

2018年度 

ఎੴ県経済は、消費の着実な拡大と設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復が続き、前年
度比+1.8％ 

前回経済見通し（2018年 10月 4日公表 年央改定）との比較では、相次ぐ自然災害などを背景に全国の
四半期別 GDP 速報（内閣府、2018 年 12 月 10 日公表、2018 年 7-9 月期 2 次速報値）が大幅に落ち込ん
だことを受けて、ఎੴ県の民間企業設備を大幅に下方修正し、成長率を-0.4ポイント下方修正した。 

企業部門では、世界経済が堅調に推移する中で企業業績が改善することを受けて、また、人手不足に伴う
自動化や省力化などもあり、設備投資が着実に増加する。 

家計部門では、雇用・所得環境が緩やかに改善し、個人消費も着実に増加する。一方で、2017年中に減速
した住宅投資は引き続き低迷する。 

その結果、ఎੴ県の実質経済成長率は、前年度比+1.8％と４年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備がそれぞれ+0.7%ポイント、+0.4%ポイント、ਗ需等が
+0.6％ポイントと、民間需要、ਗ需が成長に寄与する。 

2019年度 

ఎੴ県経済は、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響およ
び 2019 年 10 月の消費税増税の影響が懸念されるものの、政府による負担軽減策による押し上
げ効果もあり緩やかな回復は続き、前年度比+1.0％ 

前回経済見通し（2018年 10月 4日公表 年央試算）との比較では、以降に発表された政府の消費税増税
負担軽減策による押し上げ効果などを反映して、成長率を＋0.3ポイント上方修正した。 

企業部門では、引き続き人手不足に伴う自動化や省力化等の設備投資に対する需要は大きいものの、世界
経済の成長率が 2018 年度より減速すること、消費税増税の影響により国内経済の回復の勢いも鈍ること
などを背景に、設備投資の増加の勢いは鈍ることが見込まれる。 

家計部門では、2019 年 10 月の消費税増税の影響により、民間消費は減速するものの、負担軽減策により
押し上げ効果もあり緩やかに増加することが見込まれる。住宅投資は下げ止まることが見込まれる。 

その結果、ఎੴ県の実質経済成長率は、前年度比+1.0％と５年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.4%ポイント、+0.2%ポイント、
+0.2％ポイントと、2018年度と比べると減速するものの、民間需要、公需が成長に寄与する。 

 

なお、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響および 2019年 10月の
消費税増税の影響が懸念材料として挙げられる。 
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計ᩘ表                ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 4᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

 

（ὀ㸯）බ㟂ࠊࡣᨻᗓ消費ࠊබⓗᅛᐃ㈨ᮏᙧᡂのᐤᗘࠋ 

（ὀ㸰）እ㟂➼ࠊࡣ⛣㍺出ࡽ⛣㍺ධを᥍㝖ࡓࡋ⛣㍺出（⣧）➼のᐤᗘࠋ 

（ὀ３）➃ᩘฎ⌮の㛵ಀでྜ計ࡇ࠸࡞ࡋ⮴୍ࡀと࠶ࡀるࠋ 

 

࠙๓ᥦࠚ 

㸯㸬ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）ࠊ┦ሙࠊཎἜ㍺ධ౯᱁にࠊࡣ࡚࠸ࡘ௨ୗの๓ᥦを⨨࠸࡚࠸るࠋ 

 2018年ᗘ 

 

2019年ᗘ 

 ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）のᐇ

㉁ᡂ㛗率（㸣） 
3.6 3.5 3.5 3.4 

ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞ75.6 76.3 75.4 75.8 ࢺ 

 /113.4 111.1 111.8 110.6 ࣝࢻ 

/ேẸ元 16.5 16.5 16.2 16.4 

ཎἜ㍺ධ౯᱁（ࣝࣞࣂ/ࣝࢻ）

 

75.3 72.0 76.7 65.2 

（ὀ㸯）ୡ⏺ GDP（᪥ᮏを㝖ࡃ）のᐇ㉁ᡂ㛗率ࠊࡣ国㝿ᶵ㛵の⤒῭ぢ㏻ࡋをཧ⪃に⟬出ࠋ 

（ὀ㸰）ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࠊࡣࢺ⡿ࠊ࣮ࣟࣘࠊࣝࢻேẸ元➼ࠊ対㇟と࡞る全࡚の㏻㈌とのⅭ࣮᭰ࣞࢺをࠊ㈠᫆㢠➼でࢺ࢚࢘ࡓࡋࡅも

のࠋඛ⾜ࡁにࠊࡣ࡚࠸ࡘ㊊元の࣮ࣞࢺで୍ᐃとᐃࠋ 

（ὀ３）ཎἜ㍺ධ౯᱁ࠊࡣ㊊元の౯᱁と国㝿ᶵ㛵のぢ㏻ࡋをもとに⟬出ࠋ 

 

㸰㸬国ෆの㔠⼥ᨻ策ࠊࡣ࡚࠸ࡘ⌧ᅾの⦆ⓗ࡞㔠⼥ᨻ策ࢀࡉ⥆⥅ࡀるものと࠸࡚ࡋるࠋ 

 

 ឡ▱県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 2.2 2.2 1.8 0.7 1.0 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

1.4 

(0.7) 

1.4 

(0.7) 

1.4 

(0.7) 

0.8 

(0.4) 

0.9 

(0.4) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
0.2 

(0.0) 

-2.0 

(-0.1) 

-2.0 

(-0.1) 

0.7 

(0.0) 

2.3 

(0.1) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
3.7 

(0.7) 

4.4 

(0.9) 

2.3 

(0.4) 

0.9 

(0.2) 

0.9 

(0.2) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (0.1) (0.1) (0.1) (0.0) (0.2) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (0.8) (0.6) (0.6) (0.1) (0.1) (0.0) (0.0) 
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（୕㔜県） 

最新の経済情勢（2018年 12月 14日時点）を織り込み、マクロ計量モデル等を用いて、2018年度、2019
年度のਕ県の経済見通しについて分析を行ったので報告する。 

2018年度 

ਕ県経済は、消費の着実な拡大と設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復が続き、前年
度比+1.2％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央改定）との比較では、相次ぐ自然災害などを背景に全国の
四半期別 GDP 速報（内閣府、2018 年 12 月 10 日公表、2018 年 7-9 月期 2 次速報値）が大幅に落ち込ん
だことを受けて、ਕ県の民間企業設備を下方修正し、成長率を-0.1ポイント下方修正した。 

企業部門では、世界経済が堅調に推移する中で企業業績が改善することを受けて、また、人手不足に伴う
自動化や省力化などもあり、設備投資が着実に増加する。 

家計部門では、雇用・所得環境が緩やかに改善し、個人消費も着実に増加する。一方で、2017年中に減
にૡगた住宅投資は引き続き低迷する。 

その結果、ਕ県の実質経済成長率は、前年度比+1.2％と４年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.8%ポイント、+0.5%ポイント、
+0.3％ポイントと、民間需要、公需が成長に寄与する。 

2019年度 

ਕ県経済は、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響およ
び 2019 年 10 月の消費税増税の影響が懸念されるものの、政府による負担軽減策による押し上
げ効果もあり緩やかな回復は続き、前年度比+0.8％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央試算）との比較では、以降に発表された政府の消費税増税
負担軽減策による押し上げ効果などを反映して、成長率を＋0.3ポイント上方修正した。 

企業部門では、引き続き人手不足に伴う自動化や省力化等の設備投資に対する需要は大きいものの、世界
経済の成長率が 2018 年度より減速すること、消費税増税の影響により国内経済の回復の勢いも鈍ること
などを背景に、設備投資の増加の勢いは鈍ることが見込まれる。 

家計部門では、2019 年 10 月の消費税増税の影響により、民間消費は減速するものの、負担軽減策により
押し上げ効果もあり緩やかに増加することが見込まれる。住宅投資は下げ止まることが見込まれる。 

その結果、ਕ県の実質経済成長率は、前年度比+0.8％と５年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、公需が+0.6%ポイント、+0.3％ポイントと、2018年度と比べると減
速するものの、民間需要、公需が成長に寄与する。 

 

なお、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響および 2019年 10月の
消費税増税の影響が懸念材料として挙げられる。 
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計ᩘ表                ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 5᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

 

（ὀ㸯）බ㟂ࠊࡣᨻᗓ消費ࠊබⓗᅛᐃ㈨ᮏᙧᡂのᐤᗘࠋ 

（ὀ㸰）እ㟂➼ࠊࡣ⛣㍺出ࡽ⛣㍺ධを᥍㝖ࡓࡋ⛣㍺出（⣧）➼のᐤᗘࠋ 

（ὀ３）➃ᩘฎ⌮の㛵ಀでྜ計ࡇ࠸࡞ࡋ⮴୍ࡀと࠶ࡀるࠋ 

 

࠙๓ᥦࠚ 

㸯㸬ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）ࠊ┦ሙࠊཎἜ㍺ධ౯᱁にࠊࡣ࡚࠸ࡘ௨ୗの๓ᥦを⨨࠸࡚࠸るࠋ 

 2018年ᗘ 

 

2019年ᗘ 

 ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）のᐇ

㉁ᡂ㛗率（㸣） 
3.6 3.5 3.5 3.4 

ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞ75.6 76.3 75.4 75.8 ࢺ 

 /113.4 111.1 111.8 110.6 ࣝࢻ 

/ேẸ元 16.5 16.5 16.2 16.4 

ཎἜ㍺ධ౯᱁（ࣝࣞࣂ/ࣝࢻ）

 

75.3 72.0 76.7 65.2 

（ὀ㸯）ୡ⏺ GDP（᪥ᮏを㝖ࡃ）のᐇ㉁ᡂ㛗率ࠊࡣ国㝿ᶵ㛵の⤒῭ぢ㏻ࡋをཧ⪃に⟬出ࠋ 

（ὀ㸰）ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࠊࡣࢺ⡿ࠊ࣮ࣟࣘࠊࣝࢻேẸ元➼ࠊ対㇟と࡞る全࡚の㏻㈌とのⅭ࣮᭰ࣞࢺをࠊ㈠᫆㢠➼でࢺ࢚࢘ࡓࡋࡅも

のࠋඛ⾜ࡁにࠊࡣ࡚࠸ࡘ㊊元の࣮ࣞࢺで୍ᐃとᐃࠋ 

（ὀ３）ཎἜ㍺ධ౯᱁ࠊࡣ㊊元の౯᱁と国㝿ᶵ㛵のぢ㏻ࡋをもとに⟬出ࠋ 

 

㸰㸬国ෆの㔠⼥ᨻ策ࠊࡣ࡚࠸ࡘ⌧ᅾの⦆ⓗ࡞㔠⼥ᨻ策ࢀࡉ⥆⥅ࡀるものと࠸࡚ࡋるࠋ 

 

 ୕㔜県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 1.4 1.3 1.2 0.5 0.8 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

1.0 

(0.5) 

1.6 

(0.8) 

1.6 

(0.8) 

1.1 

(0.5) 

1.2 

(0.6) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
-1.7 

(0.0) 

-4.1 

(-0.1) 

-4.1 

(-0.1) 

0.5 

(0.0) 

2.5 

(0.1) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
3.3 

(0.6) 

3.1 

(0.6) 

2.5 

(0.5) 

0.0 

(0.0) 

0.4 

(0.1) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (0.4) (0.3) (0.3) (0.1) (0.3) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (-0.1) (-0.3) (-0.3) (-0.2) (-0.2) (0.0) (0.0) 
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（滋賀県） 

最新の経済情勢（2018年 12月 14日時点）を織り込み、マクロ計量モデル等を用いて、2018年度、2019
年度の滋賀県の経済見通しについて分析を行ったので報告する。 

2018年度 

滋賀県経済は、消費の着実な拡大と設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復が続き、前年
度比+1.1％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央改定）との比較では、相次ぐ自然災害などを背景に全国の
四半期別 GDP 速報（内閣府、2018 年 12 月 10 日公表、2018 年 7-9 月期 2 次速報値）が大幅に落ち込ん
だことを受けて、滋賀県の民間企業設備を下方修正し、成長率を-0.2ポイント下方修正した。 

企業部門では、世界経済および国内経済が堅調に推移する中で企業業績が改善することを受けて、また、
人手不足に伴う自動化や省力化などもあり、設備投資が着実に増加する。 

家計部門では、雇用・所得環境が緩やかに改善し、個人消費も着実に増加する。一方で、2017年中に減速
した住宅投資は引き続き低迷する。 

その結果、滋賀県の実質経済成長率は、前年度比+1.1％と４年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、民間企業設備、公需がそれぞれ+0.6%ポイント、+0.2%ポイント、
+0.3％ポイントと、民間需要、公需が成長に寄与する。 

2019年度 

滋賀県経済は、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響およ
び 2019 年 10 月の消費税増税の影響が懸念されるものの、政府による負担軽減策による押し上
げ効果もあり緩やかな回復は続き、前年度比+0.9％ 

前回経済見通し（2018年 10月 5日公表 年央試算）との比較では、以降に発表された政府の消費税増税
負担軽減策による押し上げ効果などを反映して、成長率を＋0.3ポイント上方修正した。 

企業部門では、引き続き人手不足に伴う自動化や省力化等の設備投資に対する需要は大きいものの、世界
経済の成長率が 2018 年度より減速すること、消費税増税の影響により国内経済の回復の勢いも鈍ること
などを背景に、設備投資は減速しほぼ横ばいとなることが見込まれる。 

家計部門では、2019 年 10 月の消費税増税の影響により、民間消費は減速するものの、負担軽減策により
押し上げ効果もあり緩やかに増加することが見込まれる。住宅投資は下げ止まることが見込まれる。 

その結果、滋賀県の実質経済成長率は、前年度比+0.9％と５年連続のプラス成長を見込む。各需要項目の
寄与度を見ると、民間最終消費支出、公需が+0.5%ポイント、+0.4％ポイントと、2018年度と比べると減
速するものの、民間需要、公需が成長に寄与する。 

 

なお、米中貿易問題など通商問題の動向が世界経済ひいては国内経済に与える影響および 2019年 10月の
消費税増税の影響が懸念材料として挙げられる。 

 

 



―��―

 

 6 6   
 

計ᩘ表                ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 5᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

 

（ὀ㸯）බ㟂ࠊࡣᨻᗓ消費ࠊබⓗᅛᐃ㈨ᮏᙧᡂのᐤᗘࠋ 

（ὀ㸰）እ㟂➼ࠊࡣ⛣㍺出ࡽ⛣㍺ධを᥍㝖ࡓࡋ⛣㍺出（⣧）➼のᐤᗘࠋ 

（ὀ３）➃ᩘฎ⌮の㛵ಀでྜ計ࡇ࠸࡞ࡋ⮴୍ࡀと࠶ࡀるࠋ 

 

࠙๓ᥦࠚ 

㸯㸬ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）ࠊ┦ሙࠊཎἜ㍺ධ౯᱁にࠊࡣ࡚࠸ࡘ௨ୗの๓ᥦを⨨࠸࡚࠸るࠋ 

 2018年ᗘ 

 

2019年ᗘ 

 ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ 

ୡ⏺ GDP（᪥ᮏ㝖ࡃ）のᐇ

㉁ᡂ㛗率（㸣） 
3.6 3.5 3.5 3.4 

ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞ75.6 76.3 75.4 75.8 ࢺ 

 /113.4 111.1 111.8 110.6 ࣝࢻ 

/ேẸ元 16.5 16.5 16.2 16.4 

ཎἜ㍺ධ౯᱁（ࣝࣞࣂ/ࣝࢻ）

 

75.3 72.0 76.7 65.2 

（ὀ㸯）ୡ⏺ GDP（᪥ᮏを㝖ࡃ）のᐇ㉁ᡂ㛗率ࠊࡣ国㝿ᶵ㛵の⤒῭ぢ㏻ࡋをཧ⪃に⟬出ࠋ 

（ὀ㸰）ᐇ㉁ᐇຠⅭ࣮᭰ࣞࠊࡣࢺ⡿ࠊ࣮ࣟࣘࠊࣝࢻேẸ元➼ࠊ対㇟と࡞る全࡚の㏻㈌とのⅭ࣮᭰ࣞࢺをࠊ㈠᫆㢠➼でࢺ࢚࢘ࡓࡋࡅも

のࠋඛ⾜ࡁにࠊࡣ࡚࠸ࡘ㊊元の࣮ࣞࢺで୍ᐃとᐃࠋ 

（ὀ３）ཎἜ㍺ධ౯᱁ࠊࡣ㊊元の౯᱁と国㝿ᶵ㛵のぢ㏻ࡋをもとに⟬出ࠋ 

 

㸰㸬国ෆの㔠⼥ᨻ策ࠊࡣ࡚࠸ࡘ⌧ᅾの⦆ⓗ࡞㔠⼥ᨻ策ࢀࡉ⥆⥅ࡀるものと࠸࡚ࡋるࠋ 

 

 滋賀県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 1.7 1.3 1.1 0.6 0.9 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

1.5 

(0.8) 

1.2 

(0.6) 

1.2 

(0.6) 

0.8 

(0.4) 

0.9 

(0.5) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
0.2 

(0.0) 

-2.4 

(-0.1) 

-2.4 

(-0.1) 

0.0 

(0.0) 

0.6 

(0.0) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
3.3 

(0.4) 

3.3 

(0.4) 

2.0 

(0.2) 

0.0 

(0.0) 

0.0 

(0.0) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (0.4) (0.3) (0.3) (0.2) (0.4) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (0.1) (0.1) (0.1) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 
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࠙㘓ࠚ計ᩘ表（㝣３県）     ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 5᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

（ὀ）にྠࡣ࡚࠸ࡘ上ࠋ㝣３県とࠊࡣᐩᒣ県ࠊ▼ᕝ県ࠊ⚟県をᣦࠋࡍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 㝣３県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 1.8 1.8 1.4 0.7 1.0 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

0.7 

(0.4) 

0.9 

(0.5) 

0.9 

(0.5) 

0.4 

(0.2) 

0.5 

(0.3) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
-0.7 

(0.0) 

-4.6 

(-0.1) 

-4.6 

(-0.1) 

0.4 

(0.0) 

1.5 

(0.0) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
3.8 

(0.6) 

4.4 

(0.7) 

2.1 

(0.3) 

0.9 

(0.1) 

0.8 

(0.1) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (0.5) (0.5) (0.5) (0.3) (0.6) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (0.3) (0.3) (0.2) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 
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࠙㘓ࠚ計ᩘ表（ᮾᾏ３県ࠊ୰㒊㸳県）ͤ 表୰の「๓ᅇ」ࡣ 2018 年 10 ᭶ 4᪥බ表の⤒῭ぢ㏻ࡋ 

 

（ὀ）にྠࡣ࡚࠸ࡘ上ࠋᮾᾏ３県とࠊࡣᒱ㜧県ࠊឡ▱県୕ࠊ㔜県をᣦࠋࡍ୰㒊㸳県とࠊࡣ㛗㔝県ࠊᒱ㜧県ࠊ㟼ᒸ県ࠊឡ▱県୕ࠊ㔜県をᣦࠋࡍ 

 

 

 ᮾᾏ３県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 2.0 1.9 1.6 0.6 0.9 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

1.3 

(0.7) 

1.4 

(0.7) 

1.4 

(0.7) 

0.8 

(0.4) 

0.9 

(0.4) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
-0.1 

(0.0) 

-2.6 

(-0.1) 

-2.6 

(-0.1) 

0.5 

(0.0) 

2.0 

(0.1) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
3.6 

(0.7) 

3.9 

(0.7) 

2.2 

(0.4) 

0.7 

(0.1) 

0.7 

(0.1) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (0.2) (0.2) (0.2) (0.1) (0.3) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (0.6) (0.4) (0.4) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 

 ୰㒊㸳県（㐃㙐᪉ᘧ2011ࠊ年ᇶ‽） ࠙ཧ⪃ࠚ全国（ᘢ所推計） 

 2017年ᗘ 

（ᐇ⦼推計） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

2018年ᗘ 

（ᐇ⦼ぢ㎸ࡳ） 

2019年ᗘ 

（ぢ㏻ࡋ） 

 ᅇ ๓ᅇ ᅇ ๓ᅇ ᅇ ᅇ ᅇ 

ᐇ㉁国ෆ総⏕⏘ 1.9 1.7 1.4 0.6 0.9 1.0 0.9 

  

  

  

  

  

  

（ኚ率（㸣）ࠊᣓᘼෆࡣᐤᗘ） 

Ẹ㛫᭱⤊消費 

ᨭ出 

1.3 

(0.7) 

1.3 

(0.7) 

1.3 

(0.7) 

0.8 

(0.4) 

0.9 

(0.4) 

1.0 

(0.5) 

0.7 

(0.4) 

Ẹ㛫ఫᏯ 
-0.2 

(0.0) 

-2.9 

(-0.1) 

-2.9 

(-0.1) 

0.4 

(0.0) 

1.6 

(0.0) 

-5.3 

(-0.2) 

0.7 

(0.0) 

Ẹ㛫ᴗタഛ 
3.4 

(0.6) 

3.8 

(0.6) 

2.2 

(0.4) 

0.7 

(0.1) 

0.7 

(0.1) 

2.4 

(0.4) 

1.2 

(0.2) 

බ㟂 (0.1) (0.1) (0.1) (0.0) (0.2) (0.2) (0.3) 

እ㟂➼ (0.6) (0.4) (0.3) (0.1) (0.1) (0.0) (0.0) 
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➨ �❶　消費税率引上げと増税対策ࡀ

全国࠾よࡧ୰㒊ᅪの家計に࠼るᙳ㡪に࡚࠸ࡘ

➨ �❶➨ �⠇でも㏙たと࠾り、୰㒊ᅪはここᩘ年ᴗᴗ⦼がዲㄪであり、ࡲたປാ

㟂⤥のࡗࡦ㏕ᗘ合いがᙉいᆅᇦである。こうしたことが㈤㔠の上᪼ࡽ家計消費の増加

⏕がⓎ࣒ࢬࢽ࢝という一㐃の࣓ࡍࡽが᭦なるᴗᴗ⦼のᨵၿをもたࢀࡑ、とつながり

のពで、ᚋのࡑ。るྍ⬟性があるࢀࡲ⏕୰㒊ᅪにᮏ᱁的なᬒẼのዲᚠ⎔が、ࡤࢀࡍ

家計の消費ື向は㔜せとなる ��。

ᮏ❶では、����年��᭶にணᐃさࢀている消費税率引上げと政府による増税対策が全国

るᙳ㡪について分ᯒした࠼୰㒊ᅪの家計にࡧよ࠾ ��。

➨ �⠇では、消費税率引上げをᕠる㆟ㄽについて、㍍ῶ税率ᑟධな政府のさࡲࡊࡲ

な増税対策をࡲとめた。

➨ �⠇では消費税率引上げによる全国の家計の増加負担分と、政府の増税対策による

家計の還元分をヨ⟬している。

➨ �⠇ではྠࡌく୰㒊ᅪྛ県についてヨ⟬している。

19   「中部圏経済白書 2018」では、人手不足と賃金上昇の関係について当財団「中部社研 経済レポート No.10」（http://www.

criser.jp/bunnseki/documents/10_report_2017.6.20.pdf）にしたがって分析した。
20   本章は当財団「中部社研 経済レポート No.21」（http://www.criser.jp/bunnseki/documents/21_report_shohizeihikiage_zenkoku.

pdf（全国））を掲載したものである。
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21  https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2018/1126_1/agenda.html
22  https://www.jimin.jp/news/policy/138664.html

➨ �⠇　����年��᭶の消費税率引上げをᕠる㆟ㄽ

����年��᭶に消費税率が⌧⾜の�㸣ࡽ ��㸣に引上げࢀࡽるணᐃである。消費税率引

上げにᙜたり、政府は低ᡤᚓ⪅に㓄៖ࡍるほⅬࠕࡽ㣧㣗ᩱရ（㓇㢮࠾よࡧእ㣗を㝖く）ࠖ

た㐌ࢀᐃᮇ㉎ㄞዎ⣙が⥾⤖さࠕࡧよ࠾ �ᅇ以上Ⓨ⾜さࢀる᪂⪺ࠖについて㍍ῶ税率のᑟ

ධを᳨ウしている。さࡽに、ᗂඣᩍ⫱↓ൾのᐇ、୰小小ᗑ⯒でのࢫࣞࣗࢩࢵࣕ࢟

Ỵ῭に࠾けるࢺ࣏ࣥ還元ᨭ、年㔠⏕ά⪅ᨭ⤥㔠のᨭ⤥、ၟ࣒࣑ࣞࣉရๆの

Ⓨ⾜࣭㈍、税ไ㠃ࡽの⮬ື㌴࠾よࡧఫᏯ㈍ᨭ、㜵⅏࣭ῶ⅏、国ᅵᙉ㠌を┠的

としたබඹᴗᣑな、さࡲࡊࡲな対策をㅮࡌることでࠕ⤒῭にᙳ㡪をཬࡰさないよ

う、全をᮇࡍ 平ᡂࠕࠖ） �� 年ᗘ税ไᨵṇ大⥘（⮬⏤Ẹ主ඪ࣭ බ᫂ඪ）ࠖ）としている（⾲

㸱�㸯�㸯）。

 

 7 0   
 

➨ 1 ⠇ 2 0 1 9 年 1 0 ᭶の消費税率引上げをᕠる㆟ㄽ  
 2 0 1 9 年 1 0 ᭶に消費税率が⌧⾜の 8% ࡽ 1 0 % に引上げࢀࡽるணᐃである。消費税率

引上げにᙜたり、政府は低ᡤᚓ⪅に㓄៖ࡍるほⅬࠕࡽ㣧㣗ᩱရ（㓇㢮࠾よࡧእ㣗を㝖

く）ࠖ た㐌ࢀᐃᮇ㉎ㄞዎ⣙が⥾⤖さࠕࡧよ࠾ 2 ᅇ以上Ⓨ⾜さࢀる᪂⪺ࠖについて㍍ῶ税

率のᑟධを᳨ウしている。さࡽに、ᗂඣᩍ⫱↓ൾのᐇ、୰小小ᗑ⯒でのࢩࢵࣕ࢟

ၟ࣒࣑ࣞࣉ、⤥還元ᨭ、年㔠⏕ά⪅ᨭ⤥㔠のᨭࢺ࣏ࣥける࠾Ỵ῭にࢫࣞࣗ

ရๆのⓎ⾜࣭㈍、税ไ㠃ࡽの⮬ື㌴࠾よࡧఫᏯ㈍ᨭ、㜵⅏࣭ῶ⅏、国ᅵᙉ㠌

を┠的としたබඹᴗᣑな、さࡲࡊࡲな対策をㅮࡌることでࠕ⤒῭にᙳ㡪をཬࡰさ

ないよう、全をᮇࡍ 平ᡂࠕࠖ） 31 年ᗘ税ไᨵṇ大⥘（⮬⏤Ẹ主ඪ࣭බ᫂ඪ）ࠖ）として

いる（⾲㸰㸫㸯㸫㸯）。 
 

 
（出所）「⤒῭財ᨻㅎၥ㆟࣭ᮍ᮶ᢞ㈨㆟࣭ࡦ࣭ࡕࡲと࣭ࡈࡋと⏕㆟࣭つไᨵ㠉推㐍㆟ ྜྠ㆟ （㈨ᩱ㸯 ⤒

῭ᨻ策の᪉ྥᛶに㛵ࡍる୰㛫ᩚ⌮）」21「ᖹᡂ 31年ᗘ税ไᨵṇ⥘（⮬⏤Ẹඪ࣭බ᫂ඪ）」22࡞ 2018年 12 ᭶ 14 ᪥⌧

ᅾの報をもとに当財団でసᡂ 

 

                                                      
2 1  h t t p s : / / w w w 5 . c a o . g o . j p / k e i z a i - s h i m o n / k a i g i / m i n u t e s / 2 0 1 8/ 1 1 2 6 _ 1 / a g e n d a . h t m l  
2 2  h t t p s : / / w w w . j i m i n . j p / n e w s / p o l i c y / 1 386 6 4. h t m l  

増税対策 ᴫせ

幼児教育無償化
のᐇ

３ṓ䛛䜙䠑ṓま䛷の全䛶のᏊ౪䛯䛱の幼⛶ᅬ䚸保育
ᡤ䚸ㄆᐃ䛣䛹䜒ᅬの費⏝䜢無償化䚹
䠌ṓ䛛䜙２ṓ児に䛴い䛶䛿䚸住Ẹ税㠀ㄢ税ୡᖏ䜢対
㇟䛸し䛶無償化䚹

୰ᑠᑠᴗに㛵する
消費者への

ポイント還元支援

୰ᑠᑠᗑ⯒䛷のキャッシュレス決済に䛚䛡る
消費者へのポイント還元䜢支援（還元率᭱
䠑％）䚹

年金生活者支援
給付金の支給

ప年金の㧗㱋者に対し䚸年金生活者支援給付金の
支給（᭱年䠒円）䚹

プレミアム付䛝商品券
のⓎ行・㈍

పᡤ得者・Ꮚ育䛶ୡᖏ（䠌䡚２ṓ児）に対しプレミア
ム付䛝商品券䜢Ⓨ行・㈍（᭱２䠑༓円分の㈙
い≀䛜ྍ⬟な商品券䜢２円䛷㉎入ྍ⬟）䚹

すまい給付金
の対㇟のᣑ・
給付㢠の引上げ

住宅㉎入に支ᡶ䜟䜜る給付金に䛴い䛶䚸給付対
㇟者䜢入㢠の┠Ᏻ775円௨ୗま䛷（現行510
円௨ୗま䛷）にᣑ䚸給付㢠䜢᭱50円（現行᭱
30円）に引上げ䚹

住宅ローン᥍㝖
の᥍㝖ᮇ㛫延長

住宅ローン᥍㝖の᥍㝖ᮇ㛫䜢３年延長（現行の10
年䛛䜙13年）䚹

自動車の取得
の税率軽減

自動車取得税䛿ᗫṆ䚸自動車取得税に௦䜟る⎔
ቃᛶ⬟の税率䜢１%分軽減䚹

自動車の保有
にಀる税負担

のᜏஂⓗ引䛝ୗげ

ᑠᆺ自動車䜢୰ᚰに全䛶の༊分に䛚い䛶䚸自動車
税の税率䜢引䛝ୗげ（᭱䛷年4500円減税）䚹

䝬イ䝘ン䝞ー䜹ー䝗
䜢活⏝し䛯プレミアム
ポイント付支援

䝬イキープ䝷ット䝣䜷ーム䜢活⏝し䛶Ⓨ行䛥䜜る自
యポイントに対し䛶国の負担䛷プレミアム䜢付䚹

商ᗑ⾤活ᛶ化支援
イン䝞䜴ン䝗䜔ほගな䛹᪂䛯な㟂せの取䜚㎸䜏䜔䚸
商ᗑ⾤の㞟ᐈຊྥ上にྥ䛡䛯取䜚⤌䜏䜢支援䚹

㜵⅏・減⅏䚸
国ᅵᙉ㠌化対策

のᐇ

㜵⅏・減⅏䚸国ᅵᙉ㠌化対策䛸し䛶のබඹᢞ㈨な䛹
によ䜚䝬䜽ロの㟂せ䜢ฟ䚸消費税率の引上げに
క䛖⤒済ኚ動䜢ྍ⬟な㝈䜚ᢚไ䚹

表３－㸯－㸯　ᨻᗓの増税対策୍ぴ（「㍍ῶ税率ᑟධ」௨እの࡞対策）
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23  分析には「二人以上の世帯」のデータを用いている。以降も同様である。
24   一世帯当たり還元分の計算については、それぞれの対策における政府から家計への還元総額の予測値を適当な比率を用いて階
級別家計一世帯当たりに案分した。例えば、幼児教育無償化については、年収階級別、年齢階級別とも一世帯当たりの平均児童・
幼児数（3~5 歳と住民税非課税世帯 0~2 歳）の推計値を比率とし、還元総額約8000億円を案分する。世帯主の年齢が39歳以下の
家計の平均児童・幼児数は0.37人、70歳以上の家計は0.01人と推計されるため、幼児教育無償化について一世帯当たりの受益
は平均において前者の家計が後者の家計の30倍以上大きいことになる。その他の対策における家計への還元総額の予測値およ
び使用した比率の推計値は下記のとおり。なお、政府は下記以外の増税対策として防災・減災、国土強靭化対策の実施に年間
約 1兆円の公共事業拡充などを検討しているが、今回の計算は世帯への還元分を対象としているためこれらを含めない。

キャッシュレス決済ポイント還元 :（還元総額）約3000億円
（使用した比率）平均クレジットカード保有率×平均消費支出

年金生活者支援給付金 :（還元総額）約5000億円
（使用した比率）住民税非課税世帯割合に年金受給者数を加味

プレミアム商品券 :（還元総額）約1800億円
（使用した比率）年間収入200万円未満の家計の割合に平均幼児数（0~2 歳）を加味

すまい給付金・住宅ローン減税延長 :（還元総額）約2000億円
（使用した比率）平均住宅購入額と住宅ローン保有割合に

年間収入775万円未満の家計の割合を加味

自動車取得減税 :（還元総額）約500億円
（使用した比率）平均自動車購入支出額

自動車保有減税 :（政府負担の総額）約1300億円
（使用した比率）平均自動車保有台数

➨ �⠇　全国の家計に࠼るᙳ㡪

ここでは、����年��᭶の消費税率引上げによる全国の家計の増加負担分と、政府の増

税対策による家計の還元分を⥲ົ┬⤫計ᒁࠕ家計ㄪᰝ年ሗࠖのࢱ࣮ࢹを⏝してヨ⟬

している ��。増加負担分については、

（�）⌧⾜の消費税率 �㸣での負担分

（�）消費税率が ��㸣に引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合の負担分

のᕪとして計⟬している。

な࠾、ཧ⪃として、

（�）消費税率が��㸣に引上げࢀࡽ、㍍ῶ税率がᑟධさࢀなࡗたሙ合の負担分

も計⟬し、㍍ῶ税率ᑟධによる家計の負担㍍ῶ分も☜ㄆࡍる。

還元分については、上グの政府による増税対策が一世帯ᙜたりにもたࡍࡽ㔠㢠をࢀࡑ

計⟬しているࢀࡒ ��。

（ᖹᆒⓗ࡞家計）

る（⾲㸱�㸰�㸯）。⌧⾜の消費税ࡍ平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆ、ࡎࡲ

率 �㸣のもとで、平均的な家計は年㛫で ���� ⛬ᗘの負担をしている。����年��᭶

に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は����⛬ᗘ
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（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 
平均

200円
ᮍ‶

200䡚
300円
ᮍ‶

300䡚
400円
ᮍ‶

400䡚
500円
ᮍ‶

500䡚
600円
ᮍ‶

ୡᖏの年㱋（ṓ） 59.6 71.4 69.2 67.4 60.3 55.5

年㛫入（円） 609.0 152.0 256.5 347.3 446.8 546.6

年㛫消費支ฟ（円） 339.6 168.1 235.7 271.0 299.7 321.6

（１）現行消費税率8％ 214,349 106,473 149,040 171,631 188,992 203,241

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 121,174 171,480 198,202 219,203 236,893

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 130,671 182,913 210,638 231,944 249,432

増加負担分　（２）-（１） 35,640 14,701 22,439 26,571 30,211 33,652

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 9,497 11,433 12,436 12,741 12,539

幼児教育無償化 7,086 3,079 2,253 3,139 6,465 8,718

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 426 802 1,118 1,921 2,563

年金生活者支援給付金 4,429 40,596 8,119 0 0 0

プレミアム商品券 1,594 10,361 403 561 1,156 1,558

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 1,514 1,562 1,699 1,972 2,176

自動車取得減税 443 66 400 268 305 345

自動車保有減税 1,151 765 876 968 1,123 1,205

還元分計 19,132 56,808 14,415 7,753 12,941 16,567

年に༨䜑る増加負担分ྜ（％） 0.59 0.97 0.87 0.77 0.68 0.62

（参考）ྠ 軽減税率導入による負担軽減分ྜ（％） 0.21 0.62 0.45 0.36 0.29 0.23

年に༨䜑る還元分ྜ（％） 0.31 3.74 0.56 0.22 0.29 0.30

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

600䡚
700円
ᮍ‶

700䡚
800円
ᮍ‶

800䡚
900円
ᮍ‶

900䡚
1000
円ᮍ‶

1000䡚
1500
円ᮍ‶

1500
円௨上

ୡᖏの年㱋（ṓ） 52.8 53.3 52.9 53 53.6 57.9

年㛫入（円） 645.0 744.9 844.0 943.0 1172.9 2088.0

年㛫消費支ฟ（円） 351.7 381.1 431.2 459.1 501.1 648.2

（１）現行消費税率8％ 222,914 242,725 270,046 285,884 313,781 411,107

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 260,471 284,059 317,158 336,099 369,978 486,202

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 273,576 297,890 331,420 350,857 385,095 504,540

増加負担分　（２）-（１） 37,557 41,334 47,112 50,216 56,197 75,095

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,105 13,831 14,263 14,758 15,117 18,338

幼児教育無償化 10,708 10,495 10,521 10,778 9,639 7,699

キャッシュレス決済ポイント還元 3,169 3,621 4,260 4,586 5,379 7,279

年金生活者支援給付金 0 0 0 0 0 0

プレミアム商品券 1,914 1,876 1,881 1,927 1,723 1,376

すまい給付金・住宅ローン減税延長 2,407 2,178 1,111 1,180 1,182 1,174

自動車取得減税 512 501 669 741 684 1,214

自動車保有減税 1,256 1,294 1,328 1,374 1,423 1,423

還元分計 19,966 19,965 19,771 20,585 20,030 20,164

年に༨䜑る増加負担分ྜ（％） 0.58 0.55 0.56 0.53 0.48 0.36

（参考）ྠ 軽減税率導入による負担軽減分ྜ（％） 0.20 0.19 0.17 0.16 0.13 0.09

年に༨䜑る還元分ྜ（％） 0.31 0.27 0.23 0.22 0.17 0.10

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－㸰－㸯　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国ࠊୡᖏの年㝵⣭ู）
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になる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税率ᑟධ

による負担㍍ῶ分は���⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜたり還

元分は合計で���⛬ᗘである。平均的な家計の年㛫ධが�����⛬ᗘであるため、

年に༨める増加負担分割合は����㸣⛬ᗘ、ྠࡌく還元分割合は����㸣⛬ᗘとなる。

（ୡᖏの年㝵⣭ู家計）

ḟに、世帯主の年㝵ᒙูに家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱�㸰�㸯）。

⌧⾜の消費税率�㸣のもとで、世帯主の年が���ᮍ‶の家計は年㛫で����⛬ᗘ

の負担をしている。����年��᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ

合、年㛫の負担は����⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍるこ

とになる。平均的な家計の���⛬ᗘと比較ࡍると、㔠㢠としては小さい。な࠾、㍍

ῶ税率ᑟධによる負担㍍ῶ分は���⛬ᗘであり、ࡸはり平均的な家計の���⛬ᗘ

と比較ࡍると㔠㢠としては小さい。家計の増加負担分は年とともに大きくなる。一⯡

に、消費ᨭฟはධが大きくなる増࠼るためである。世帯主の年が����以上

の世帯は、負担分が���⛬ᗘ増加ࡍることになる。

たࡔし、家計の年に༨める割合で⪃࠼ると、いࡺࢃるࠕ消費税の㏫㐍性ࠖが☜ㄆで

きる。年に༨める増加負担分割合は世帯主の年が���ᮍ‶の家計で����㸣⛬ᗘ

と、平均的な家計の����㸣⛬ᗘと比較ࡍると大きい。この割合は、年の増加とともに

小さくなり、世帯主の年が����以上の家計では、����㸣にࡂࡍない。一⯡的に、

年の低い家計の方が、ᡤᚓに༨める消費ᨭฟの割合（いࡺࢃる消費性向）が大きいた

め、ᡤᚓと比較したሙ合の消費税負担が大きくなる。

一方、低ᡤᚓ⪅に㓄៖ࡍるほⅬࡽᑟධさࢀる㍍ῶ税率は㏫㐍性を一㒊⦆ࡍること

がࢃる。年に༨める㍍ῶ税率ᑟධによる負担㍍ῶ分割合は、���ᮍ‶の家計で

����㸣⛬ᗘと、平均的な家計の����㸣⛬ᗘと比較ࡍるとなり大きい。この割合は、年

の増加とともに小さくなり、世帯主の年が����以上の家計では、����㸣ࡲで低

下ࡍる。⫼ᬒには、㍍ῶ税率の対㇟となるࠕ㣧㣗ᩱရࠖについて消費ᨭฟに༨める割合

が低ᡤᚓ⪅大きい（いࡺࢃるࣝࢤ࢚ࣥಀᩘが㧗い）ことがある。

もࢇࢁࡕ、上でぢたと࠾り、㍍ῶ税率をᑟධしても㏫㐍性は全てゎ消さࢀるࢃけでは

ないが、ࡑの対ᛂとして、政府の増税対策は年の低い家計にᡭཌいものとなࡗている。

世帯主の年が���ᮍ‶の家計では、一世帯ᙜたり還元分が合計で���⛬ᗘであ

り、増加負担分���⛬ᗘよりもはるに大きい。年に༨める還元分割合でぢても

����㸣⛬ᗘになる。たࡔし、世帯主の年が���以上の家計に࠾いては、政府の増

税対策によࡗてᚲࡎしも㏫㐍性が⦆さࢀるとは㝈ࡽないⅬにὀពがᚲせである。ࣞࢡ

る家計に恩恵ࡍ㌴を㉎ධື⮬ࡸを㢖⦾に⏝している家計、あるいはఫᏯࢻ࣮࢝ࢺࢵࢪ

が大きい対策については、年の低い家計は主たる対㇟になりにくい。ࡲた、ᗂඣᩍ⫱↓
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25 年齢階級別では「年間収入」の情報がないため、年収に占める割合は計算していない。

ൾについても、年の大きさとᏊ౪のᩘにはある⛬ᗘの相㛵がぢࢀࡽることࡽ、㏫

㐍性を⦆ࡍるというຠᯝはࡑこࡲで大きくない。ᐇ㝿、世帯主の年が���以上

���ᮍ‶の家計については還元分が合計で���⛬ᗘ、年に༨める還元分割合で

����㸣⛬ᗘにしなࡽない。世帯主の年が���以上の家計のなで年に༨める

還元分割合が最大となるのは���以上���ᮍ‶の家計であり、一世帯ᙜたり還元

分が合計で���⛬ᗘ、年に༨める還元分割合で����㸣⛬ᗘとなࡗている。

（ୡᖏの年㱋㝵⣭ู家計）

最ᚋに、世帯主の年齢㝵ᒙูに家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱�㸰�㸰）。

⌧⾜の消費税率 �㸣のもとで、世帯主の年齢が��歳以下の家計は年㛫で����⛬ᗘの

負担をしている。����年��᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、

年㛫の負担は����⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることに

なる。増加負担分が最大となࡗているのは、世帯主の年齢が��a��歳の家計であり、���

⛬ᗘである。��歳以上では年齢の上᪼とともに増加負担分が小さくなり、��歳以上

では���⛬ᗘと世帯主の年齢㝵⣭ู家計のなで最も小さい。⫼ᬒには、年㛫消費

ᨭฟが少ないことに加࠼、㧗齢世帯㍍ῶ税率ᑟධによる負担㍍ῶ分が大きくなると

いう≉ᚩがある。ᐇ㝿、世帯主の年齢が��歳以下の家計の負担㍍ῶ分は���⛬ᗘで

あるが、��a��歳では���⛬ᗘ、��歳以上でも���⛬ᗘとなࡗている。㧗齢世帯
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上 40 0 ᮍ‶の家計については還元分が合計で 0 . 8 ⛬ᗘ、年に༨める還元分割

合で 0 . 2 2 % ⛬ᗘにしなࡽない。世帯主の年が 30 0 以上の家計のなで年に༨

める還元分割合が最大となるのは 6 0 0 以上 7 0 0 ᮍ‶の家計であり、一世帯ᙜた

り還元分が合計で 2 . 0 ⛬ᗘ、年に༨める還元分割合で 0 . 31 % ⛬ᗘとなࡗている。 
 
（ୡᖏの年㱋㝵⣭ู家計） 

 最ᚋに、世帯主の年齢㝵ᒙูに家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸰㸫㸰㸫㸰）
2 5 。⌧⾜の消費税率 8% のもとで、世帯主の年齢が 39 歳以下の家計は年㛫で 1 8. 5 ⛬

ᗘの負担をしている。2 0 1 9 年 1 0 ᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀ

たሙ合、年㛫の負担は 2 1 . 7 ⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は 3. 2 ⛬ᗘ増加ࡍ

ることになる。増加負担分が最大となࡗているのは、世帯主の年齢が 5 0 㹼 5 9 歳の家計

であり、4. 5 ⛬ᗘである。6 0 歳以上では年齢の上᪼とともに増加負担分が小さくな

り、7 0 歳以上では 2 . 7 ⛬ᗘと世帯主の年齢㝵⣭ู家計のなで最も小さい。⫼ᬒに

は、年㛫消費ᨭฟが少ないことに加࠼、㧗齢世帯㍍ῶ税率ᑟධによる負担㍍ῶ分が

大きくなるという≉ᚩがある。ᐇ㝿、世帯主の年齢が 39 歳以下の家計の負担㍍ῶ分は

1 . 0 ⛬ᗘであるが、 6 0 㹼 6 9 歳では 1 . 4 ⛬ᗘ、 7 0 歳以上でも 1 . 3 ⛬ᗘとなࡗ

ている。㧗齢世帯は消費ᨭฟに༨める㣧㣗ᩱရࡸ᪂⪺のᨭฟ割合が大きく、負担㍍ῶ 
 

 

（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 

                                                      
2 5  年齢㝵⣭ูではࠕ年㛫ධࠖのሗがないため、年に༨める割合は計⟬していない。 

平均
39ṓ௨

ୗ
40䡚49

ṓ
50䡚59

ṓ
60䡚69

ṓ
70ṓ௨

上

ୡᖏの年㱋（ṓ） 59.6 34.3 44.6 54.6 65.0 77

年㛫消費支ฟ（円） 339.6 307.4 378.2 412.6 348.1 281.6

（１）現行消費税率8％ 214,349 184,888 235,661 258,219 226,598 178,806

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 216,764 276,462 303,600 263,903 206,040

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 226,908 289,220 316,905 278,098 219,444

増加負担分　（２）-（１） 35,640 31,875 40,801 45,382 37,305 27,233

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 10,145 12,759 13,304 14,194 13,404

幼児教育無償化 7,086 20,736 18,707 5,161 1,032 645

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 3,260 3,620 3,536 1,887 1,950

年金生活者支援給付金 4,429 102 374 646 4,495 10,634

プレミアム商品券 1,594 805 760 879 1,964 2,517

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 4,644 2,895 1,466 1,181 614

自動車取得減税 443 407 440 517 712 205

自動車保有減税 1,151 1,087 1,188 1,399 1,303 895

還元分計 19,132 31,042 27,984 13,603 12,575 17,460

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－㸰－㸰　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国ࠊୡᖏの年㱋㝵⣭ู）



―��―

は消費ᨭฟに༨める㣧㣗ᩱရࡸ᪂⪺のᨭฟ割合が大きく、負担㍍ῶຠᯝがฟࡍࡸいと

ゝ࠼る。

一方で、政府の増税対策はࡴしࢁ若年世帯にᡭཌい。年㔠⏕ά⪅ᨭ⤥㔠のような

㧗齢⪅世帯を対㇟とした対策もᏑᅾࡍるが、ᗂඣᩍ⫱↓ൾをはࡌめ、比較的若い世帯

に還元さࡍࡸࢀいෆᐜがከい。世帯主の年齢が��歳以下の家計の一世帯ᙜたり還元分は

合計で���⛬ᗘであり、増加負担分���⛬ᗘとᣕᢠࡍる。還元分が相対的に少な

いのは、世帯主の年齢が��歳以上��歳ᮍ‶の家計であり、���⛬ᗘとなࡗている。
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➨ �⠇　୰㒊ᅪの家計に࠼るᙳ㡪

ここでは、����年��᭶の消費税率引上げによる୰㒊ᅪྛ県の家計の増加負担分と、政

府の増税対策による還元分をヨ⟬している。増加負担分については、全国とྠᵝ、⥲ົ

┬⤫計ᒁࠕ家計ㄪᰝ年ሗࠖのࢱ࣮ࢹを⏝して計⟬した ��。増税対策の一世帯ᙜたり還

元分については、全国のᩘ್をࢫ࣮࣋に、ྛ県の年齢構造なを加して計⟬した。

（ᐩᒣ県のᖹᆒⓗ࡞家計）

ᐩᒣ県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱�㸱�㸯）。⌧⾜の消費

税率 �㸣のもとで、平均的な家計は年㛫で ����⛬ᗘの負担をしている。����年��᭶

に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は����⛬ᗘ

になる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税率ᑟධ

による負担㍍ῶ分は���⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜたり還

元分は合計で���⛬ᗘである。

26   ここでは、県庁所在都市のデータを用いている。なお、「家計調査年報」では、都道府県（あるいは市区町村）の年齢階級別、

年収階級別のデータがないため、平均的な家計のみを分析している。

 

 7 6   
 

➨ 3 ⠇ ୰㒊ᅪの家計に࠼るᙳ㡪 

 ここでは、 2 0 1 9 年 1 0 ᭶の消費税率引上げによる୰㒊ᅪྛ県の家計の増加負担分と、

政府の増税対策による還元分をヨ⟬している。増加負担分については、全国とྠᵝ、⥲

ົ┬⤫計ᒁࠕ家計ㄪᰝ年ሗࠖのࢱ࣮ࢹを⏝して計⟬した 2 6 。増税対策の一世帯ᙜたり

還元分については、全国のᩘ್をࢫ࣮࣋に、ྛ県の年齢構造なを加して計⟬した。 
 
（ᐩᒣ県の平均ⓗな家計） 

 ᐩᒣ県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸰㸫㸱㸫㸯）。⌧⾜の消

費税率 8% のもとで、平均的な家計は年㛫で 2 4. 7 ⛬ᗘの負担をしている。 2 0 1 9 年

1 0 ᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は 2 8. 9 

⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は 4. 3 ⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税

率ᑟධによる負担㍍ῶ分は 1 . 4 ⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜ

たり還元分は合計で 1 . 8 ⛬ᗘである。 
 

 

（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 

  

                                                      
2 6  ここでは、県ᗇᡤᅾ㒔ᕷのࢱ࣮ࢹを⏝いている。なࠕ、࠾家計ㄪᰝ年ሗࠖでは、㒔㐨府県（あるいはᕷ༊⏫ᮧ）の年

齢㝵⣭ู、年㝵⣭ูのࢱ࣮ࢹがないため、平均的な家計のࡳを分ᯒしている。 

全国
（平均）
※再掲

ᐩᒣ県
（平均）

（１）現行消費税率8％ 214,349 246,771

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 289,320

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 302,855

増加負担分　（２）-（１） 35,640 42,550

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 13,535

幼児教育無償化 7,086 5,806

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 2,554

年金生活者支援給付金 4,429 4,983

プレミアム商品券 1,594 1,700

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 1,551

自動車取得減税 443 443

自動車保有減税 1,151 1,147

還元分計 19,132 18,183

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－３－㸯　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国とᐩᒣ県）
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平均的な家計の比較で、ᐩᒣ県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。ᐩᒣ県は相対的に世帯ධがከいことに加࠼、消費性向が㧗く、消費がከいためで

ある。一方で、政府の増税対策による還元分については全国より小さい。このことは、

対策で最も恩恵を受ける若年世帯（世帯主の年齢が��歳以下の家計）の割合が相対的に

小さいというᐩᒣ県の年齢構造を反映している。

（▼ᕝ県のᖹᆒⓗ࡞家計）

▼ᕝ県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱�㸱�㸰）。⌧⾜の消費

税率 �㸣のもとで、平均的な家計は年㛫で����⛬ᗘの負担をしている。����年��᭶

に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は����⛬ᗘ

になる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税率ᑟධ

による負担㍍ῶ分は���⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜたり還

元分は合計で���⛬ᗘである。

平均的な家計の比較で、▼ᕝ県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。▼ᕝ県は相対的に世帯ධがከく消費がከいためである。一方で、政府の増税対策
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平均的な家計の比較で、ᐩᒣ県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。ᐩᒣ県は相対的に世帯ධがከいことに加࠼、消費性向が㧗く、消費がከいためで

ある。一方で、政府の増税対策による還元分については全国より小さい。このことは、

対策で最も恩恵を受ける若年世帯（世帯主の年齢が 39 歳以下の家計）の割合が相対的

に小さいというᐩᒣ県の年齢構造を反映している。 
 
（▼ᕝ県の平均ⓗな家計） 

 ▼ᕝ県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸰㸫㸱㸫㸰）。⌧⾜の消

費税率 8% のもとで、平均的な家計は年㛫で 2 5 . 5 ⛬ᗘの負担をしている。 2 0 1 9 年

1 0 ᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は 2 9. 9 

⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は 4. 4 ⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税

率ᑟධによる負担㍍ῶ分は 1 . 4 ⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜ

たり還元分は合計で 1 . 9 ⛬ᗘである。 
 

 

（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 

 
平均的な家計の比較で、▼ᕝ県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。▼ᕝ県は相対的に世帯ධがከく消費がከいためである。一方で、政府の増税対策

全国
（平均）
※再掲

▼ᕝ県
（平均）

（１）現行消費税率8％ 214,349 255,284

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 299,395

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 313,304

増加負担分　（２）-（１） 35,640 44,111

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 13,908

幼児教育無償化 7,086 6,837

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 2,632

年金生活者支援給付金 4,429 4,504

プレミアム商品券 1,594 1,614

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 1,736

自動車取得減税 443 447

自動車保有減税 1,151 1,153

還元分計 19,132 18,922

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－３－㸰　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国と▼ᕝ県）



―��―

による還元分については全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年世

帯（世帯主の年齢が��歳以下の家計）の割合が相対的にࡎࢃながࡽ小さいという▼ᕝ

県の年齢構造を反映している。

（⚟県のᖹᆒⓗ࡞家計）

⚟県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱�㸱�㸱）。⌧⾜の消費

税率 �㸣のもとで、平均的な家計は年㛫で����⛬ᗘの負担をしている。����年��᭶

に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は����⛬ᗘ

になる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税率ᑟධ

による負担㍍ῶ分は ���⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜたり還

元分は合計で���⛬ᗘである。

平均的な家計の比較で、⚟県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より小さ

い。⚟県は相対的に消費性向が低く、消費が少ないことに加࠼、㧗齢ᒙがከく㍍ῶ税率

ᑟධによる負担㍍ῶຠᯝも大きいためである。ࡲた、政府の増税対策による還元分につ

いても全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年世帯（世帯主の年齢

が��歳以下の家計）の割合が相対的に小さいという⚟県の年齢構造を反映している。
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による還元分については全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年世

帯（世帯主の年齢が 39 歳以下の家計）の割合が相対的にࡎࢃながࡽ小さいという▼

ᕝ県の年齢構造を反映している。 
 
（⚟県の平均ⓗな家計） 

 ⚟県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸰㸫㸱㸫㸱）。⌧⾜の消

費税率 8% のもとで、平均的な家計は年㛫で 2 0 . 5 ⛬ᗘの負担をしている。 2 0 1 9 年

1 0 ᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は 2 3. 8 

⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は 3. 3 ⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税

率ᑟධによる負担㍍ῶ分は 1 . 4 ⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜ

たり還元分は合計で 1 . 8 ⛬ᗘである。 
 

 

 

（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 

  
平均的な家計の比較で、⚟県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より小さ

い。⚟県は相対的に消費性向が低く、消費が少ないことに加࠼、㧗齢ᒙがከく㍍ῶ税

率ᑟධによる負担㍍ῶຠᯝも大きいためである。ࡲた、政府の増税対策による還元分に

ついても全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年世帯（世帯主の年

全国
（平均）
※再掲

⚟県
（平均）

（１）現行消費税率8％ 214,349 205,037

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 238,081

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 251,637

増加負担分　（２）-（１） 35,640 33,044

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 13,556

幼児教育無償化 7,086 5,811

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 2,570

年金生活者支援給付金 4,429 4,897

プレミアム商品券 1,594 1,684

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 1,557

自動車取得減税 443 445

自動車保有減税 1,151 1,151

還元分計 19,132 18,115

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－３－３　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国と⚟県）



―��―

（㛗㔝県のᖹᆒⓗ࡞家計）

㛗㔝県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱�㸱�㸲）。⌧⾜の消費

税率 �㸣のもとで、平均的な家計は年㛫で����⛬ᗘの負担をしている。����年��᭶

に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は����⛬ᗘ

になる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税率ᑟධ

による負担㍍ῶ分は���⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜたり還

元分は合計で���⛬ᗘである。

平均的な家計の比較で、㛗㔝県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。㛗㔝県は相対的に消費性向が㧗く、消費がከいためである。一方で、政府の増税対

策による還元分については全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年

世帯（世帯主の年齢が��歳以下の家計）の割合が相対的に小さいという㛗㔝県の年齢構

造を反映している。
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齢が 39 歳以下の家計）の割合が相対的に小さいという⚟県の年齢構造を反映してい

る。 
 
（長㔝県の平均ⓗな家計） 

 㛗㔝県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱㸫㸱㸫㸲）。⌧⾜の消

費税率 8% のもとで、平均的な家計は年㛫で 2 1 . 8 ⛬ᗘの負担をしている。 2 0 1 9 年

1 0 ᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は 2 5 . 5 

⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は 3. 7 ⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税

率ᑟධによる負担㍍ῶ分は 1 . 2 ⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜ

たり還元分は合計で 1 . 8 ⛬ᗘである。 
 

 

（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 

 
 平均的な家計の比較で、㛗㔝県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。㛗㔝県は相対的に消費性向が㧗く、消費がከいためである。一方で、政府の増税対

策による還元分については全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年

世帯（世帯主の年齢が 39 歳以下の家計）の割合が相対的に小さいという㛗㔝県の年齢

構造を反映している。 

全国
（平均）
※再掲

長㔝県
（平均）

（１）現行消費税率8％ 214,349 217,801

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 254,843

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 267,301

増加負担分　（２）-（１） 35,640 37,042

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 12,458

幼児教育無償化 7,086 5,965

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 2,578

年金生活者支援給付金 4,429 4,935

プレミアム商品券 1,594 1,684

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 1,573

自動車取得減税 443 438

自動車保有減税 1,151 1,145

還元分計 19,132 18,318

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－３－㸲　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国と㛗㔝県）
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（ᒱ㜧県のᖹᆒⓗ࡞家計）

ᒱ㜧県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱�㸱�㸳）。⌧⾜の消費

税率 �㸣のもとで、平均的な家計は年㛫で����⛬ᗘの負担をしている。����年��᭶

に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は����⛬ᗘ

になる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税率ᑟධ

による負担㍍ῶ分は���⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜたり還

元分は合計で���⛬ᗘである。

平均的な家計の比較で、ᒱ㜧県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。ᒱ㜧県は相対的に消費性向が㧗く、消費がከいためである。一方で、政府の増税対

策による還元分については全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年

世帯（世帯主の年齢が �� 歳以下の家計）の割合が相対的に小さいというᒱ㜧県の年齢

構造を反映している。

（㟼ᒸ県のᖹᆒⓗ࡞家計）

㟼ᒸ県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱�㸱�㸴）。⌧⾜の消費
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（ᒱ㜧県の平均ⓗな家計） 

 ᒱ㜧県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱㸫㸱㸫㸳）。⌧⾜の消

費税率 8% のもとで、平均的な家計は年㛫で 2 3. 2 ⛬ᗘの負担をしている。 2 0 1 9 年

1 0 ᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は 2 7 . 2 

⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は 4. 0 ⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税

率ᑟධによる負担㍍ῶ分は 1 . 3 ⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜ

たり還元分は合計で 1 . 8 ⛬ᗘである。 
 

 

（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 

  
平均的な家計の比較で、ᒱ㜧県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。ᒱ㜧県は相対的に消費性向が㧗く、消費がከいためである。一方で、政府の増税対

策による還元分については全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年

世帯（世帯主の年齢が 39 歳以下の家計）の割合が相対的に小さいというᒱ㜧県の年齢

構造を反映している。 
 
（㟼ᒸ県の平均ⓗな家計） 

 㟼ᒸ県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱㸫㸱㸫㸴）。⌧⾜の消

全国
（平均）
※再掲

ᒱ㜧県
（平均）

（１）現行消費税率8％ 214,349 231,751

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 271,799

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 284,422

増加負担分　（２）-（１） 35,640 40,047

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 12,624

幼児教育無償化 7,086 6,230

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 2,597

年金生活者支援給付金 4,429 4,765

プレミアム商品券 1,594 1,658

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 1,620

自動車取得減税 443 444

自動車保有減税 1,151 1,150

還元分計 19,132 18,464

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－３－㸳　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国とᒱ㜧県）



―��―

税率 �㸣のもとで、平均的な家計は年㛫で����⛬ᗘの負担をしている。����年��᭶

に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は����⛬ᗘ

になる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税率ᑟධ

による負担㍍ῶ分は���⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜたり還

元分は合計で���⛬ᗘである。

平均的な家計の比較で、㟼ᒸ県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より小さ

い。㟼ᒸ県は相対的に消費性向が低く、消費が少ないためである。ࡲた、政府の増税対

策による還元分についても全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年

世帯（世帯主の年齢が��歳以下の家計）の割合が相対的に小さいという㟼ᒸ県の年齢構

造を反映している。

（ឡ▱県のᖹᆒⓗ࡞家計）

ឡ▱県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱�㸱�㸵）。⌧⾜の消費

税率 �㸣のもとで、平均的な家計は年㛫で����⛬ᗘの負担をしている。����年��᭶

に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は����⛬ᗘ
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費税率 8% のもとで、平均的な家計は年㛫で 2 0 . 7 ⛬ᗘの負担をしている。 2 0 1 9 年

1 0 ᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は 2 4. 1 

⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は 3. 3 ⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税

率ᑟධによる負担㍍ῶ分は 1 . 4 ⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜ

たり還元分は合計で 1 . 9 ⛬ᗘである。 
 

 

（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 

 
 平均的な家計の比較で、㟼ᒸ県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より小さ

い。㟼ᒸ県は相対的に消費性向が低く、消費が少ないためである。ࡲた、政府の増税対

策による還元分についても全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年

世帯（世帯主の年齢が 39 歳以下の家計）の割合が相対的に小さいという㟼ᒸ県の年齢

構造を反映している。 
 
（ឡ▱県の平均ⓗな家計） 

 ឡ▱県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱㸫㸱㸫㸵）。⌧⾜の消

費税率 8% のもとで、平均的な家計は年㛫で 2 2 . 8 ⛬ᗘの負担をしている。 2 0 1 9 年

1 0 ᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は 2 6 . 6 

全国
（平均）
※再掲

㟼ᒸ県
（平均）

（１）現行消費税率8％ 214,349 207,197

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 240,581

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 254,288

増加負担分　（２）-（１） 35,640 33,384

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 13,706

幼児教育無償化 7,086 6,459

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 2,617

年金生活者支援給付金 4,429 4,646

プレミアム商品券 1,594 1,637

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 1,661

自動車取得減税 443 445

自動車保有減税 1,151 1,152

還元分計 19,132 18,617

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－３－㸴　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国と㟼ᒸ県）



―��―

になる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税率ᑟධ

による負担㍍ῶ分は���⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜたり還

元分は合計で���⛬ᗘである。

平均的な家計の比較で、ឡ▱県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。ឡ▱県は相対的に消費性向が㧗く、消費がከいためである。ࡲた、政府の増税対策

による還元分についても全国より大きい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年世

帯（世帯主の年齢が��歳以下の家計）の割合が相対的に大きいというឡ▱県の年齢構造

を反映している。

（୕㔜県のᖹᆒⓗ࡞家計）

୕㔜県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱�㸱�㸶）。⌧⾜の消費

税率 �㸣のもとで、平均的な家計は年㛫で����⛬ᗘの負担をしている。����年��᭶

に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は����⛬ᗘ

になる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税率ᑟධ

による負担㍍ῶ分は���⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜたり還

元分は合計で���⛬ᗘである。
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⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は 3. 8 ⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税

率ᑟධによる負担㍍ῶ分は 1 . 4 ⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜ

たり還元分は合計で 2 . 0 ⛬ᗘである。 
 

 

（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 

 
 平均的な家計の比較で、ឡ▱県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。ឡ▱県は相対的に消費性向が㧗く、消費がከいためである。ࡲた、政府の増税対策

による還元分についても全国より大きい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年世

帯（世帯主の年齢が 39 歳以下の家計）の割合が相対的に大きいというឡ▱県の年齢構

造を反映している。 
 
（୕㔜県の平均ⓗな家計） 

 ୕㔜県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱㸫㸱㸫㸶）。⌧⾜の消

費税率 8% のもとで、平均的な家計は年㛫で 2 2 . 5 ⛬ᗘの負担をしている。 2 0 1 9 年

1 0 ᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は 2 6 . 3 

⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は 3. 8 ⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税

率ᑟධによる負担㍍ῶ分は 1 . 3 ⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜ

全国
（平均）
※再掲

ឡ▱県
（平均）

（１）現行消費税率8％ 214,349 227,712

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 265,759

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 279,465

増加負担分　（２）-（１） 35,640 38,047

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 13,706

幼児教育無償化 7,086 7,963

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 2,723

年金生活者支援給付金 4,429 4,066

プレミアム商品券 1,594 1,526

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 1,915

自動車取得減税 443 444

自動車保有減税 1,151 1,154

還元分計 19,132 19,792

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－３－㸵　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国とឡ▱県）
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平均的な家計の比較で、୕㔜県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。୕㔜県は相対的に消費性向が㧗く、消費がከいためである。一方で、政府の増税対

策による還元分については全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年

世帯（世帯主の年齢が��歳以下の家計）の割合が相対的に小さいという୕㔜県の年齢構

造を反映している。

（滋賀県のᖹᆒⓗ࡞家計）

滋賀県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱� 㸱�㸷）。⌧⾜の消費

税率 �㸣のもとで、平均的な家計は年㛫で����⛬ᗘの負担をしている。����年��᭶

に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は����⛬ᗘ

になる。したがࡗて、負担分は���⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税率ᑟධ

による負担㍍ῶ分は���⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜたり還

元分は合計で���⛬ᗘである。

 

 83  
 

たり還元分は合計で 1 . 9 ⛬ᗘである。 
 

 

（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 

 
 平均的な家計の比較で、୕ 㔜県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より大き

い。୕㔜県は相対的に消費性向が㧗く、消費がከいためである。一方で、政府の増税対

策による還元分については全国より小さい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若年

世帯（世帯主の年齢が 39 歳以下の家計）の割合が相対的に小さいという୕㔜県の年齢

構造を反映している。 
 
（滋賀県の平均ⓗな家計） 

 滋賀県の平均的な家計の増加負担分と還元分を☜ㄆࡍる（⾲㸱̿㸱㸫㸷）。⌧⾜の消

費税率 8% のもとで、平均的な家計は年㛫で 2 2 . 0 ⛬ᗘの負担をしている。 2 0 1 9 年

1 0 ᭶に税率が引上げࢀࡽるとྠに㍍ῶ税率がᑟධさࢀたሙ合、年㛫の負担は 2 5 . 5 

⛬ᗘになる。したがࡗて、負担分は 3. 5 ⛬ᗘ増加ࡍることになる。な࠾、㍍ῶ税

率ᑟධによる負担㍍ῶ分は 1 . 5 ⛬ᗘである。一方、政府の増税対策による一世帯ᙜ

たり還元分は合計で 1 . 9 ⛬ᗘである。 
 

全国
（平均）
※再掲

୕㔜県
（平均）

（１）現行消費税率8％ 214,349 224,906

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 262,817

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 276,021

増加負担分　（２）-（１） 35,640 37,911

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 13,204

幼児教育無償化 7,086 6,527

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 2,626

年金生活者支援給付金 4,429 4,652

プレミアム商品券 1,594 1,633

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 1,663

自動車取得減税 443 441

自動車保有減税 1,151 1,151

還元分計 19,132 18,693

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－３－㸶　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国と୕㔜県）



―��―

平均的な家計の比較で、滋賀県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より小さ

い。滋賀県は相対的に消費性向が低く、消費が少ないためである。一方で、政府の増税

対策による還元分については全国より大きい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若

年世帯（世帯主の年齢が��歳以下の家計）の割合が相対的に大きいという滋賀県の年齢

構造を反映している。
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（出所）総務省統計局「家計調査年報」をもとに当財団で推計 

 

 
 平均的な家計の比較で、滋賀県は消費税率の引上げによる増加負担分が全国より小さ

い。滋賀県は相対的に消費性向が低く、消費が少ないためである。一方で、政府の増税

対策による還元分については全国より大きい。このことは、対策で最も恩恵を受ける若

年世帯（世帯主の年齢が 39 歳以下の家計）の割合が相対的に大きいという滋賀県の年

齢構造を反映している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全国
（平均）
※再掲

滋賀県
（平均）

（１）現行消費税率8％ 214,349 219,621

（２）消費税率10％（軽減税率導入） 249,989 254,901

（３）消費税率10％（軽減税率なし） 263,065 269,535

増加負担分　（２）-（１） 35,640 35,280

（参考）軽減税率導入による負担軽減分　（３）-（２） 13,076 14,634

幼児教育無償化 7,086 7,485

キャッシュレス決済ポイント還元 2,657 2,696

年金生活者支援給付金 4,429 4,162

プレミアム商品券 1,594 1,550

すまい給付金・住宅ローン減税延長 1,771 1,836

自動車取得減税 443 450

自動車保有減税 1,151 1,160

還元分計 19,132 19,338

消費税率引上げによる家計の負担分(円）

増税対策による家計への還元分(円）

表３－３－９　消費税率引上げによる家計の増加負担分と増税対策による還元分

（全国と滋賀県）
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